
【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

1
男女共同参画社会に関する
県民意識調査の実施（5年ご
と）

5年ごとに調査を実施
・実生活での男女共同参画
平等意識
　家庭生活　51.5％
　職場生活　45.9％
　しきたり・慣習等　70.8％

平成16年度、平成21年
度、平成26年度に実施

令和元年度実施
調査結果は、ホームペー
ジ、印刷物などで公表

調査実施

令和元年度調査実
施、調査結果を
ホームページ、印
刷物などで公表

固定的な役割分担
意識の改善

県民生活･男
女共同参画
課

2 男女別統計資料の充実
毎年、定点観測を行ってい
る。

内閣府調査（6月）、女性
関連指標（1月）の作成

毎年、定点観測を行う。
男女別統計資料作
成

毎年、定点観測を
行い、推移が把握
できるようにする。

固定的な役割分担
意識の改善

県民生活･男
女共同参画
課

3

県の取り組みが、男女共同参画
社会の実現に及ぼす影響につい
て調査を行うとともに、市町村に
おいても同様の取り組みが行わ
れるよう要請します。

市町村が行う行政施策影響
調査への支援

市町村によって、取組内容や
推進に温度差がある。

平成21年度より、男女共
同参画地域サポート事業
（H26年度まで）により、市
町村が主体的に行う調査
事業をサポート。

市町村が主体的に行う調
査事業をサポート。

随時対応 随時対応
県民生活･男
女共同参画
課

4
県職員への男女共同参画に
関する研修の実施

男女共同参画の理
念の理解、意識啓
発
女性職員の働きや
すい職場の実現

県民生活・男
女共同参画
課

5
市町村職員への男女共同参
画・女性問題に関する研修の
実施

複数回の開催な
ど、目標達成に向
けた研修体系の模
索

全所属参加
県民生活・男
女共同参画
課

6
教職員等に対する男女共同
参画に関する研修の実施

学校での組織的な取組を具
体的に計画できるような研修
内容で実施

人権教育セミナーにおい
て講師自身の体験をもと
にした講義と演習の実施　

11の人権課題の研修等を
とおして、女性や男性に
関わる差別の現実を明ら
かにしていくとともに、学
校での組織的な取組を具
体的に計画していけるよう
に研修内容を改善する。

人権教育セミナーに
おいて「クラスに一
人は必ずいる!?　セ
クシャル・マイノリ
ティの子どもたち」と
題して講師自身の
体験をもとにした講
義と演習の実施

学校のすべての教
職員が、組織の一
員として尊重され、
「チーム学校」とし
て協働し、子どもた
ちの教育にあたる。

教育センター

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号
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ー
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題
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組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室
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男女平等の視点から、女性のお
かれている状況を的確に把握す
るため情報を収集、整理するとと
もにその結果を公表します。

人権尊重と男女共同参画の推進
のため、研修や広報・啓発を行う
とともに、市町村においても同様
の取組が行われるよう支援しま
す。

男女共同参画に関する理解
の促進及び啓発が必要であ
り、全所属対象に職員研修を

実施。

テーマ・参加者
H26:「男性の育児休業を
通じて考える男女共同参
画　－ワーク・ライフ・バラ
ンスの実践について－」
（109所属
）
H27:「男性の意識改革－
男性の家事・育児参加と
女性の活躍－」（105所
属）

毎年度、課題となるテーマ
について、男女共同参画
の視点から職員の意識啓

発を行う。

男性の家事参加に
ついて、イクボスの
必要性をテーマに

実施予定
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）
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7
教職員等に対する男女共同
参画に関する研修の実施

学校の人権教育では、県民
に身近な人権課題の1つとし
て「女性の人権」を取り扱っ
ている。

人権教育セミナーにおい
て、「女性の人権」をテー
マにした研修内容を実施
してきた。
人権教育主任連絡協議
会で、法務局人権擁護委
員より、デートＤＶに関す
る情報提供を行った。

引き続き、人権教育セミ
ナーにおいて、「女性の人
権」をテーマにした研修を
実施する。
また、人権教育主任連絡
協議会等を通じて、各学
校における「女性の人権」
をテーマにした研修を実
施するよう働きかける。

人権教育セミナーに
おいて、女性の人権
をテーマとした研修
会を開催する。
教職員研修等にお
いて、男女共同参
画や女性の人権を
テーマにした内容を
組み込んでもらえる
よう、人権教育主任
連絡協議会等を通
じて働きかける。

人権教育主任
が管理職と連
携し、ＰＤＣＡ
サイクルを用
いて、年間指
導計画や校内
研修、人権学
習を適切に
コーディネート
できるように、
人権教育主任
のマネジメント
力を向上さ
せ、各校の取
組を充実す
る。(R2年度よ
り）

個別の人権課題に
関する校内研修及
び授業研究を、年
間計画に位置付
け、実施している
学校の割合を
100％とする。(R2
年度より）

教職員等の男女共
同参画や女性の人
権に対する人権意
識が向上する。

人権教育・
児童生徒課

8
市町村人権啓発・人権教育
担当研修の実施

人権課、県人権啓発セン
ター、県教委人権教育課の３
者で市町村担当者への研修
会を年度当初に実施してい
る。現状は、行政説明が中心
だが、今後は、市町村担当
者のスキルアップにつながる
内容にしていくことが必要で
ある。

市町村人権啓発担当者を
対象とした、啓発手法の
修得、啓発企画力の向
上、担当者間のネットワー
クの形成を図るため県内
３ブロックで研修会を実
施。

市町村担当者全員の出
席となっていない。ネット
ワーク作りなど連携を図る
ためにも、全市町村の参
加を促す。

ー

市町村の担当者
が、人権施策を推
進していくための知
識とスキルを身に
付けている。

人権課

9
市町村人権教育・啓発担当
者連絡協議会の実施

市町村における社会教育・人
権啓発では、「子どもの人
権」や「高齢者の人権」につ
いてのニーズが多く、「女性
の人権」について学習する機
会は少ない。

市町村人権教育・啓発担
当者連絡協議会で、法務
局人権擁護委員より、
デートＤＶに関する情報提
供を行った。

市町村における社会教
育・人権啓発のニーズを
把握し、それに応じた支
援を行うとともに、「女性
の人権」の重要性につい
ても周知を図る。

各市町村の人権教
育・啓発に関する取
組において、男女共
同参画や女性の人
権をテーマにした内
容を組み込んでもら
えるよう、市町村担
当者会等を通じて
働きかける。

各市町村におい
て、市町村事業担
当者による主体的
な研修が行われ
る。

人権教育・
児童生徒課

10
子どもの発達段階に応じた人
権（女性）教育の推進

学校の人権教育では、県民
に身近な人権課題の1つとし
て「女性の人権」を取り扱っ
ており、年間指導計画に位置
付けて取り組んでいる。

県民に身近な人権課題に
ついて、人権教育全体計
画・年間指導計画に位置
付けて取り組むよう、人権
教育主任連絡協議会等で
指導してきた。

新たに追加された人権課
題を含む県民に身近な人
権課題について、各学校
の人権教育全体計画・年
間指導計画に位置付けて
取り組むよう、人権教育主
任連絡協議会や校内研
修等の場で働きかける。
併せて、学習内容の充実
に向けて、学習展開例や
資料の紹介を行う。

小中学校及び県立
人権教育主任連絡
協議会や研修会を
開催し、女性の人権
を含めた人権教育
をすべての学校で
充実させていくため
に、年間指導計画
の確認と指導を行
う。併せて、学習内
容の充実に向けて、
学習展開例の紹介
や資料の紹介を行
う。

人権教育主任
が管理職と連
携し、ＰＤＣＡ
サイクルを用
いて、年間指
導計画や校内
研修、人権学
習を適切に
コーディネート
できるように、
人権教育主任
のマネジメント
力を向上さ
せ、各校の取
組を充実す
る。(R2年度よ
り）

公立小・中・高・特
別支援学校の人権
教育年間指導計画
の整備率が100％
となる。
「犯罪被害者等」の
人権課題を除く、
県民に身近な人権
課題の位置付けを
100％とする。(Ｈ31
年度まで）

個別の人権課題に
関する校内研修及
び授業研究を、年
間計画に位置付
け、実施している
学校の割合を
100％とする。(R2
年度より）

男女平等の理念を
推進する教育・学
習の一層の充実が
図られ、児童生徒
の人権感覚が向上
する。

人権教育・
児童生徒課

11
子どもの発達段階に応じた人
権（女性）教育の推進

園内研修支援事業
全　２２９回
（園内研修支援　１３３回）
（ブロック別研修支援　９６
回）

・子ども一人一人の育ち
にあった保育が展開され
るよう、研修への支援を実
施。

園内研修の支援や子ども
理解に関する研修等を推
進することにより、子ども
の人権を十分配慮した保
育の実践を目指す。

保育士・幼稚園教員
の資質・専門性の向
上を図るため、園内
研修の充実に向け
た支援を行う。

園内研修支援
全　２５０回/年

子ども一人一人の
人権が尊重され、
その子どもの特性
や育ちに応じた保
育が実践される。

幼保支援課
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人権尊重と男女共同参画の推進
のため、研修や広報・啓発を行う
とともに、市町村においても同様
の取組が行われるよう支援しま
す。

園内研修支援の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施
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12
地域・職場における人権（女
性）研修の実施

　平成29年度は、人権の視
点を持って企業力を高める
人材育成を目的とした
「ヒューマンパワー育成講座」
を年間２回開催しており、参
加者の満足度は、平均
88.7％であった。
　今後は、研修内容を充実さ
せていくことや、参加者の自
社企業への還元などが課題
である。

人権啓発研修企業リー
ダー養成講座開催事業と
して、企業内をはじめ、Ｎ
ＰＯやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟなど
一般県民を対象に
人権について研修計画を
立案または自らが講師と
して対応できるリーダーと
なれる人材を養成するた
めの講座を開設してい
る。

【人権啓発研修企業リー
ダー養成講座】
開催事業、所属する企
業、団体内外での人権啓
発活動を通じて、人権尊
重の社会づくりに寄与す
る人材を今後も引き続き
養成する。

　参加者の「個別
の人権課題（女性）
への理解が深まっ
た」の割合：９０％
以上
受講者の「会社で
の啓発実践に取り
組みたい」の割合：
９０％以上

（高知県人権施策
基本方針ー第2次
改定版ーでのR５
の目標）

　　研修受講者が
企業内の人権リー
ダーとなり、研修で
学んだことが職場
や顧客対応などに
生かされるようにな
る。

人権課

13
地域・職場における人権（女
性）研修の実施

市町村における社会教育・人
権啓発では、「子どもの人
権」や「高齢者の人権」につ
いてのニーズが多く、「女性
の人権」について学習する機
会は少ない。
教育委員会事務局職員の人
権研修では、平成23年度に
実施して以降取り組んでいな
い。

市町村人権教育・啓発担
当者連絡協議会で、法務
局人権擁護委員より、
デートＤＶに関する情報提
供を行った。また、教育委
員会事務局職員人権問
題研修会では、平成23年
度に「女性の人権」をテー
マにした研修を実施した。

市町村における社会教
育・人権啓発のニーズを
把握し、それに応じた支
援を行うとともに、「女性
の人権」の重要性につい
ても周知を図る。
また、教育委員会事務局
職員人権問題研修会につ
いては、今日の情勢から
学習する必要がある人権
課題を設定する。

人権教育推進講座
支援事業を活用し、
市町村における人
権研修を支援する。
教育委員会事務局
職員人権問題研修
会を実施し、職員の
人権意識の高揚を
図る。

人権教育推進講座
支援事業を廃止。
市町村における人
権研修を支援す
る。
教育委員会事務局
職員人権問題研修
会を実施し、職員
の人権意識の高揚
を図る。

市町村における
人権研修を支援
する。
教育委員会事
務局職員人権
問題研修会を実
施し、職員の人
権意識の高揚を
図る。

参加者の「今後の
生活や仕事に生か
せる内容であった」
の回答の割合を
80％以上にする。
(R2年度より）

各市町村におい
て、市町村事業担
当者による主体的
な研修が行われ
る。
教育委員会事務局
職員の人権意識が
向上する。

人権教育・
児童生徒課

14
県民への男女共同参画・女
性問題に関する啓発・広報

　平成26年度からは人権映
画のテレビ放映に替わって、
人権の取組を紹介する人権
ミニ番組を制作しテレビ放映
を行っている。また、29年度
からは大型映画施設で上映
前に放映するスポットコマー
シャルを制作放映している。　
今後も媒体の特徴を活かし
た、より効果的な提供を行っ
ていく必要がある。

これまでもホームページの充
実等に努めてきたことから、
H29年度のアクセス数はH25
年度の2.2倍となった。また、
平成29年度から季刊誌「ここ
るんだより」を発行している。
個別の人権課題に合った「コ
ラム」等の執筆者を選定する
等紙面づくりに工夫が必要で
ある。

テレビ・ラジオによるス
ポットコマーシャルや新聞
広告、啓発冊子等による
啓発を実施。

【人権啓発研修事業　マ
スメディア等活用啓発事
業】
引続き県民啓発に取り組
むとともに、より効果的な
啓発を検討・実施してい
く。

【人権啓発研修事業－人
権啓発センター情報発信
事業】【人権啓発シリーズ
新聞掲載事業】
引き続き、季刊誌やＨＰ、
新聞広告等、さまざまな
媒体を利用し、県民の人
権意識の普及高揚を図
る。

　　５年間で２回以
上は「女性」をテー
マにマスメデイアを
通じた啓発を行う。

　「ここるんだより」
で５年間に各人権
課題を１回以上特
集する。
　ホームページの
アクセス数を
124,000件（平成29
年度実績の約1.2
倍）以上にする。

（高知県人権施策
基本方針ー第2次
改定版ーでのR５
の目標）

　（県民の）「女性の
人権問題」に対す
る正しい理解と認
識が高まる。

人権課

15
県民への男女共同参画・女
性問題に関する啓発・広報

・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

広報誌（ソーレ・スコープ、
メルマガ）、各種講演会・
研修会の開催

広報誌作成や講演、研修
会の開催等啓発事業の
他、図書等利用PR事業を
実施。

広報事業量の確保
男女共同参画平等
意識の向上

ソーレ
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意
識
改
革
と
社
会
制
度
慣
行
の
見
直
し

人権尊重と男女共同参画の推進
のため、研修や広報・啓発を行う
とともに、市町村においても同様
の取組が行われるよう支援しま
す。

　　　　　　　　「ヒューマンパワー養成講座」の実施

　　　　季刊誌、資料、リーフレット、パネル等の作成・配布・展示

マスメディア（テレビ、新聞等）を通じた啓発

3



【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

16
人権（女性）に関する実態調
査と公表

人権に関する実態の公表を
実施（ホームページ）
５年ごとに人権に関する県民
意識調査を実施・公表

平成2４年度及び平成29
年度に人権に関する県民
意識調査を実施・公表

平成25年度に人権に関す
る実態の公表を実施（印
刷物・ホームページ）

平成２６年度から、毎年
度、人権に関する実態の
公表を実施（ホームペー
ジ）

毎年度、人権に関する実
態の公表を実施（ホーム
ページ）
５年ごとに人権に関する
県民意識調査を実施・公
表
（平成２９年度実施・公表
済）

情勢に適応した調
査の実施

人権意識の向上 人権課

17
人権（女性）に関する実態調
査と公表

・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

男女共同参画に関する意
識調査

男女共同参画に関する意
識調査を実施

情勢に適応した調
査の実施

男女共同参画平等
意識の向上

ソーレ

18
市町村が行う女性の人権に
関する啓発事業の支援

　平成30年度現在、34市町
村（100％）に事業委託を行っ
ており、今後も継続して県内
全ての市町村で人権啓発の
ための取組が行われるよう
にしていく必要がある。

人権尊重思想の普及啓
発を図り、基本的人権の
擁護に資するため、住民
を対象とする講演会や研
修会などの啓発活動を市
町村に委託した。

【人権啓発活動市町村委
託事業】
引き続き実行していく。

　県内全市町村へ
の事業委託を継続
して行う。

事業実施により、人
権尊重の社会づく
りや、自主的な人
権意識の高揚を目
指す。

人権課

19
市町村が行う女性の人権に
関する啓発事業の支援

市町村によって、取組内容や
推進に温度差がある。

平成21年度より、男女共
同参画地域サポート事業
により、市町村が主体的
に行う啓発事業をサポー
ト。

男女共同参画地域サポー
ト事業により、市町村が主
体的に行う啓発事業をサ
ポート。

男女共同参画地域
サポート事業

各市町村が、単独
で啓発事業を実施

各市町村が、単独
で啓発事業を実施
できる体制づくり

県民生活・男
女共同参画
課

20
民間団体が行う女性の人権
に関する啓発事業の支援

　平成29年度実績としては、
のべ271回実施中、「女性」に
関する研修は９回であった。
　今後は、「女性」に関する研
修の内容を更に充実させて
いくことが必要である。

民間団体を対象として、
対象者が自主的に行う、
人権意識の高揚を目的と
した活動（交流体験活動、
講演会、研修会、啓発資
料の作成・配布等）を支援
してきた。

【人権ふれあい支援事業】
予算に限りがあるため支
援できる団体は限られる
が、今後も支援を実行し
ていく必要がある。 

参加者の「個別の
人権課題（女性）へ
の理解が深まっ
た」の割合：80％以
上

（高知県人権施策
基本方針ー第2次
改定版ーでのR５
の目標）

　　職場や地域など
で主体的に人権に
関する学習ができ
る環境の基盤づくり
が整う。

人権課

21
民間団体が行う女性の人権
に関する啓発事業の支援

毎年、ソーレが行う民間団体
などを対象に事業費の補助
を行う「ソーレ・えいど事業」
等の支援事業により民間団
体等の活動を支援

「ソーレ・えいど事業」を活
用し、支援。
H26
H27

「ソーレ・えいど事業」を活
用し、支援。

ソーレ・えいど事業
支援事業予算枠の
拡大

・支援事業予算枠
の拡大
・応募団体の増加

県民生活・男
女共同参画
課

１
意
識
を
変
え
る

(

1

)

男
女
間
の
意
識
を
変
え
る

①
意
識
改
革
と
社
会
制
度
慣
行
の
見
直
し

人権尊重と男女共同参画の
推進のため、研修や広報・啓
発を行うとともに、市町村に
おいても同様の取組が行わ
れるよう支援します。

　　　　　　　　　　　　　　人権に関する実態の公表

　　市町村への事業委託による講演会や研修会等の実施

　　　　　　　　「民間団体への助成事業」の実施と、県民への周知

4



【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

22

人権尊重と男女共同参画の
推進のため、研修や広報・啓
発を行うとともに、市町村に
おいても同様の取組が行わ
れるよう支援します。

男女共同参画に関する苦情
の申出・処理制度の充実

男女共同参画に関する苦情
の申し出・処理を男女共同参
画苦情調整委員会（調整委
員3名）により実施。

男女共同参画に関する苦
情の申し出・処理を男女
共同参画苦情調整委員
会により実施。平成22年
以降は申請件数0件

・男女共同参画苦情調整
処理委員会による処理
・事業内容の県民への更
なる周知

苦情の随時受け付
け、事業内容の県
民への周知

・適正な苦情処理
・事業認知率の増
加

男女共同参画に関
する苦情のない社
会づくり

県民生活･男
女共同参画
課

23
市町村における男女共同参
画計画策定促進及び策定支
援

・平成27年度末、34市町村
中、19市町村において計画
策定（55.9％）

市町村における男女共同
参画計画策定促進及び策
定支援

市町村の個別訪問を強化
することにより、計画の必
要性等を説明し、計画策
定を支援する。

市町村の個別訪問
を強化することによ
り、計画の必要性等
を説明し、計画策定
を支援する。

5年間の間に9町村
において計画策定

計画策定市町村率
82.4%

(28市町村／34）

県民生活･男
女共同参画
課

24
市町村における女性活躍推
進法に定める推進計画の策
定支援

・平成27年度末、34市町村
中、1市町村において計画策
定（2.9％）

市町村の個別訪問を強化
することにより、計画の必
要性等を説明し、計画策
定を支援する。

市町村の個別訪問
を強化することによ
り、計画の必要性等
を説明し、計画策定
を支援する。

男女共同参画計画
の策定と併せて策
定

計画策定市町村の
増加

県民生活･男
女共同参画
課

25
男女共同参画に関する統計
データの収集・提供

・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

男女共同参画に関する統
計データを収集し、ホーム
ページ等で提供

男女共同参画に関する統
計データの収集・分析・提
供

収 集 デ ー タ の 分
析・活用

男女共同参画平等
意識の向上

ソーレ

26
県民への男女共同参画・女
性問題に関する啓発・広報
（再掲）

　平成26年度からは人権映
画のテレビ放映に替わって、
人権の取組を紹介する人権
ミニ番組を制作しテレビ放映
を行っている。また、29年度
からは大型映画施設で上映
前に放映するスポットコマー
シャルを制作放映している。　
今後も媒体の特徴を活かし
た、より効果的な提供を行っ
ていく必要がある。

これまでもホームページの充
実等に努めてきたことから、
H29年度のアクセス数はH25
年度の2.2倍となった。また、
平成29年度から季刊誌「ここ
るんだより」を発行している。
個別の人権課題に合った「コ
ラム」等の執筆者を選定する
等紙面づくりに工夫が必要で
ある。

テレビ・ラジオによるス
ポットコマーシャルや新聞
広告、啓発冊子等による
啓発を実施。

【人権啓発研修事業　マ
スメディア等活用啓発事
業】
引続き県民啓発に取り組
むとともに、より効果的な
啓発を検討・実施してい
く。

【人権啓発研修事業－人
権啓発センター情報発信
事業】【人権啓発シリーズ
新聞掲載事業】
引き続き、季刊誌やＨＰ、
新聞広告等、さまざまな
媒体を利用し、県民の人
権意識の普及高揚を図
る。

　５年間で２回以上
は「女性」をテーマ
にマスメデイアを通
じた啓発を行う。

　「ここるんだより」
で５年間に各人権
課題を１回以上特
集する。
　ホームページの
アクセス数を
124,000件（平成29
年度実績の約1.2
倍）以上にする。

（高知県人権施策
基本方針ー第2次
改定版ーでのR５
の目標）

（県民の）「女性の
人権問題」に対す
る正しい理解と認
識が高まる。

人権課

27
県民への男女共同参画・女
性問題に関する啓発・広報

・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

広報誌（ソーレ・スコープ、
メルマガ）、各種講演会・
研修会の開催

広報誌作成や講演、研修
会の開催等啓発事業の
他、図書等利用PR事業を
実施。

広報事業量の確保
男女共同参画平等
意識の向上

ソーレ
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市町村において男女共同参画計
画が策定され、計画に基づいた
様々な取り組みが着実に進むこ
とは、県全体における男女平等
の推進につながることから、女性
の職業生活における活躍の推進
に関する法律に定める推進計画
と併せて積極的に策定を働きか
けます。

こうち男女共同参画センター
「ソーレ」を中心として、研究調査
を実施するとともに、男女共同参
画の視点から、研修や広報・啓
発を行い、社会制度や慣行、役
割の分担などを見直すことを促し
ます。

　　　　季刊誌、資料、リーフレット、パネル等の作成・配布・展示

　マスメディア（テレビ、新聞等）を通じた啓発
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

28
人権（女性）に関する実態調
査と公表（再掲）

人権に関する実態の公表を
実施（ホームページ）
5年ごとに人権に関する県民
意識調査を実施・公表

平成2４年度及び平成29
年度に人権に関する県民
意識調査を実施・公表

平成25年度に人権に関す
る実態の公表を実施（印
刷物・ホームページ）

平成２６年度から、毎年
度、人権に関する実態の
公表を実施（ホームペー
ジ）

毎年度、人権に関する実
態の公表を実施（ホーム
ページ）
５年ごとに人権に関する
県民意識調査を実施・公
表
（平成２９年度実施・公表
済）

情勢に適応した調
査の実施

人権意識の向上 人権課

29
人権（女性）に関する実態調
査と公表

・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

男女共同参画に関する意
識調査

男女共同参画に関する意
識調査を実施

情勢に適応した調
査の実施

男女共同参画平等
意識の向上

ソーレ

30 女性リーダーの育成
・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・「女性リーダー養成講
座」の実施

・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・女性防災プロジェクトの
実施

人材育成プログラ
ム策定

人材育成プログ
ラム実施

キャリアアップや再
就職を目指す女性
の支援のため、講
座や研修を実施す
る。

女性リーダーの増
加による男女共同
参画社会の実現

ソーレ

31
メディアへの男女共同参画や
女性の人権等に関する情報
の提供

男女共同参画や女性の人権
等に関わる表現についての
メディアに対する要望

事例に応じ随時対応 事例に応じ随時対応 随時対応 随時対応
女性の人権が尊重
されたメディア表現

広報広聴課
ほか関係課

32
男女共同参画や女性の人権
等に関わる表現についてのメ
ディアに対する要望

・県の広報紙や新聞、テレ
ビ、ラジオ、記者クラブへの
情報提供により、男女共同参
画や女性の人権等の広報を
行っている。

県は、担当課等と連携し
て、テレビや新聞等のメ
ディアやインターネットな
ど、多様な広報媒体を活
用した男女共同参画や女
性の人権等の周知を行っ
た。

・県民への幅広い周知活
動の実施
・担当課等への情報提供
の呼び掛け

広報紙、テレビ、ラ
ジオ等の広報媒体
を活用した広報を実
施

県の担当課等に対
し、報道機関への情
報提供の充実の呼
び掛け

広報紙、テレビ、ラ
ジオ等の広報媒体
を活用した広報を
実施

県の担当課等に対
し、報道機関への
情報提供の充実の
呼び掛け

・女性の人権が尊
重されたメディア表
現

・各分野や各地域
で、男女共同参画
や女性の人権等に
関する支援につい
て、できることに気
づき、取り組んでも
らえる社会風土が
醸成されている。

広報広聴課
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こうち男女共同参画センター
「ソーレ」を中心として、研究調査
を実施するとともに、男女共同参
画の視点から、研修や広報・啓
発を行い、社会制度や慣行、役
割の分担などを見直すことを促し
ます。

②
メ
デ
ィ
ア
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆男女共同参画の視点に立ち、
また、女性の人権等に配慮した
適切な表現がなされるよう、メ
ディアの取り組みを促すととも
に、触れたくない情報に接しない
自由に配慮する環境作りに努め
ます。

◆行政自らの広報活動において
も、男女共同参画の視点と女性
の人権等に配慮した適切な表現
に努めます。

広報紙、テレビ、ラジオ等の広報媒体を活

用した広報を実施

県の担当課等に対し、報道機関への情報提

供の充実の呼び掛け

　　　　　　　　　　　　　　人権に関する実態の公表

6



【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

33
男女共同参画や女性の人権
等に関わる表現についてのメ
ディアに対する要望

事例に応じ随時対応す
る。

関係課と連携した情報収
集

事例に応じ随時対
応

メディアにおいて人
権に配慮した適切
な表現がなされて
いる。

人権課

34
男女共同参画や女性の人権
等に関わる表現についてのメ
ディアに対する要望

事例に応じ随時対応 事例に応じ随時対応 随時対応
女性の人権が尊重
されたメディア表現

県民生活・男
女共同参画
課

35
男女共同参画の視点に立っ
た広報作成の手引の普及

男女共同参画の視点に立っ
た広報作成の手引きを作成
し、初任者研修で説明するな
どして普及啓発している。

・初任者研修会等で説明
・他課などからの相談に
随時対応

・研修会等で説明
・他課などからの相談に
随時対応

・研修会等で説明
・他課などからの相
談に随時対応

少なくとも、行政か
らの広報には、男
女共同参画の視点
が入るようにする。

県民生活・男
女共同参画
課

36
青少年保護育成条例に基づく
有害図書類の指定

平成21年度に高知県青少年
保護育成条例第11条第2項
に基づく有害図書類の包括
指定を行う3団体の指定を
行っている。

高知県青少年保護育成
条例第11条第２項に基づ
く有害図書類の包括指定
および適切な運用のため
の啓発を行った。

高知県青少年保護育成
条例第11条第２項に基づ
く有害図書類の包括指定
および適切な運用のため
の啓発を行う。

有害図書類が青少
年に拡散しない環
境づくりが進んでい
る

児童家庭課

37

女子差別撤廃委員会からの
最終見解や女子差別撤廃条
約点卓議定書等の県民への
周知と浸透を図る

女子差別撤廃条約を知らな
い人の割合　(H26年度調査：
35.1%）

各種広報手段（県広報
誌、ソーレ広報誌など）を
活用し、広報活動を行う。

各種広報手段（県広報
誌、ソーレ広報誌など）を
活用し、広報活動を行う。

広報活動等

県民意識調査

女子差別撤廃委員
会からの最終見解
等の県民への浸透

県民生活･男
女共同参画
課

38
国際化時代にふさわしい人づ
くり

グローバル化が進み、ますま
す多様化や適応性が重要に
なったが、外国人に壁を作っ
てしまう人や、グローバル化
についていけない人が多数
いる。また国内、県内は、ま
だまだ外国人の受け入れ体
制が不十分で国際化時代に
ふさわしい人づくりが整って
いない。

これからの世代を引っ
張っていく年代や若者を
中心にした異文化理解講
座や日本語ボランティア
講師養成講座などの講座
を開催した。また県民に
国際交流に参加してもらう
ためのきっかけ作りの事
業なども展開した。

若者世代だけでなく、社会
全体で県民が国際交流や
国際協力に参加できる事
業の開設や講座の開催を
行う。

現在行っている事
業の現状維持、改
善を行いつつ、県民
全体の国際化の底
上げを行う。

現在の事業量を維
持し、県民に国際
化のための施策を
提供していく。さら
に社会全体で国際
化を底上げできる
ような事業に取り
組む。

県民の国際化が全
体的に底上げさ
れ、外国人の受け
入れ体制や県民の
意識が強化されて
いる。

国際交流課

39
交流イベントや異文化理解講
座の開催（高知県国際交流
協会）

期間限定で県民が国際的な
ものに触れる場や小学校高
学年生を対象に国際色豊か
な人材を育てるための講座
を開設し、県民が異文化に
触れるため、外国人に直接
その国の事情や情報を聞け
る講座を開催し、県民の国際
化に努めている。

国際的な立場の人に講演
してもらい、世界の状況や
国際的な取り組みなどを
県民に伝えてもらう。また
小学校４～６年生を対象
に講座を開催し、国際色
豊かな若者の育成に努め
た。さらに、県の国際交流
員や留学生、その他在住
の外国人に講師になって
もらい、県民の国際化の
ための異文化理解講座を
開催した。

今まで継続してやってきた
事業について改善を行
い、県民に継続して国際
化を促していく。

事業については現
状維持しながら、よ
り多くの県民の異文
化理解が進むよう、
高知市以外での講
座等の開催を引き
続き行う。
○改善できる部分
があれば随時改善
していく。

現在取り組んでい
る事業量を減らさ
ず、更なる国際化
のための講座など
を開設する。

現在の事業をさら
にＰＲ・また事業開
催地を幅広くするこ
とで、県民の異文
化理解を促進。。ま
た改善できる部分
は実用的に改善
し、県民の国際化
に努める。

国際交流課

②
メ
デ
ィ
ア
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆男女共同参画の視点に立ち、
また、女性の人権等に配慮した
適切な表現がなされるよう、メ
ディアの取り組みを促すととも
に、触れたくない情報に接しない
自由に配慮する環境作りに努め
ます。

◆行政自らの広報活動において
も、男女共同参画の視点と女性
の人権等に配慮した適切な表現
に努めます。

③
国
際
規
範
の
尊
重
と
、
国
際
交
流
を
通
じ
た
男
女
共
同
参
画
へ
の
理
解
の
促
進

◆国際規範を尊重し、その周
知と浸透に努めます。

◆国際交流を通じて、諸外国
の社会や文化を学び、国際
的な視点から男女共同参画
への理解を深めます。

１
意
識
を
変
え
る

(

1

)

男
女
間
の
意
識
を
変
え
る

有害図書類の包括指定および適切な運用のための啓発

　　　　　　　　　　　　　人権に配慮した取組を促す
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

40
男性の家事・育児・介護の分
担に向けた啓発

H26年度実施の「県民意識調
査」で理想的な「男女の役割
分担」実現のために必要な
のは男性の家事等への参加
との回答が58.3%.

H28年度中に啓発冊子を
作成し、県内市町村を通
じ配布。
こうち男女共同参画セン
ターでも男性講座を充実
を検討

冊子作成・配布

冊子作成・配布

男性対象講座
の充実

家庭における夫婦
の役割分担の現実
を理想に近づける。

県民生活・男
女共同参画
課

41
こうち男女共同参画センター
「ソーレ」における広報・啓発

・家庭生活での男女の不平
等意識
・固定的役割分担意識

広報誌（ソーレ・スコープ、
メルマガ）、各種講演会・
研修会の開催

広報誌作成や講演、研修
会の開催等啓発事業の
他、図書等利用PR事業を
実施。

男女共同参画関連
講座への男性参加
者数　400人

家庭における夫婦
の役割分担の現実
を理想に近づける。

ソーレ

42 介護の基礎講座の開催 ・介護の基礎講座の開催 ・介護の基礎講座の開催

県民介護講座事業の周
知を図るとともに、講座開
催等により介護に対する
県民の意識啓発を図る。

・介護の基礎講座の
開催

介護に関する知識
を持った方が増え
る

介護に対する県民
の意識啓発が図ら
れる

地域福祉政
策課

43
父親の育児参加のための啓
発

「こうちプレマnet」での情報
発信（イベント情報等への掲
載）アクセス数　99.180件
月平均アクセス数　8,265件
（H29..3月末現在）

○プレマnet
　父親の育児参加へのア
ドバイス等をメルマガで配
信
○子育て応援広報紙
　「大きくなあれ」
　父親の育児参加をテー
マにした特集記事の掲載
○子育て出前講座　
　3回実施（７╱30、 11╱14 
、 12╱17）
　25名参加（男性４名含
む）

○子育て等を応援する機
運の醸成
・高知家「出会い・結婚・
子育て応援」フォーラムの
開催
・好事例企業表彰

■各種広報手段を活用し
男性の育児参加を促す情
報の提供など
　　・出産・子育て応援
      サイト
　　　「こうちプレマnet」
　　・子育て応援情報紙
　　　「大きくなあれ」
■子育て出前講座
■高知県版父子手帳の
作成及び配布
　母子手帳発行時に各市
町村から配布

■子育て等を応援する機
運の醸成
・少子化対策推進県民会
議と連携した取り組みの
充実（子育て支援やワー
ク・ライフ・バランスの推進
などの好事例の取組紹介
等）

プレマnet月平均
アクセス数
3,000件
(R2.5修正 )

子育て出前講座
年間4ヶ所以上で
開催(R2.5修正 )

子育て支援やワー
ク・ライフ・バランス
の推進に取り組む
企業や団体の増加
（高知家の出会い・
結婚・子育て応援
団の登録数の増加　　
H31　770団体）
　（H29.3修正）

子育て中の父親に
子育てに関する情
報が届き、育児に
活かされている

児童家庭課
少子対策課

44
介護支援情報の提供・広報・
啓発

・介護の基礎講座の開催 ・介護の基礎講座の開催

県民介護講座事業の周
知を図るとともに、講座開
催等により介護に対する
県民の意識啓発を図る。

・介護の基礎講座の
開催

介護に関する知識
を持った方が増え
る

介護に対する県民
の意識啓発が図ら
れる

地域福祉政
策課

１
意
識
を
変
え
る

(

2

)

さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

①
家
庭
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆家庭における固定的な男
女の役割分担意識を改める
よう促し、子どものころからの
男女共同参画の理解を促進

します。

◆さまざまな学習機会の提供
や男性を対象にした広報や
意識啓発により、男性の家
事・育児・介護の分担を促し

ます。

母子手帳発行時に配布

○父子手帳の配布

少子化対策推進県民会議と連携した取り組みの充実（子育て支援やワーク・ライフ・バラン

スの推進などの好事例の取組紹介等）

企業・団体の職員に対し、子育て関する講座を随時開催

○子育て出前講

○子育て等を応援する機運の醸成

子育て支援のための情報を随時発信　市町村による取組情報も反映

○プレマnet

○「大きくなあれ」　 ▸プレマnet改修　情報内容の充実

年間4回　4万部発行  　H29年度末で廃止

▸高知県版父子手帳の作成・配布

8



【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

45
介護支援情報の提供・広報・
啓発

・要支援・要介護認定者、認
知症高齢者は増加しており、
家庭における介護負担が大
きくなっている。

・介護サービス事業者や
高齢者施設に関する情報
を、課のホームページで
公表している。
・高齢者に関するさまざま
な心配ごとに対し、高齢者
総合相談センターを設置
し相談に応じている。
・認知症コールセンターを
設置し、認知症の方やそ
の家族の相談に応じてい
る。

・高齢者総合相談窓口及
び認知症コールセンター
について、住民への周知
及び相談体制の更なる充
実
（29.5修正）

・介護サービスの公
表制度による介護
サービス事業者に
関する情報の提供
・高齢者総合相談窓
口及び認知症コー
ルセンターについ
て、住民への周知
及び相談体制の更
なる充実
（29.5修正）

・介護サービス事業
者に関する情報や
相談窓口の利用に
より、家庭における
介護負担が軽減さ
れている。

高齢者福祉
課

46
県民への男女共同参画・女
性問題に関する啓発・広報

　平成26年度からは人権映
画のテレビ放映に替わって、
人権の取組を紹介する人権
ミニ番組を制作しテレビ放映
を行っている。また、29年度
からは大型映画施設で上映
前に放映するスポットコマー
シャルを制作放映している。　
今後も媒体の特徴を活かし
た、より効果的な提供を行っ
ていく必要がある。

これまでもホームページの充
実等に努めてきたことから、
H29年度のアクセス数はH25
年度の2.2倍となった。また、
平成29年度から季刊誌「ここ
るんだより」を発行している。
個別の人権課題に合った「コ
ラム」等の執筆者を選定する
等紙面づくりに工夫が必要で
ある。

テレビ・ラジオによるス
ポットコマーシャルや新聞
広告、啓発冊子等による
啓発を実施。

【人権啓発研修事業　マ
スメディア等活用啓発事
業】
引続き県民啓発に取り組
むとともに、より効果的な
啓発を検討・実施してい
く。

【人権啓発研修事業－人
権啓発センター情報発信
事業】
引き続き、季刊誌やＨＰ、
新聞広告等、さまざまな
媒体を利用し、県民の人
権意識の普及高揚を図
る。人権啓発シリーズ新
聞掲載事業】

　５年間で２回以上
は「女性」をテーマ
にマスメデイアを通
じた啓発を行う。

　「ここるんだより」
で５年間に各人権
課題を１回以上特
集する。
　ホームページの
アクセス数を
124,000件（平成29
年度実績の約1.2
倍）以上にする。

（高知県人権施策
基本方針ー第2次
改定版ーでのR５
の目標）

（県民の）「女性の
人権問題」に対す
る正しい理解と認
識が高まる。

人権課

47

②
学
び
の
場
で
の
男
女
共
同
参
画
教
育
の
推
進

◆子どものころから男女の平等
意識を育んでいくため、学校など
での男女平等を基本とした教育
を充実させます。

男女平等や女性の人権に関
する教育の充実

道徳の授業公開率
（H27年度）
　小学校　１００％　
　中学校　９９．１％

・道徳教育研究協議会4
会場
・道徳教育重点推進校10
校
・道徳推進リーダー14名

異性の尊重など道徳教育
を推進するため、核となる
学校をつくるとともに、道
徳教育を推進するリー
ダーを育成して成果を普
及させる。

道徳科研究指定校
を核として地域を巻
き込んでの道徳教
育を推進する。

道徳教育の専門性
を備えたリーダー教
員を育成を育成す
る（１５名）

・家庭版道徳教育
ハンドブックを改訂
し、保護者や地域
を巻き込んでの道
徳教育を推進す
る。
・道徳の教科化に
向けて趣旨の周知
及び徹底を図る。
・道徳教育の専門
性を備えたリー
ダー教員を育成す
る（12名）。

・「特別の教科　
道徳」の趣旨の
周知及び指導
方法の研究等を
行う協議会を実
施する。
・「特別の教科　
道徳」の指導方
法や評価の研
究等を行う小・
中学校を指定
し、実践研究の
成果を普及す
る。
・市町村が主体
となって道徳教
育を推進し、「家
庭で取り組む　
高知の道徳」改
訂版の活用や
道徳授業の公
開を積極的に行
うことにより、学
校・家庭・地域ぐ
るみの道徳教育
を活性化させ、
児童生徒の道
徳性を高める。

・「特別の教科　道
徳」の実施に向け、
学校・家庭・地域が
連携した道徳教育
の充実を図ること
により、児童生徒
の道徳性が養われ
る。

・全学級における
道徳の授業の公開
率
　小学校：１００％
　中学校：１００％

各学校で道徳教育
が一層充実し、小
中学生の自尊感情
や異性尊重の意識
が高まる。

小中学校課

１
意
識
を
変
え
る

(

１

）
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

①
家
庭
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆家庭における固定的な男
女の役割分担意識を改める
よう促し、子どものころからの
男女共同参画の理解を促進

します。

◆さまざまな学習機会の提供
や男性を対象にした広報や
意識啓発により、男性の家
事・育児・介護の分担を促し

ます。

　　　　マスメディア（テレビ、新聞等）を通じた啓発
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

48
高 等学校課
人権教育課

49
特別支援教
育課

50
人権教育・
児童生徒課

51
男女平等や女性の人権に関
する小中学生向け教材の作
成

学校の人権教育では、県民
に身近な10の人権課題の1
つとして「女性の人権」を取り
扱っているが、新たな教材や
実践事例の開発ができてい
ない現状がある。

県民に身近な10の人権課
題について、人権教育全
体計画・年間指導計画に
位置付けて取り組むよう、
人権教育主任連絡協議
会等で指導してきた。

新たに追加された3つの
人権課題を含む県民に身
近な10の人権課題につい
て、各学校の人権教育全
体計画・年間指導計画に
位置付けて取り組むよう、
人権教育主任連絡協議
会や校内研修等の場で働
きかける。併せて、学習内
容の充実に向けて、学習
展開例の紹介や資料の
紹介を行う。

本年度から２年間を
かけて、「Let's feel 
じんけん」の改訂作
業を行うこととしてお
り、そのなかで、男
女共同参画の視点
での小中学校で活
用できる実践事例を
作成し、具体的な活
用について周知を
図る。

男女平等の理念を
推進する教育・学
習の一層の充実が
図られ、児童生徒
の人権感覚が向上
する。

小中学校課

52
特別支援教
育課

53
男女平等や女性の人権に関
する小・中・高校生向け教材
の作成

学校の人権教育では、県民
に身近な人権課題の1つとし
て「女性の人権」を取り扱っ
ているが、新たな教材や実
践事例の開発ができていな
い現状がある。

県民に身近な人権課題に
ついて、人権教育全体計
画・年間指導計画に位置
付けて取り組むよう、人権
教育主任連絡協議会等で
指導してきた。

新たに追加された3つの
人権課題を含む県民に身
近な人権課題について、
各学校の人権教育全体
計画・年間指導計画に位
置付けて取り組むよう、人
権教育主任連絡協議会
や校内研修等の場で働き
かける。併せて、学習内
容の充実に向けて、学習
展開例や資料の紹介を行
う。

本年度から２年間を
かけて、「Let's feel 
じんけん」の改訂作
業を行うこととしてお
り、そのなかで、男
女共同参画の視点
での小中学校で活
用できる実践事例を
作成し、具体的な活
用について周知を
図る。

「Let's feel じん
けん　平成30年
改訂版」を配付
し、そのなかで、
男女共同参画
の視点での高等
学校で活用でき
る実践事例を作
成し、具体的な
活用について周
知を図る。

「Let's feel じ
んけん　令和
３年改訂版」
の改訂作業に
向けて、男女
共同参画の視
点での小中学
校で活用でき
る実践事例を
作成する。

男女共同参画の視
点での各学校種で
活用できる実践事
例を作成し、学習
内容の充実を図
る。

男女平等の理念を
推進する教育・学
習の一層の充実が
図られ、児童生徒
の人権男女共同参
画や女性の人権に
対する人権意識が
向上する。が向上
する。

人権教育・
児童生徒課

１
意
識
を
変
え
る

(

１

）
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

②
学
び
の
場
で
の
男
女
共
同
参
画
教
育
の
推
進

◆子どものころから男女の平等
意識を育んでいくため、学校など
での男女平等を基本とした教育
を充実させます。

男女平等や女性の人権に関
する教育の充実

学校の人権教育では、県民
に身近な人権課題の1つとし
て「女性の人権」を取り扱っ

ており、年間指導計画に位置
付けて取り組んでいる。

県民に身近な人権課題に
ついて、人権教育全体計
画・年間指導計画に位置
付けて取り組むよう、人権
教育主任連絡協議会等で
指導してきた。

新たに追加された人権課
題を含む県民に身近な人
権課題について、各学校
の人権教育全体計画・年
間指導計画に位置付けて
取り組むよう、人権教育主
任連絡協議会や校内研
修等の場で働きかける。
併せて、学習内容の充実
に向けて、学習展開例や
資料の紹介を行う。

小中学校及び県立
人権教育主任連絡
協議会や研修会を
開催し、女性の人権
を含めた人権教育
をすべての学校で
充実させていくため
に、年間指導計画
の確認と指導を行
う。併せて、学習内
容の充実に向けて、
学習展開例や資料
の紹介を行う。

公立小・中・高・特
別支援学校の人権
教育年間指導計画
の整備率が100％
となる。
「犯罪被害者等」の
人権課題を除く県
民に身近な人権課
題の位置付けを
100％とする。

男女平等の理念を
推進する教育・学
習の一層の充実が
図られ、児童生徒
の人権意識が向上
する。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

54 小中学校課

55
高 等学校課
人権教育課

56
特別支援教
育課

57
人権教育・
児童生徒課

58
職域拡大を含めた個性と能
力に応じた進路指導の充実

・キャリア教育全体計画作成
率：小・中学校１００％
・キャリア教育年間指導計画
作成率：小学校（９７．４％）
中学校（９８．１％）

・各公立小・中高等学校に
おいて、キャリア教育を実
践している。

小中高の系統的なキャリ
ア教育の実践

小中学校キャリア充
実プランを新たに設
け、キャリア教育の
充実を図る。
・キャリアシートの開
発・作成
・キャリア教育地区
別指導者養成研修
の実施

・新学習指導要領
におけるキャリア
教育の趣旨の周知
及び徹底
・キャリアシートの
普及及び活用促進

・中学生のため
のキャリア教育
副読本「みらい
スイッチ」の改
訂・配付

・キャリアシート
活用事例のシス
テム配信

教員のキャリア教
育の指導力が向上
し、児童生徒の
キャリア発達が促
されている。
・キャリアシートの
活用率
小中学校：90％以
上
・キャリア教育に関
する校内研修の実
施
小学校：80％以上
中学校：70%以上

キャリア教育の年
間指導計画に基づ
く充実した取組が
実施される。

小中学校課

59
職域拡大を含めた個性と能
力に応じた進路指導の充実

○生徒が主体的に進路を選
択する能力・態度を身に付け
ることができるような進路指
導体制の充実を図る。

○卒業時に進路が決まって
いない生徒、アルバイトや
パートなど非正規雇用に付く
生徒がいる。

○できる限り早い段階か
ら将来について意識させ
るため、また生徒に必要と
される情報収集ができる
取組を行う。
○大学や企業への見学
会、オープンキャンパスや
インターンシップなどへの
積極的な参加を促す。

○生徒が主体的に進路実
現ができるよう、キャリア
教育の一層の充実
○支援が必要な生徒に対
し、関係機関との連携な
どきめ細かな進路指導の
充実

○生徒の進路意識
を高めるための取
組強化
○すべての生徒の
進路実現

○生徒の進路意識
の向上
○卒業時進路が決
定していない生徒　
5.5%（H30年度卒）
→　3%以下

高等学校課

公立学校における男女混合
名簿導入の推進

公立学校における男女混合
名簿（出席簿）実施率
　小学校  61.2%
　中学校  54.7%
　高等学校  77.8%
　特別支援学校  100%

人権教育主任連絡協議
会や指導事務担当者会
等を通じて、男女混合名
簿の意義や実施率につい
て周知を図った。

公立学校における男女混
合名簿の実施状況調査を
3年ごとに行い、結果を公
表する。
実施していない市町村
に、混合名簿の意義を伝
え、今後の実施に向けて
支援を行う。

男女混合名簿
の実施状況調
査及び結果の
公表

実施していな
い市町村に、
混合名簿の意
義を伝え、今
後の実施に向
けて支援を行
う。

公立学校における
男女混合名簿の実
施率を100％にす
る。

男女混合名簿の意
義を理解し、男女
混合名簿を実施す
ることによって、男
女平等意識が向上
する。

１
意
識
を
変
え
る

(

１

）
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

②
学
び
の
場
で
の
男
女
共
同
参
画
教
育
の
推
進

◆子どものころから男女の平等
意識を育んでいくため、学校など
での男女平等を基本とした教育

を充実させます。 キャリア教育の充実
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

60
職域拡大を含めた個性と能
力に応じた進路指導の充実

　特別支援学校の生徒の障
害の多様化により、進路希望
も多様化してきている。個々
の進路希望に沿った支援の
充実を図る必要がある。

【H２７年度卒業生の状況】
・特別支援学校卒業生（専攻
科除く）の就職率27.7％

・県立特別支援学校の就職
希望者の就職率　81.6%

・県立知的障害特別支援学
校の就職率32.8％（平成26
年卒業生全国平均31.1％）

・平成23年度から、就職
先や職場実習先の開拓
のため、就職アドバイザー
２名を配置。現在、県立特
別支援学校７校（知的障
害５校、視覚障害１校、病
弱1校）で活用し、進路指
導主事と連携して職場開
拓を行うなど、進路指導
の充実を図ってきた。

・障害保健福祉課との連
携により、「職業能力開発
情報交換会」を実施し、福
祉関係機関や労働機関
等と特別支援学校との連
携の強化を図ってきた。

・平成28年から、特別支
援学校技能検定に取り組
んでいる。
Ｈ２８･･･受検者28名
Ｈ２９･･･受検者50名
Ｈ３０・・・受検者50名

・就職アドバイザーを各県
立特別支援学校の生徒
のニーズや状況に合わせ
て活用できるようにし、障
害種に応じた職場開拓を
進める。

・外部専門家を活用し、特
別支援学校のキャリア教
育の充実を図る。

・特別支援学校技能検定
と障害者雇用促進セミ
ナー（高知労働局主催）の
同時開催や企業への技
能検定リーフレットの配布
等により、特別支援学校
生徒への理解を深める。

・特別支援学校の
就職希望者の就職
率１００％

・知的障害特別支
援学校における就
職率を全国水準以
上に維持する。

特別支援学校高等
部卒業生の希望す
る進路が保障され
ている。

特別支援教
育課

61
◆教職員等に対する男女共同参
画の意識啓発を進めます。

教職員等に対する男女共同
参画に関する研修の実施（再
掲）

学校の人権教育では、県民
に身近な人権課題の1つとし
て「女性の人権」を取り扱っ
ている。

人権教育セミナーにおい
て、「女性の人権」をテー
マにした研修内容を実施
してきた。
人権教育主任連絡協議
会で、法務局人権擁護委
員より、デートＤＶに関す
る情報提供を行った。

引き続き、人権教育セミ
ナーにおいて、「女性の人
権」をテーマにした研修を
実施する。
また、人権教育主任連絡
協議会等を通じて、各学
校における「女性の人権」
をテーマにした研修を実
施するよう働きかける。

人権教育セミナーに
おいて、女性の人権
をテーマとした研修
会を開催する。
教職員研修等にお
いて、男女共同参
画や女性の人権を
テーマにした内容を
組み込んでもらえる
よう、人権教育主任
連絡協議会等を通
じて働きかける。

教育センターとの
連携により人権教
育セミナーにおい
て、女性の人権を
テーマとした研修
会を開催する。
教職員研修等にお
いて、男女共同参
画や女性の人権を
テーマにした内容
を組み込んでもら
えるよう、人権教育
主任連絡協議会等
を通じて働きかけ
る。

人権教育主任
が管理職と連
携し、ＰＤＣＡ
サイクルを用
いて、年間指
導計画や校内
研修、人権学
習を適切に
コーディネート
できるように、
人権教育主任
のマネジメント
力を向上さ
せ、各校の取
組を充実す
る。(R2年度よ
り）

個別の人権課題に
関する校内研修及
び授業研究を、年
間計画に位置付
け、実施している
学校の割合を
100％とする。(R2
年度より）

教職員等の男女共
同参画や女性の人
権に対する人権意
識が向上する。

人権教育・
児童生徒課

62
子どもの発達段階に応じた性
に関する教育の実施

・27年度十代の人工妊娠中
絶実施率：7.6（女子千対）
人工妊娠中絶実施件数：120
件

･高校等で性に関する講
話を実施
・思春期ハンドブック配布
・性に関する専門講師派
遣事業

健全な心と体を維持する
ための教育を行う。
・思春期ハンドブック配布
・性の出前講話
・性に関する専門講師派
遣事業
・平成30年度、県立塩見
記念少年プラザ新館に移
転予定。移転の周知、ま
た、来所者（面接相談含
む）への機会を捉えたの
性情報の提供・相談、館
内関係団体との連携強化
を図る。

・性に関する専門講
師派遣事業
・性の出前講話実施
・思春期ハンドブック
配布・活用

・10代の人工妊娠
中絶件数・実施率：
減少

・児童生徒が十分
な性教育を受ける
機会を得て、適切
な保健行動がとれ
る若者が増えること
によって、望まない
妊娠が少なくなり、
１０代の人工妊娠
中絶件数が減少す
る。

健康対策課

１
意
識
を
変
え
る

(

２

）
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

②
学
び
の
場
で
の
男
女
共
同
参
画
教
育
の
推

就職アドバイザーの活用については、学校の希望に合わせて実施。

キャリア教育充実事業を活用し、外部専門家と連携を図る。

職業能力開発情報交換会等を活用する。

一般事業所　　22.6％

就労継続支援Ａ型　5.1％

就学継続支援Ｂ型･就労移

行等67.9％

進学　4.4％　　

移転周知 来所者への情報

提供・相談の強化
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

63
子どもの発達段階に応じた性
に関する教育の実施【再掲】

児童生徒の身体的、生理的
発達が早まっており、性に関
する意識や価値観が多様化
するとともに、児童生徒を取
り巻く家庭環境や社会環境も
大きく変化している。

・子どもの発達段階に応じ
た性教育の実施。

・性教育用教材の作成
○指導者用資料「いきい
き心と体の性教育」（改訂
版）を作成し、県内の公立
学校へ１冊ずつ配付
○「みんなで取り組もう!!
『性に関する教育』」と題し
た指導啓発用リーフレット
を全教職員及び学校医・
学校歯科医・学校薬剤師
に配付

各学校で、学習指導要領
に則り、児童生徒の発達
段階に応じた性に関する
教育を実施する。

学校の教育活動全体で組
織的・効果的に性に関す
る教育を実施できるよう取
組を推進する。

児童生徒の意識・行動変
容につながる｢性に関する
教育｣の普及を図る。

人間関係づくりを基盤とし
た性に関する教育を実施
する。

（R01.5追加）

・学校における「性
に関する教育」の
実施率の向上

・「性に関する指導
の年間計画」（学校
保健計画への位置
付けも含む）の作
成率の向上

・地域の課題に応
じた「性に関する指
導の推進計画」の
作成

心身の発育・発達
や健康について基
礎的な知識を確実
に身に付けた子ど
も、また性感染症
等の予防などに関
する基礎的な知識
を確実に身に付け
た子ども、生命の
尊重や自己及び他
者の個性を尊重
し、相手を思いやり
望ましい人間関係
を構築することがで
きる子ども、自分の
将来の夢を実現す
るための自己選択
ができる子どもを育
成する。

保健体育課

64
◆性に対する正しい知識と異性
に対する研修の実施（再掲）

高知県思春期相談セン
ター「PRINK」における性に
関する相談・啓発の実施

・27年度十代の人工妊娠中
絶実施率：7.6（女子千対）
人工妊娠中絶実施件数：120
件

・電話、面接、メール相談
実施

・電話、面接、メール相談
実施
・思春期相談センター広
報用カードの配布
・思春期相談センター
PRINKの相談事業 。移転
の周知、また、来所者（面
接相談含む）への機会を
捉えたの性情報の提供・
相談、館内関係団体との
連携強化を図る。

・電話、面接、メー
ル相談実施(メール
相談はH30.5まで）
・思春期相談セン
ター広報用カードの
配布
・ホームページでの
情報発信（H28.9追
記）

・10代の人工妊娠
中絶件数・実施率：
減少

・児童生徒が十分
な性教育を受ける
機会を得て、適切
な保健行動がとれ
る若者が増えること
によって、望まない
妊娠が少なくなり、
１０代の人工妊娠
中絶件数が減少す
る。

健康対策課

65
◆学校行事やＰＴＡ活動などにお
いて男女がともに子どもにかか
われる取り組みを進めます。

ＰＴＡ活動への男女共同参画
の促進

高知県小中・高等学校PTA
連合会の役員に占める女性
の割合
　Ｈ２７年度
　　　　８．３％（36人中３人）

・高知県ＰＴＡ研究大会の
開催
・ＰＴＡ・教育行政研修会
で家庭でのルールづくり
の促進

男女ともに研修会、学校
行事等のＰＴＡ活動へ積
極的に参加するよう働き
かける。
(H28.9月追加）

ＰＴＡ活動など男女
がともに子どもに関
われる取組を進め
ます。
・高知県ＰＴＡ研究
大会の実施
・ＰＴＡ・教育行政研
修会の実施

高知県小中・高等学
校PTA連合会の役
員に占める女性の
割合

８．３％（35人中4
人）

高知県小中・高等
学校PTA連合会の
役員に占める女性
の割合
　　H29年度
　　１６．２％　
　　（37人中6人）

高知県小中・高等
学 校 PTA 連 合 会
の役員 に占める
女性の割合
　H30年度
　25％
　（36人中9人）

高知県小中・
高等学校PTA
連合会の役員
に占める女性
の割合
　R元年度
　14％

（ 36 人 中 ５
人）

高知県小中高等学
校PTA連合会役員
に占める男女比５：
５

子どもたちの教育
課題の解決のため
に、ＰＴＡ活動等に
男女が積極的に参
画し、主体的なＰＴ
Ａ活動が推進され
ている。

生涯学習課

66

民間企業等におけるワーク・
ライフ・バランスの推進（高知
家の出会い・結婚・子育て応
援団の創設・取り組み支援）

高知家の出会い・結婚・子育
て応援団の登録数 256団体
（H29.3.31）

○少子化対策推進県民
会議を中心とした官民協
働の県民運動へと展開
・高知家「出会い・結婚・
子育て応援」フォーラム開
催
○「高知家の出会い・結
婚・子育て応援団」を創設
し、官民協働でライフス
テージに応じた取組みを
推進
 ・毎月の取組依頼で応援
団の取組を推進

■少子化対策推進県民
会議を中心とした官民協
働の県民運動へと展開
■「高知家の出会い・結
婚・子育て応援団」を創設
し、官民協働でライフス
テージに応じた取組みを
推進
 ・定期的な取組依頼で応
援団の取組を推進

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加　
Ｒ２　1,100団体
育児休暇・育児休
業取得促進宣言賛
同数の増加　795
団体）

民間企業等におけ
るワーク・ライフ・バ
ランスの推進企業
をはじめ、社会全
体で子育てにやさ
しい環境づくりが進
む

少子対策課

る
推
進

◆性に対する正しい知識と異性
に対する研修の実施（再掲）
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◆民間企業等におけるワーク・ラ
イフ・バランスを推進するため、
官民共同による職場風土の醸成
を進めます。

◆男女平等の視点に立った研修
等により、職場からの意識啓発
を促します。

少子化対策推進県民会議（総会・４部会）の開催

官民協働でライフステージに応じた取組みを推進

○少子化対策推進県民会議を中心とした官民協働の県民運動へと展開

○「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」の推進

少子化対策推進県民会議（総会・４部会）の開催

官民協働でライフステージに応じた取組みを推進

○少子化対策推進県民会議を中心とした官民協働の県民運動へと展開

○「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」の推進

性に関する教育の実施状況調査の実施

WYSH教育全国研

修会（性教育に関

する指導者研修

会）に現場の教員

を派遣（H29.9変

学校保健推進研修会の開催

（養護教諭悉皆研修）

・中芸広域連合に『いのちの教育推進事業』を委託し、

性に関する指導の取組の充実を図るとともに、各地域

の課題解決に向けた地域連携体制を構築する

・「いきいき心と体の性教育」の改訂

移転周知 来所者への情報

提供・相談の強化

13



【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

67
経済団体等と連携した女性の
登用・継続就業の促進（女性
登用等促進事業）

・セミナー等の実施により、女
性の活躍に関する意識の醸
成は進みつつある。

・中小企業での意識が遅れ
気味、管理職や働く女性双
方の意識が不十分。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・経営層、管理職層など、
幅広い層への啓発

・女性が働きやすい職場
づくりに向けたニーズ調査

・ワークライフバランスの
働きかけ

・女性がライフス
テージや希望に応
じて働き続けられて
いる。

県民生活・男
女共同参画
課

68
民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・イクボスなどをテーマに
したトップセミナー開催

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・女性活躍推進法に定め
る事業主行動計画の策定
に向けたアプローチ
（H30.5修正）

・民間主導による女
性の活躍推進の動
きが醸成されてい
る。

・女性が働きやす
い職場づくりが進ん
でいる。

県民生活・男
女共同参画
課

69
民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施

高知家の出会い・結婚・子育
て応援団の登録数 256団体
（H29.3.31）

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・期間、ターゲットを絞っ
たキャンペーンの実施
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ワイフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介や表彰等）

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ワイフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介等）

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加　
Ｒ２　1,100団体
育児休暇・育児休
業取得促進宣言賛
同数の増加　795
団体）

民間企業等におけ
るワーク・ライフ・バ
ランスの推進企業
をはじめ、社会全
体で子育てにやさ
しい環境づくりが進
む

少子対策課

70
イクボスの県内普及による意
識啓発

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・イクボスなどをテーマに
したトップセミナー開催

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・民間企業等での
女性の登用やワー
クライフバランスの
推進の機運が醸成
されている。

県民生活・男
女共同参画
課

71
次世代育成支援企業認証制
度の広報・普及促進

・一般事業主行動計画策定
届出件数：427件（平成28年3
月末）
高知県次世代育成支援企業　
148社（平成27年3月末）

・2,142件以上、企業を訪
問し、次世代育成支援企
業認証制度の広報を実施
（一般事業主行動計画を
含む）

・認証制度の普及

・関係法令の改正に対す
る企業への周知

・訪問企業の拡充に
伴う認証企業の増
加

名称を「高知県
ワークライフバラン
ス推進企業認証制
度」に変更

「次世代育成支
援部門」「女性
の活躍推進部
門」など５部門を
設ける。

・「高知家」健
康経営宣言企
業や育児休
暇・育児休業
取得促進宣言
企業を中心に
訪問
・認証更新の
事務手続きの
簡素化

認証企業数：400社

・認証制度の普及　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・訪問企業の拡充
に伴う認証企業の
増加

雇用労働政
策課

啓
発

◆ハラスメントのない、男女とも
に働きやすい職場づくりに向けた
意識啓発を行います。
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◆民間企業等におけるワーク・ラ
イフ・バランスを推進するため、
官民共同による職場風土の醸成
を進めます。

◆男女平等の視点に立った研修
等により、職場からの意識啓発
を促します。

◆ハラスメントのない、男女とも
に働きやすい職場づくりに向けた
意識啓発を行います。

フォーラムの開催、各種広報手段を活用した広報・啓発

策定支援 関係機関へつなぐ

キャンペーンの実施、フォーラムの開催、各種広報手段を活用した広報・啓発

○子育て等を応援する機運の醸成
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

72

商工会議所・商工会、農業共
同組合、漁業共同組合などの
団体組織を通じた男女共同
参画についての啓発促進

商工会議所・商工会におい
ては、商工会女性部・商工会
議所女性部として組織が別
立てとなっており、基本的に
本体商工会・商工会議所の
役員への女性の参加は、女
性部の会長他若干名となっ
ている。

商工会議所・商工会の各
女性部の活動がより活性
化するよう支援してきた。

小規模事業経営支援事
業等における女性部活動
への支援

小規模事業経営支
援事業等における
女性部活動への支
援

商工会・商工会議
所の組織運営に積
極的に参画

経営支援課

73

商工会議所・商工会、農業協
同組合漁業協同組合などの
団体組織を通じた男女共同
参画についての啓発促進

15農協の役員総数数321人
のうち女性役員総数31人

15農協の正組合員数61,439
人のうち女性正組合員数
18,571人

ＪＡグループが策定した、
女性部の活性化方策と農
協の支援策を一体化した
「ＪＡ女性部活性化プラン」
の取組について、支援し
た。

ＪＡグループが策定した、
女性部の活性化方策と農
協の支援策を一体化した
「ＪＡ女性部活性化プラン」
の取組について、支援を
継続する。

JA大会（H30
年度）で決議
された取り組
み（女性組織
とＪＡの連携、
目的別組織の
設置、次代の
女性活動を担
う層との関係
作りに向けた
講座やイベン
トの開催、
ニーズの把
握）について、
ヒアリング等
を通じて取組
状況を把握
し、指導を行
う。

①総合的な監督指
針における目標値
・平成32年度まで
に女性役員の登用
されていない組織
を0にする
・役員に占める女
性の割合を早期に
10%
・令和２年度までに
15%
②JA大会で定めら
れた目標値
・正組合員に占め
る女性の割合が
35％以上

農業経営において
大きな役割を担っ
ている女性が積極
的に農協経営に参
画することにより、
より組合員の生活
と営農に資する農
協となることを目指
す。
農協において、中
核的な組合員組織
である女性部への
加入促進を図り、
活動を活性化させ
ることで、農協の事
業、・組織基盤強化
へとつなげていく。

協同組合指
導課

74

75

76
企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）

　平成29年度実績としては、
のべ271回実施中、「女性」に
関する研修は９回であった。
　今後は、「女性」に関する研
修の内容を更に充実させて
いくことが必要である。

企業・民間団体研修や一
般県民が対象となる研修
に登録講師や外部講師の
派遣を実施。

【講師派遣事業】
今後も幅広い人権に関す
る研修需要に対応できる
よう講師を予め確保・登録
し、必要に応じて派遣を
行っていく必要がある。

　参加者の「今後
の生活や仕事に生
かせる内容であっ
た」の割合を85％
以上にする。

（高知県人権施策
基本方針ー第2次
改定版ーでのR５
の目標）

　　（県民の）「女性
の人権問題」に対
する正しい理解と
認識が高まる。

人権課

77
企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）

・働く場での男女間格差やハ
ラスメントの発生

「出前講座」
各種団体等の依頼に応
じ、サポーター講師やソー
レ職員等が講師として、
ハラスメント等に関する講
座を実施

「出前講座」の実施
出前講座の実施数
の確保

ニーズに応じた講
座の内容の充実

ソーレ

78
企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）

・働く人に占める女性割合
46.7％
・6歳未満の子がいる子育て
世帯の割合　55.5％
・女性の働きやすさに関する
意識働きやすいと思っていな
いが過半数　55％

○子育て出前講座　
　3回実施（７╱30 11╱14  
12╱17）
　25名参加（男性４名含
む）

■子育て出前講座
子育て出前講座
年間4ヶ所以上で
開催(R2.5修正 )

社会全体で子育て
にやさしい環境づく
り

児童家庭課
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◆民間企業等におけるワー
ク・ライフ・バランスを推進す
るため、官民協働による職場
風土の醸成を進めます。

◆男女平等の視点に立った
研修等により、職場からの意
識啓発を促します。

◆ハラスメントのない、男女と
もに働きやすい職場づくりに
向けた意識啓発を行います。

商工会議所・商工会、農業協
同組合漁業協同組合などの
団体組織を通じた男女共同
参画についての啓発促進

・漁業協同組合（沿海地区出
資）の正組合員に占める女
性の割合（10.６％）

・漁協女性部の育成と活
動支援

女性組合員の加入の啓
発に取り組む。

女性組合員の加入
の啓発に取り組む。

・運営方針決定過
程での女性の参画
の拡大

・女性が意欲を持っ
て地域の水産業発
展のために働くこと
のできる環境づくり

水産政策課

企業・団体の職員に対し、子育てに関する講座を随時実施

○子育て出前講

　　　　　人権啓発センター講師による人権研修の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

79
県職員等へのハラスメント防
止のための研修・啓発の実施

アンケート調査において、ハ
ラスメントの実態があるという
意見があった。

管理職向け及び一般職員
向け研修の実施。

研修の継続
ぎょうかん通信等を通じた
職員への情報発信

ハラスメント対策研
修の実施

ハラスメントの防止
を図るとともに、職
員が相談しやすい
環境づくりを進め
る。

職員のハラスメント
に関する知識や意
識が向上すること。

行政管理課

80
県職員等へのハラスメント防
止のための研修・啓発の実施

児童生徒の生命に係る、いじ
めや虐待への対応等に重点
を置いたものとなり、人権に
ついて広くとらえた研修と
なっている。

教頭研修において、セク
シャル・ハラスメントを含
むハラスメント防止につい
ての研修を実施

教頭研修において、人権
教育研修（人権が大切に
される学校づくり）として実
施

教頭研修において、
人権教育研修（人権
が大切にされる学
校づくり）として研修
を実施

学校を、すべての
教職員が組織の一
員として尊重されつ
つ協働していく組織
（チーム学校）とし
たうえで、人権感覚
を磨き、子どもたち
の教育にあたる。

教育センター

81
県職員等へのハラスメント防
止のための研修・啓発の実施

・ハラスメント相談員の指定
・「女性警察職員活躍等の推
進のための行動計画」にお
ける取組として、ハラスメント
に対する意識啓発の実施

・ハラスメント防止対策関
係文書の発出
・ハラスメント相談員を指
定し、部外講師を招いて
研修会を開催
・警察学校において、新
採・入校生に対する教養
の実施

・ハラスメント相談員に対
する研修会
・警察学校における、新
採・入校生に対する教養
・ハラスメントのない働き
やすい職場環境づくり
・ハラスメント等の相談に
対応するサポートメール
制度の活用

・ハラスメント相談員
に対する研修会
・警察学校におけ
る、新採・入校生に
対する教養の実施
・ハラスメントのない
働きやすい職場環
境づくり
・ハラスメント等の相
談に対応するサ
ポートメール制度の
活用

ハラスメント教養等
の実施により、ハラ
スメントを防止する
とともに、サポート
メール制度等を活
用した相談体制の
確立

ハラスメントに対す
る意識啓発及びハ
ラスメントのない働
きやすい職場づくり

警務課

82
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進

・男女間の賃金格差（きまっ
て支給する現金給与額：男
性を１００とした場合の賃金
の割合）　７４．７％

・募集・採用における均等
な取扱いについての事業
主に対する啓発
・男女雇用均等法をふま
えた女性の職域拡大に対
する事業主への啓発
・労働相談の充実
・男女の均等な処遇に向
けた企業の取り組みの奨
励・支援
・企業への男女雇用機会
均等法周知を目的とする
セミナー開催
・国等の助成金制度を企
業へ広報

・ワーク・ライフ・バランス
推進セミナー、啓発パンフ
レットの配布や課のホー
ムページなどを通じた啓
発

セミナー開催や訪問
による企業への啓
発や課のホーム
ページなどを通じた
啓発を行う。

セミナー開催や訪
問による企業への
啓発や課のホーム
ページなどを通じ
た啓発を行う。

セミナー開催や
訪問による企業
への啓発や課
のホームページ
などを通じた啓
発を行う。

セミナー開催
や訪問による
企業への啓発
や課のホーム
ページなどを
通じた啓発を
行う。

雇用労働政
策課

83
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進

○女性の理想的な働き方実
現に必要なこと（H26 県民意
識調査）

・家庭や地域では
男性の家事・育児等への参
加が第1位
・職場では仕事と家庭の両立
への職場の理解が第1位

○核家族化の進行や働き方
の多様化による子育てへの
不安感・負担感の増大

○高知家の出会い・結婚・子
育て応援団の登録数 256団
体（H29.3.31）

○プレマnet
　父親の育児参加へのア
ドバイス等をメルマガで配
信
○子育て応援広報紙
　「大きくなあれ」
　父親の育児参加をテー
マにした特集記事の掲載
○子育て出前講座　
　3回実施
（７╱30 11╱14  12╱17）
　25名参加（男性４名含
む）

○子育て等を応援する機
運の醸成
・高知家「出会い・結婚・
子育て応援」フォーラムの
開催
・好事例企業表彰

■各種広報手段を活用し
男性の育児参加を促す情
報の提供など
　　・出産・子育て応援
　　　サイト
　　　「こうちプレマnet」
　　・子育て応援情報紙
　　　「大きくなあれ」
■子育て出前講座

■子育て等を応援する機
運の醸成
・少子化対策推進県民会
議と連携した取り組みの
充実（子育て支援やワー
ク・ライフ・バランスの推進
などの好事例の取組紹介
等）

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加
H31　770団体）
　（H29.3修正）

働きながら子育てし
やすい環境づくり

児童家庭課
少子対策課

１
意
識
を
変
え
る

(

２

）
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

③
働
く
場
で
の
意
識
啓
発

◆民間企業等におけるワーク・ラ
イフ・バランスを推進するため、
官民共同による職場風土の醸成
を進めます。

◆男女平等の視点に立った研修
等により、職場からの意識啓発
を促します。

◆ハラスメントのない、男女とも
に働きやすい職場づくりに向けた
意識啓発を行います。

少子化対策推進県民会議と連携した取り組みの充実（子育て支援やワーク・ライフ・バラ

ンスの推進などの好事例の取組紹介等）

企業・団体の職員に対し、子育てに関する講座を随時開催

○子育て出前講座

○子育て等を応援する機運の醸成

子育て支援のための情報を随時発信　市町村による取組情報も反映

年間4回　4万部発行H29年度末で廃止

○プレマnet

○「大きくなあれ」　 ▸プレマnet改修　情報内容の充実
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

84
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・ワークライフバランスの
働きかけ

女性活躍推進法に
規定する事業主行
動計画策定企業数
（101人以上300人
以下）：50社

・民間企業等での
女性の登用やワー
クライフバランスの
推進の機運が醸成
されている。

県民生活・男
女共同参画
課

85
労働関係法令等の広報・啓
発・周知

企業への男女雇用機会
均等法周知やセクハラ防
止などを目的にセミナーを
実施

企業への男女雇用機会
均等法周知やセクハラ防
止などを目的に、労働局
と連携し、セミナーを継続
実施

セミナー開催や訪問
による企業への啓
発や課のホーム
ページなどを通じた
啓発を行う。

セミナー開催や訪
問による企業への
啓発や課のホーム
ページなどを通じ
た啓発を行う。

セミナー開催や
訪問による企業
への啓発や課
のホームページ
などを通じた啓
発を行う。

セミナー開催
や訪問による
企業への啓発
や課のホーム
ページなどを
通じた啓発を
行う。

雇用労働政
策課

86
ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援

【高知県社会貢献活動支援
推進計画の取組の推進】
（高知県ボランティア・NPOセ
ンター）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ
経営塾、NPO経営研究会、Ｎ
ＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ＮＰＯフォーラム、ボラン
ティアガイダンス、地域づくり
仕掛け人市、ＮＰＯ会議室貸
出

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティ
ア・NPOセンター）
講座等の学習機会
の提供

第４次計画
策定

NPO、ボランティア
団体、地域の自治
会、スポーツ団体、
女性活動団体等の
育成

県民生活・男
女共同参画
課

87
NPO、ボランティア団体、地域
の自治会、スポーツ団体、女
性活動団体等の育成・支援

・福祉教育・ボランティア学習
実践講座の開催
・地域連携による福祉教育・
ボランティア学習ステップアッ
プ事業の実施
・ボランティアコーディネー
ション機能強化モデル事業
の実施
・ボランティアNPO通信「手を
つなごう」の発行（４，０００
部）

・福祉教育推進事業
・養成研修事業
・広報啓発事業

地域のボランティア活動
の活性化に大きな役割を
果たす市町村社協のボラ
ンティアセンター機能強化
を目指す。

・市町村社協のボラ
ンティアセンターの
機能強化を図る。
・地域でボランティア
学習の推進役とな
る人材を育成。

ボランティア活動に
参加する者の増

新たなボランティア
層の活動の促進

学校と地域が連携
した学習プログラム
を展開し、ボラン
ティアに対する興味
や人と人とのつな
がりの大切さを実
感できる。
地域ごとにボラン
ティア活動に参加し
やすい体制整備、
環境整備を図る。

地域福祉政
策課

88
NPO、ボランティア団体、地域
の自治会、スポーツ団体、女
性活動団体等の育成・支援

・成人のスポーツ実施率にお
いて女性は男性より低く、特
に20～40代が他の年代に比
べて低い。
・学校卒業後にスポーツ・運
動離れがみられる。

・各スポーツ団体等がそ
れぞれで大会や教室を開
催している。
・地域の課題やニーズに
応じたスポーツ機会の提
供

・地域のスポーツ大会や
特色あるスポーツ大会や
教室の開催への支援を行
う。(R01.5追加）

地域スポーツハブ展開事
業
・地域のニーズや課題に
基づいた、身近な教室や
気軽に参加できるスポー
ツイベントなど、スポーツ
実施のきっかけづくりとな
る取組の実施する。
・各種イベントを行う際に、
女性に焦点を当てた情報
発信を行う。（R02.5追加）

・検討委員会の開催
（※国の中間評価に
より平成28年度で
事業中止）

・検討委員会委員
長からの報告書提
出

・スポーツ教室・大
会の開催への支援

・地域スポーツハ
ブ展開事業にお
ける、女性に焦点
を当てた事業の開
催

特色あるスポーツ
大会や教室などの
取組が増加する

女性のスポーツ活
動が活性化する

スポーツ課

89
男女共同参画に関する県民
への研修の実施（出前講座
事業、公民館活動等）

・地域活動における男女共同
参画の遅れ

「出前講座」
各種団体等の依頼に応
じ、サポーター講師やソー
レ職員等が講師として、
男女共同参画に関する講
座を実施

「出前講座」の実施
出前講座の実施数
の確保

ニーズに応じた講
座の内容の充実

ソーレ

１
意
識
を
変
え
る

(

２

）
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

③
働
く
場
で
の
意
識
啓
発

◆民間企業等におけるワーク・ラ
イフ・バランスを推進するため、
官民共同による職場風土の醸成
を進めます。

◆男女平等の視点に立った研修
等により、職場からの意識啓発
を促します。

◆ハラスメントのない、男女とも
に働きやすい職場づくりに向けた
意識啓発を行います。

④
地
域
で
の
意
識
啓
発

◆男女が互いに地域を担え
るよう、地域での意識啓発を
進めます。

◆こうち男女共同参画セン
ター「ソーレ」において、地域
の男女共同参画社会づくりの
中核を担うリーダーや、男女
共同参画の視点を持った人
材の育成を図ります。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

90
男女共同参画に関する県民
への研修の実施（出前講座
事業、公民館活動等）

各市町村の公民館等で各種
講座・行事を実施

公民館活動の情報収集を
行い、研究大会等で実践
を発表
・高知県公民館研究大会

講習会等による意識の啓
発と各種事業の実施によ
る地域活動の推進

・公民館等地域での
活動の情報収集と
発信
・高知県公民館研究
大会等研修会の開
催

第39回全国公民館研究集
会高知県大会兼第40回中
国・四国地区公民館研究集
会高知大会

平成30年度高知県
公民館研究大会（中
央地区大会）

令和元年度高
知県公民館研
究 大 会 （ 香
美・香南地区
大会）

全ての市町村にお
いて各種講座・行
事を実施

男女ともに地域住
民として地域の活
動に積極的に参加
する。

生涯学習課

91

男女共同参画に関する情報
の提供（情報誌、ホームペー
ジ、メールマガジン等による
広報）

・地域活動における男女共同
参画の遅れ

広報誌（ソーレ・スコープ、
メルマガ）、各種講演会・
研修会の開催

広報誌作成や講演、研修
会の開催等啓発事業の
他、図書等利用PR事業を
実施。

広報事業量の確保
男女共同参画平等
意識の向上

ソーレ

92
市町村が行う男女共同参画
への意識啓発に対する支援

事例に応じ随時対応 事例に応じ随時対応 随時対応
女性の人権が尊重
された表現での意
識啓発

県民生活･男
女共同参画
課

93
市町村人権啓発担当者研修
の実施（再掲）

人権課、県人権啓発セン
ター、県教委人権教育課の３
者で市町村担当者への研修
会を年度当初に実施してい
る。現状は、行政説明が中心
だが、今後は、市町村担当
者のスキルアップにつながる
内容にしていくことが必要で
ある。

市町村人権啓発担当者を
対象とした、啓発手法の
修得、啓発企画力の向
上、担当者間のネットワー
クの形成を図るため県内
３ブロックで研修会を実
施。

【市町村人権啓発担当者
連絡協議会開催事業】
市町村担当者全員の出
席となっていない。ネット
ワーク作りなど連携を図る
ためにも、全市町村の参
加を促す。
業務の参考となるよう、県
内外から先進的な取組を
行っている事例を選定す
る。

ー

市町村の担当者
が、人権施策を推
進していくための知
識とスキルを身に
付けている。

人権課

94
企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）
（再掲）

「人権教育・啓発に関する基
本計画」では、企業において
は、個々の実情や方針に応
じて、自主的な啓発活動が
行われているとされており、
（公財）高知県人権啓発セン
ターにおいて、様々な場面へ
講師を派遣している。

企業・民間団体研修や一
般県民が対象となる研修
に登録講師や外部講師の
派遣を実施。

【講師派遣事業】
今後も幅広い人権に関す
る研修需要に対応できる
よう講師を予め確保・登録
し、必要に応じて派遣を
行っていく必要がある。

参加者の「今後の
生活や仕事に生か
せる内容であった」
の割合を8085％以
上にする。（高知県
人権施策基本方
針ー第2次改定
版ーでのR５の目
標）

　（県民の）「女性の
人権問題」に対す
る正しい理解と認
識が高まる。

人権課

95
企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）

・働く場での男女間格差やハ
ラスメントの発生

「出前講座」
各種団体等の依頼に応
じ、サポーター講師やソー
レ職員等が講師として、
ハラスメント等に関する講
座を実施

「出前講座」の実施
出前講座の実施数
の確保

ニーズに応じた講
座の内容の充実

ソーレ

96
企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）

・働く人に占める女性割合
46.7％
・6歳未満の子がいる子育て
世帯の割合　55.5％
・女性の働きやすさに関する
意識働きやすいと思っていな
いが過半数　55％

○子育て出前講座　
　3回実施（７╱30 、11╱
14、  12╱17）
　25名参加（男性４名含
む）

■子育て出前講座
子育て出前講座
年間4ヶ所以上で
開催(R2.5修正 )

社会全体で子育て
にやさしい環境づく
り

児童家庭課

１
意
識
を
変
え
る

(

２

）
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

④
地
域
で
の
意
識
啓
発

◆男女が互いに地域を担え
るよう、地域での意識啓発を
進めます。

◆こうち男女共同参画セン
ター「ソーレ」において、地域
の男女共同参画社会づくりの
中核を担うリーダーや、男女
共同参画の視点を持った人
材の育成を図ります。

企業・団体の職員に対し、子育てに関する講座を随時開催

○子育て出前講

　　　　　　　　　　　　市町村人権啓発担当者研修会の実施

　　　　　　人権啓発センター講師による人権研修の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

97
人権（女性）に対する講座・研
修会開催支援

　平成30年度現在、34市町
村（100％）に事業委託を行っ
ており、今後も継続して県内
全ての市町村で人権啓発の
ための取組が行われるよう
にしていく必要がある。

人権尊重思想の普及啓
発を図り、基本的人権の
擁護に資するため、住民
を対象とする講演会や研
修会などの啓発活動を市
町村に委託した。

【人権啓発活動市町村委
託事業】
引き続き実行していく。

ー

事業実施により、人
権尊重の社会づく
りや、自主的な人
権意識の向上がみ
られる。

人権課

98
人権（女性）に対する講座・研
修会開催支援

市町村における社会教育・人
権啓発では、「子どもの人
権」や「高齢者の人権」につ
いてのニーズが多く、「女性
の人権」について学習する機
会は少ない。

市町村人権教育・啓発担
当者連絡協議会で、法務
局人権擁護委員より、
デートＤＶに関する情報提
供を行った。

市町村における社会教
育・人権啓発のニーズを
把握し、それに応じた支
援を行うとともに、「女性
の人権」の重要性につい
ても周知を図る。

人権教育推進講座
支援事業を活用し、
効果的な研修方法
や研修内容の設定
の仕方などについ
ての支援を行うこと
で、参加者の理解を
広げ、指導者の育
成を図る。

人権教育推進講座
支援事業は終了し
たが、市町村から
の研修依頼には、
講師として対応す
る。

参加者の「今後の
生活や仕事に生か
せる内容であった」
の回答の割合を
80％以上にする。
(R2年度より）

各市町村におい
て、市町村事業担
当者による主体的
な研修が行われ
る。

人権教育・
児童生徒課

99
女性のチャレンジ・エンパワー
メント支援

・地域活動における男女共同
参画の遅れ

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・「女性リーダー養成講
座」の実施

・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・女性防災プロジェクトの
実施

人材育成プログラ
ム策定

人材育成プログ
ラム実施

キャリアアップや再
就職を目指す女性
の支援のため、講
座や研修を実施す
る。

女性リーダーの増
加による男女共同
参画社会の実現

ソーレ

100 女性リーダーの育成(再掲）
・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・女性防災プロジェクトの
実施

人材育成プログラ
ム策定

人材育成プログ
ラム実施

キャリアアップや再
就職を目指す女性
の支援のため、講
座や研修を実施す
る。

女性リーダーの増
加による男女共同
参画社会の実現

ソーレ

101
県の審議会等の委員への女
性の参画推進

県の審議会の委員の男女構
成　32.3% (H27.5.1)

・女性人材リストの各課室
への情報提供
・高知県男女共同参画推
進本部会などでの協力要
請

・女性人材リストの各課室
への情報提供
・高知県男女共同参画推
進本部会などでの協力要
請

・女性人材リストの
各課室への情報提
供
・高知県男女共同参
画推進本部会など
での協力要請

女性人材リストの
各課室への情報提
供や各種働きかけ
により女性０名の
審議会をゼロに。

県の審議会等の委
員の男女構成を均
衡にすることによ
り、女性の視点を
活かした政策の実
現

県民生活･男
女共同参画
課ほか審議
会等設置所
属

102 人材リストの整備と活用促進
県の審議会の委員の男女構
成　34.5％(H26.5.1)

・女性人材リストの各課室
への情報提供

・女性人材リストの各課室
への情報提供

・女性人材リストの
各課室への情報提
供

女性人材リストの
各課室への情報提
供や各種働きかけ
により女性０名の
審議会をゼロに。

県の審議会等の委
員の男女構成を均
衡にすることによ
り、女性の視点を
活かした政策の実
現

県民生活・男
女共同参画
課

1
　
意
識
を
変
え
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(

２

）
さ
ま
ざ
ま
な
場
で
の
意
識
を
変
え
る

④
地
域
で
の
意
識
啓
発

◆男女が互いに地域を担えるよ
う、地域での意識啓発を進めま
す。

◆こうち男女共同参画センター
「ソーレ」において、地域の男女
共同参画社会づくりの中核を担
うリーダーや、男女共同参画の
視点を持った人材の育成を図り
ます。

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

1

)

　
政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参

画
の
拡
大

①
行
政
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

◆県の審議会等の委員への女
性の参画を積極的に進めます。

　　　　　　市町村への事業委託による講演会や研修会等の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

103
◆県の審議会等の委員への女
性の参画を積極的に進めます。

女性リーダーの育成（再掲）
・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・「女性リーダー養成講
座」の実施

・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・女性防災プロジェクトの
実施

人材育成プログラ
ム策定

人材育成プログ
ラム実施

キャリアアップや再
就職を目指す女性
の支援のため、講
座や研修を実施す
る。

女性リーダーの増
加による男女共同
参画社会の実現

ソーレ

104
女性県職員の登用、活躍の
推進

・県職員に占める女性の割
合
　　女性職員数１，１３１人
　／職員数３，３９０人
　　＝３３．４％
　県職員（知事部局）の管理
　職員に占める女性の割合
　　女性管理職員数　３１人
　／管理職員数　２８３人
　＝１１．０％
   (R２.4.1)

・女性県職員の登用、活
用の推進

県職員の採用や管理職
員への登用について各人
の能力や実績に応じ、均
等な機会を提供する。

人事課

105
女性県職員の登用、活躍の
推進

　　県職員(教育委員会事務
局
　(派遣職員を含む）)に占め
る女性の割合
　　女性職員数117人
　　／職員数　261人
　　＝44.8％
　県職員(教育委員会事務
局)の管理職員に占める女性
の割合
　　女性管理職員数10人
　　／管理職員数　33人
　　＝30.3％
　(R2.4.1)

県職員の採用や管理職
員への登用について各人
の能力や実績に応じ、均
等な機会を提供する。

県職員の採用や管理職
員への登用について各人
の能力や実績に応じ、均
等な機会を提供する。

教育政策課

106
女性県職員の登用、活躍の
推進

○幹部への公正な登用を実
施
○意欲ある女性警察官の専
門分野への積極的配置

女性の職域を拡大すると
ともに、公正な昇任試験
制度により男女の別なく
幹部に登用

○女性に適正があると認
められるポストへの配置
に努め、公正な昇任試験
制度により男女の別なく
幹部に登用
○「高知県警察における
女性警察職員活躍等の
推進のための行動計画」
を見直し、H29.7月一部改
正
（H29.9追加）

引き続き女性に適
性があると認められ
るポストへの配置に
努め、公正な昇任
試験制度により男
女の別なく幹部に登
用

「女性警察職員活
躍等の推進のため
の行動計画」に基
づく女性警察官の
採用の拡大や登用
の拡大

女性の視点を一層
反映した警察運営

警務課

107
学校現場における女性教職
員の登用促進

管理職に占める女性教職員
の割合
→教員は、年々わずかでは
あるが増加傾向が続いてお
り、H22年からH27年の５年
間で2.2％増となっている。
→学校事務職員は、平成22
年度から平成27年度の５年
間で16.7%の増となっている。

校長登用については、平
成27年度実施より公募制
を廃止し、受審資格のあ
る者（意思確認のうえ希
望しない者を除く）全員を
任用候補者とすることで、
女性の任用候補者の拡
大につなげている。

校長登用については、現
状の選考方法で女性の登
用を促進する。教頭登用
については、女性を含め
優秀な人材が登用できる
ような制度の検討を行う。

教頭登用について、
優秀な人材が確保
できるような制度の
検討を行う。

教頭等任用候補者
選考審査制度の改
正を行い、新たな
制度のもとで、女
性管理職の増加に
つなげる。

管理職に占める女
性教員の割合２
２％を目指す。
学校事務職員につ
いては、均衡状態
を保つ。

意欲のある女性教
職員の教頭受審を
積極的に促すこと
で管理職に占める
女性教職員の割合
が増加する。

教職員・福利
課
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◆女性県職員や教職員の能力
開発を支援するとともに登用や
活躍、並びに職域の拡大を一層

進めます。

「高知県における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主

行動計画」に掲げる取組の推進

「高知県における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主

行動計画」に掲げる取組の推進

「高知県における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主

行動計画」に掲げる取組の推進

高知県警察における女性警察職員活躍等の推進の

ための行動計画に基づき推進

（H28.3策定、H30.7一部改正）
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

108
女性活躍推進法に基づく事業
主行動計画策定

【知事部局】
・管理職における女性職員の
割合　11.6％（H31.4.1）
・チーフ・班長職以上におけ
る女性職員の割合　23.9％
（H31.4.1）
・新規採用職員に占める女
性割合　40.8％（H31年度）
・男性職員の育児休業取得
率　9.3％（H30年度）
・配偶者が産前産後休暇中
に育児を行う男性職員に係
る休暇取得率　61.3％（H30
年度）

【公営企業局】
・管理職における女性職員の
割合　23.8％（H314.1）
・チーフ・班長職以上におけ
る女性職員の割合　52.0％
（H31.4.1）
・新規採用職員に占める女
性割合　39.6％（H31年度）
・男性職員の育児休業取得
率　9.1％（H30年度）

「高知県における女性職
員の活躍の推進に関する
特定事業主行動計画」の
策定・公表

・女性が活躍できる職場
であることの広報活動
・女性職員の管理職登用
に向けた、様々な職への
配置、ポスト職への積極
的な登用
・女性職員を対象とした
キャリア形成支援講座の
実施
・出産を控えている全ての
男女職員に対する管理職
員による面談の実施や、
管理職員を対象とした意
識改革・職場マネジメント
に関する研修など、仕事
と家庭の両立支援

【知事部局】
・管理職における女
性職員の割合　
10％以上
・チーフ・班長職以
上における女性職
員の割合　25％以
上
・新規採用職員に占
める女性割合　男女
の均衡を保つ
・男性職員の育児休
業取得率　希望する
職員全員の取得
・配偶者が産前産後
休暇中に育児を行う
男性職員に係る休
暇取得率　100％

【公営企業局】
・管理職における女
性職員の割合　
25％以上
・チーフ・班長職以
上における女性職
員の割合　45％以
上
・新規採用職員に占
める女性割合　男女
の均衡を保つ
・男性職員の育児休
業等のいずれかの
制度利用率　100％

人事課

108
女性活躍推進法に基づく事業
主行動計画策定

・教職員は、従前から女性の
採用割合が高い傾向にあ
る。

・平成26年度において、女性
教職員が育児休業を全員取
得しているのに対して、男性
教職員の育児休業取得率は
2.9％と低い状況である。ま
た、男性教職員の配偶者の
出産休暇及び育児のための
休暇についても取得率が低
い。

県立学校の教職員につい
ては、教職員子育てサ
ポートプランにより子育て
支援制度の活用を促進し
てきた。

・男性教職員の育児休業
や子どもが産まれた時の
配偶者の出産休暇等の
取得率が低いのは、制度
の認知度が低いことも、
要因の一つではないかと
思われるため、制度の周
知を行います。

・採用については、
仕事と子育てに励
む女性教職員の声
をパンフレットやHP
等で広報します。

・本人又は配偶者が
出産を控えている全
ての教職員に対し、
管理職による面談を
行い活躍促進や
キャリアプランに関
する助言を行いま
す。

・女性管理職の登用
を積極的に進めて
いきます。

・管理職に占める
女性の割合
（教員）→22％以上
にする。
（学校事務職員）→
均衡状態を保つ。

・女性教職員に占
める採用の割合→
均衡状態を保つ。

・男性教職員の配
偶者の出産休暇及
び育児のための休
暇取得率→（H27
～R元のプラン）
１日以上休暇を取
得（取得率100％）
（R2～R6のプラン）
あわせて5日以上
取得（取得率
100％）

一人一人の女性教
職員が個性と能力
を十分発揮できる
ような職場環境づく
りを目指す。

教職員・福利
課

２
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

1

)

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大

①
行
政
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

◆女性県職員や教職員の能力
開発を支援するとともに登用や
活躍、並びに職域の拡大を一層

進めます。

「高知県における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主

行動計画」に掲げる取組の推進
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

108

◆女性県職員や教職員の能力
開発を支援するとともに登用や
活躍、並びに職域の拡大を一層

進めます。

女性活躍推進法に基づく事業
主行動計画策定

｢女性警察職員活躍等の推
進のための行動計画」に設
定した数値目標の達成に向
けて、女性警察職員の採用・
登用拡大、全職員の意識改
革を図っている。

○女性警察官に期待する
仕事を紹介する採用募集
活動
○人材育成のための教養
機会の拡大
○長期入校を伴う教養の
負担を軽減する通学教養
○女性の意見を反映させ
た施設の整備

○女性警察職員の採用・
登用の拡大
○超過勤務の縮減
○年次有給休暇の取得
促進
○男性職員の配偶者出
産休暇等の取得促進
○ハラスメントの防止
○仕事や子育て、介護を
両立して活躍できるため
の環境整備
○「高知県警察における
女性警察職員活躍等の
推進のための行動計画」
を見直し、H29.7月一部改
正
（H29.9追加）

○女性警察職員の
採用・登用の拡大
○超過勤務の縮減
○年次有給休暇の
取得促進
○男性職員の配偶
者出産休暇等の取
得促進
○ハラスメントの防
止
○仕事や子育て、
介護を両立して活
躍できるための環境
整備

○警察官採用者に
占める女性の割合　
20％以上
○女性警察官に占
める巡査部長以上
の割合　35％以上
（H29.7変更）
○一般職員に占め
る女性の補佐級以
上の割合　40%以
上
○県警察学校にお
ける専科教養等の
入校生等に占める
女性警察職員の割
合　15％以上
○年間の年次有給
休暇取得日数　12
日以上
○男性警察職員の
配偶者出産休暇及
び育児参加休暇　
取得率100％・取得
日各２日以上

女性警察職員が生
き生きと安心して働
ける職場環境の構
築

警務課

109

男女共同参画に関する情報
の提供（情報誌、ホームペー
ジ、メールマガジン等による
広報）

・地域活動における男女共同
参画の遅れ

広報誌（ソーレ・スコープ、
メルマガ）、各種講演会・
研修会の開催

広報誌作成や講演、研修
会の開催等啓発事業の
他、図書等利用PR事業を
実施。

広報事業量の確保
男女共同参画平等
意識の向上

ソーレ

110
市町村人権啓発・人権教育
担当者研修の実施（再掲）

人権課、県人権啓発セン
ター、県教委人権教育課の３
者で市町村担当者への研修
会を年度当初に実施してい
る。現状は、行政説明が中心
だが、今後は、市町村担当
者のスキルアップにつながる
内容にしていくことが必要で
ある。

市町村人権啓発担当者を
対象とした、啓発手法の
修得、啓発企画力の向
上、担当者間のネットワー
クの形成を図るため県内
３ブロックで研修会を実
施。

【市町村人権啓発担当者
連絡協議会開催事業】
市町村担当者全員の出
席となっていない。ネット
ワーク作りなど連携を図る
ためにも、全市町村の参
加を促す。
業務の参考となるよう、県
内外から先進的な取組を
行っている事例を選定す
る。

ー

市町村の担当者
が、人権施策を推
進していくための知
識とスキルを身に
付けている。

人権課

111
市町村人権教育・啓発担当
者連絡協議会の実施（再掲）

市町村における社会教育・人
権啓発では、「子どもの人
権」や「高齢者の人権」につ
いてのニーズが多く、「女性
の人権」について学習する機
会は少ない。

市町村人権教育・啓発担
当者連絡協議会で、法務
局人権擁護委員より、
デートＤＶに関する情報提
供を行った。

市町村における社会教
育・人権啓発のニーズを
把握し、それに応じた支
援を行うとともに、「女性
の人権」の重要性につい
ても周知を図る。

各市町村の人権教
育・啓発に関する取
組において、男女共
同参画や女性の人
権をテーマにした内
容を組み込んでもら
えるよう、市町村担
当者会等を通じて
働きかける。

各市町村におい
て、市町村事業担
当者による主体的
な研修が行われ
る。

人権教育・
児童生徒課

２
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

1

)

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大

①
行
政
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

◆市町村における政策・方針決
定過程への女性の参画が進む

よう支援します。

高知県警察における女性警察職員活躍等の推進のた

めの行動計画に基づき推進

（H28.3策定、H30.7一部改正）

　　　　　　　　　　　　市町村人権啓発担当者研修会の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

112
市町村職員の女性管理職へ
の登用促進

・市町村の審議会の委員の
男女構成　２５．１％
・市町村議会に占める女性
議員の割合　１２．１％
・市町村職員に占める女性
の割合　３６．０％
・市町村職員の管理職に占
める女性の割合　１４．８％

・　「こうち人づくり広域連
合」における男女共同参
画関係の研修の実施
【Ｈ２３～２７実績】
①セクシュアルハラスメン
ト研修（階層別基本研修、
新採用職員研修の中で実
施）
のべ5,436名
②男女共同参画セミナー
のべ261名
③職場内講師育成研修
のべ12名
受講者計　5,709名

・女性活躍推進法に基づ
く特定事業主行動計画を
全市町村で策定。

・男女共同参画に関する
研修に、より多くの市町村
職員が参加できるよう今
後も協力していく。

・女性活躍推進法に基づ
く情報公表等について、
毎年度各市町村に対し情
報提供・助言等していく。

・「こうち人づくり広
域連合」で実施され
る男女共同参画関
係の研修等に協力
していく。　　　　　　　　　　　　
(参考）
Ｈ２７研修受講実績
①セクシャルハラス
メント研修（階層別
基本研修、新採用
職員研修の中で実
施）　
1,014名
②男女共同参画セ
ミナー
42名

・特定事業主行動計
画のフォローアップ
や、女性の職業選
択に資する情報の
公表を各市町村に
依頼。

・「こうち人づくり広
域連合」で実施さ
れる男女共同参画
関係の研修等に協
力していく。　　　　　　　　　　　　
(参考）
Ｈ２8研修受講実績
①セクシャルハラ
スメント研修（階層
別基本研修、新採
用職員研修の中で
実施）　
1,224名
②男女共同参画セ
ミナー
77名

・特定事業主行動
計画のフォローアッ
プや、女性の職業
選択に資する情報
の公表を各市町村
に依頼。

・「こうち人づくり
広域連合」で実
施される男女共
同参画関係の
研修等に協力し
ていく。　　　　　　　　　　　　
(参考）
Ｈ２9研修受講
実績
①セクシャルハ
ラスメント研修
（階層別基本研
修の中で実施）　
828名
②男女共同参
画セミナー
47名
・特定事業主行
動計画のフォ
ローアップや、
女性の職業選
択に資する情報
の公表を各市町
村に依頼。

・引き続き、
「こうち人づく
り広域連合」
で実施される
男女共同参画
関係の研修等
に協力してい
く。
(参考）
Ｈ30研修受講
実績
①セクシャル
ハラスメント研
修（階層別基
本研修の中で
実施）　
997名
②男女共同参
画セミナー
55名

・引き続き、特
定事業主行動
計画のフォ
ローアップ
や、女性の職
業選択に資す
る情報の公表
を各市町村に
依頼。

・引き続き、
「こうち人づく
り広域連合」
で実施される
男女共同参画
関係の研修等
に協力してい
く。

・引き続き、特
定事業主行動
計画のフォ
ローアップ
や、女性の職
業選択に資す
る情報の公表
を各市町村に
依頼。

・できるだけ多くの
市町村職員が男女
共同参画関係の研
修を受講する。　　　　　　　　　　　　　　　　　
※目標数　1,056名
（Ｈ２７受講者計）
×５年＝約5,280人

・各市町村におい
て、女性活躍推進
法に基づく情報公
表等を毎年度確実
に実施していく。

全ての市町村職員
が、研修等を通じて
男女共同参画に関
する正しい知識を
持ち、自ら考え行
動することができ
る。

・各地市町村にお
いて、特定事業主
行動計画に基づく
女性職員の任用や
働きやすい職場づ
くりに取り組み、女
性が十分に能力を
発揮し活躍できる
職場環境の実現を
目指す。

市町村振興
課

113
市町村の審議会等委員への
女性の参画促進　

市町村の審議会等委員に占
める女性委員の割合 25.4%

市町村の審議会等委員
への女性の参画促進のた
めに指導、周知を行う。

市町村の審議会等委員
への女性の参画促進のた
めに指導、周知を行う。

市町村の審議会等
委員への女性の参
画促進のために指
導、周知を行う。

市町村の審議会等
委員に占める女性
委員の割合の向上

県民生活・男
女共同参画
課

114

②
団
体
・
組
織
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

◆経済団体と連携し、女性の職
業生活における活躍の推進に関
する法律に定める事業主行動計
画策定の働きかけなどにより、企
業等における女性の登用等を促
進します。

◆民間企業等において、女性の
活躍を進めることが業績拡大に
つながるということへの理解を深
め、女性がその能力を十分発揮
できるような職場づくりを促しま
す。

経済団体等と連携した女性の
登用・継続就業の促進（女性
登用等促進事業）（再掲）

・セミナー等の実施により、女
性の活躍に関する意識の醸
成は進みつつある。

・中小企業での意識が遅れ
気味、管理職や働く女性双
方の意識が不十分。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・経営層、管理職層など、
幅広い層への啓発

・女性が働きやすい職場
づくりに向けたニーズ調査

・ワークライフバランスの
働きかけ

・女性がライフス
テージや希望に応
じて働き続けられて
いる。

県民生活・男
女共同参画
課

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

1

)

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大

①
行
政
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

◆市町村における政策・方針決
定過程への女性の参画が進む

よう支援します。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

115
民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施（再掲）

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・イクボスなどをテーマに
したトップセミナー開催

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・女性活躍推進法に定め
る事業主行動計画の策定
支援（H29.5追加）

・民間主導による女
性の活躍推進の動
きが醸成されてい
る。

・女性が働きやす
い職場づくりが進ん
でいる。

県民生活・男
女共同参画
課

116
民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施

高知家の出会い・結婚・子育
て応援団の登録数 256団体
（H29.3.31）

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・期間、ターゲットを絞っ
たキャンペーンの実施
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ワイフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介や表彰等）

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ワイフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介等）

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加　
Ｒ２　1,100団体
育児休暇・育児休
業取得促進宣言賛
同数の増加　795
団体）

民間企業等におけ
るワーク・ライフ・バ
ランスの推進企業
をはじめ、社会全
体で子育てにやさ
しい環境づくりが進
む

少子対策課

117
商工会議所女性会、商工会
女性部の育成と活動支援

商工会議所・商工会におい
ては、商工会女性部・商工会
議所女性部として組織が別
立てとなっており、基本的に
本体商工会・商工会議所の
役員への女性の参加は、女
性部の会長他若干名となっ
ている。

商工会議所・商工会の各
女性部の活動がより活性
化するよう支援してきた。

小規模事業経営支援事
業等における女性部活動
への支援

小規模事業経営支
援事業等における
女性部活動への支
援

商工会・商工会議
所の組織運営に積
極的に参画

経営支援課

118
農業協同組合女性部の育成
と活動支援

15農協の役員総数数321人
のうち女性役員総数31人

15農協の正組合員数61,439
人のうち女性正組合員数
18,571人

ＪＡグループが策定した、
女性部の活性化方策と農
協の支援策を一体化した
「ＪＡ女性部活性化プラン」
の取組について、支援し
た。

ＪＡグループが策定した、
女性部の活性化方策と農
協の支援策を一体化した
「ＪＡ女性部活性化プラン」
の取組について、支援を
継続する。

ＪＡグループが策定
した、女性部の活性
化方策と農協の支
援策を一体化した
「ＪＡ女性部活性化
プラン」の取組につ
いて、支援を継続し
ていく。

JA大会（H30
年度）で決議
された取り組
み（女性組織
とＪＡの連携、
目的別組織の
設置、次代の
女性活動を担
う層との関係
作りに向けた
講座やイベン
トの開催、
ニーズの把
握）について、
ヒアリング等
を通じて取組
状況を把握
し、指導を行
う。

①総合的な監督指
針における目標値
・令和2年度までに
女性役員の登用さ
れていない組織を0
にする
・役員に占める女
性の割合を早期に
10%
・令和２年度までに
15%
②JA大会で定めら
れた目標値
・正組合員に占め
る女性の割合が
35％以上

農業経営において
大きな役割を担っ
ている女性が積極
的に農協経営に参
画することにより、
より組合員の生活
と営農に資する農
協となることを目指
す。
農協において、中
核的な組合員組織
である女性部への
加入促進を図り、
活動を活性化させ
ることで、農協の事
業、・組織基盤強化
へとつなげていく。

協同組合指
導課

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

1

)

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大

②
団
体
・
組
織
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

◆経済団体と連携し、女性の職
業生活における活躍の推進に関
する法律に定める事業主行動計
画策定の働きかけなどにより、企
業等における女性の登用等を促
進します。

◆民間企業等において、女性の
活躍を進めることが業績拡大に
つながるということへの理解を深
め、女性がその能力を十分発揮
できるような職場づくりを促しま
す。

◆各種の団体、組織への、女性
の一層の参画、登用を促します。

キャンペーンの実施、フォーラムの開催、各種広報手段を活用した広報・啓発

○子育て等を応援する機運の醸成

フォーラムの開催、各種広報手段を活用した広報・啓発

○子育て等を応援する機運の醸成

策定支援 関係機関へつなぐ
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

119
漁業共同組合女性部の育成
と活動支援

水産政策課

120
各組織に対する広報啓発、情
報提供

女性部が様々な活動を行っ
ていながら、その取組がＪＡ
内外で正しい評価を受けて
いないという現状が見られ
る。

ＪＡグループが策定した、
女性部の活性化方策と農
協の支援策を一体化した
「ＪＡ女性部活性化プラン」
の取組について、支援し
た。

ＪＡグループが策定した、
女性部の活性化方策と農
協の支援策を一体化した
「ＪＡ女性部活性化プラン」
の取組について、支援を
継続する。

ＪＡグループが策定
した、女性部の活性
化方策と農協の支
援策を一体化した
「ＪＡ女性部活性化
プラン」の取組につ
いて、支援を継続し
ていく。

JA大会（H30
年度）で決議
された取り組
み（女性組織
とＪＡの連携、
目的別組織の
設置、次代の
女性活動を担
う層との関係
作りに向けた
講座やイベン
トの開催、
ニーズの把
握）について、
ヒアリング等
を通じて取組
状況を把握
し、指導を行
う。

・JA女性部の活動
をを通じた地域農
業の維持・発展を
JAが積極的に支援
していくための意
思反映が強化され
る。

農業経営において
大きな役割を担っ
ている女性が積極
的に農協経営に参
画することにより、
より組合員の生活
と営農に資する農
協となることを目指
す。
農協において、中
核的な組合員組織
である女性部への
加入促進を図り、
活動を活性化させ
ることで、農協の事
業、・組織基盤強化
へとつなげていく。

協同組合指
導課

121
各組織に対する広報啓発、情
報提供

水産政策課

122
女性による地域防災活動の
育成と支援

消防団員に占める女性の割
合　3.5%　
（平成29年4月1日現在）

消防団員定数確保対策
（女性消防団員の入団促
進）
・消防団を充実強化し、地
域の安全確保という消防
団の役割を果たし地域の
総合的防災力の向上を図
るため地域に密着して生
活し、地域コミュニティの
結びつきを持っている女
性消防団員の増加を図っ
た。

女性消防団員の入団促
進
・各消防団に対する女性
消防団員の入団促進の
取り組み。

女性消防団員の入
団促進
・消防団員定数確保
対策の中で、女性
消防団員の活動事
例などを紹介し、女
性の入団促進を図
る。

・地域防災フェス
ティバル（室戸市）
に出店し、来場者
に対し、女性消防
団員のPRを実施。

・地域防災フェ
スティバル(高知
市)に出店し、来
場者に対し、女
性消防団員の
PRを実施。
（H30.5追加）

・地域防災
フェスティバル
(香美市)に出
店し、来場者
に対し、女性
消防団員の
PRを実施。
（R2.5追加）

女性消防団員の入
団促進
・各消防団で女性
消防団員の役割の
認識が確認され、
ほとんどの消防団
に女性が入団する
・女性消防団員数
の増加

各消防団で男性消
防団と共に女性消
防団が活動するこ
とで、消防団の定
数を確保し地域防
災力の向上を図
る。

消防政策課

123 女性リーダーの育成
・男女の不平等意識
・固定的役割分担意識

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・「女性リーダー養成講
座」の実施

・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・女性防災プロジェクトの
実施

人材育成プログラ
ム策定

人材育成プログ
ラム実施

キャリアアップや再
就職を目指す女性
の支援のため、講
座や研修を実施す
る。

女性リーダーの増
加による男女共同
参画社会の実現

ソーレ

124
大学生に向けたキャリア形成
支援事業（男女共同参画に関
する講演・講座）

・女性の参画が低い組織・団
体や分野

平成26年度から
大学と連携して男女共同
参画講座やキャリア形成
支援のための講座を実施

大学と連携して男女共同
参画講座やキャリア形成
支援のための講座を実施

大学との連携の強
化・拡大

若い世代からの男
女共同参画意識の
醸成

ソーレ

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

1

)

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大

②
団
体
・
組
織
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

◆各種の団体、組織への、女性
の一層の参画、登用を促します。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

125
経済団体等と連携した女性の
登用・継続就業の促進（女性
登用等促進事業）（再掲）

・セミナー等の実施により、女
性の活躍に関する意識の醸
成は進みつつある。

・中小企業での意識が遅れ
気味、管理職や働く女性双
方の意識が不十分。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・経営層、管理職層など、
幅広い層への啓発

・女性が働きやすい職場
づくりに向けたニーズ調査

・ワークライフバランスの
働きかけ

・女性がライフス
テージや希望に応
じて働き続けられて
いる。

県民生活・男
女共同参画
課

126
民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度をの実施（再掲）

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・イクボスなどをテーマに
したトップセミナー開催

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・女性活躍推進法に定め
る事業主行動計画の策定
支援（H29.5追加）

・民間主導による女
性の活躍推進の動
きが醸成されてい
る。

・女性が働きやす
い職場づくりが進ん
でいる。

県民生活・男
女共同参画
課

127
民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施

高知家の出会い・結婚・子育
て応援団の登録数 256団体
（H29.3.31）

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・期間、ターゲットを絞っ
たキャンペーンの実施
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ワイフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介や表彰等）

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ワイフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介等）

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加　
Ｒ２　1,100団体
育児休暇・育児休
業取得促進宣言賛
同数の増加　795
団体）

民間企業等におけ
るワーク・ライフ・バ
ランスの推進企業
をはじめ、社会全
体で子育てにやさ
しい環境づくりが進
む

少子対策課

128
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進

○女性の理想的な働き方実
現に必要なこと（H26 県民意
識調査）

・家庭や地域では
男性の家事・育児等への参
加が第1位
・職場では仕事と家庭の両立
への職場の理解が第1位

○核家族化の進行や働き方
の多様化による子育てへの
不安感・負担感の増大

○高知家の出会い・結婚・子
育て応援団の登録数 256団
体（H29.3.31）

○プレマnet
　父親の育児参加へのア
ドバイス等をメルマガで配
信
○子育て応援広報紙
　「大きくなあれ」
　父親の育児参加をテー
マにした特集記事の掲載
○子育て出前講座　
　3回実施（７╱30、 11╱
14、  12╱17）
　25名参加（男性４名含
む）

○子育て等を応援する機
運の醸成
・高知家「出会い・結婚・
子育て応援」フォーラムの
開催
・好事例企業表彰

■各種広報手段を活用し
男性の育児参加を促す情
報の提供など
　　・出産・子育て応援
　　　サイト
　　　「こうちプレマnet」
　　・子育て応援情報紙
　　　「大きくなあれ」
■子育て出前講座
■子育て等を応援する機
運の醸成少子化対策推
進県民会議と連携した取
り組みの充実（子育て支
援やワーク・ライフ・バラン
スの推進などの好事例の
取組紹介等）

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加
H31　770団体）
　（H29.3修正）

働きながら子育てし
やすい環境づくり

児童家庭課
少子対策課

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

2

)

働
く
場
を
ひ
ろ
げ
る

①
職
場
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
雇
用
機
会
と
待
遇
の
確
保

◆多様な就業形態や休業制
度の拡充等を促すことで、職
域拡大を促し、働くことを希望
する者の雇用の場を広げま
す。

◆女性の活躍を進めることが
業績拡大につながるというこ
とへの理解を深め、女性がそ
の能力を十分発揮できるよう
な職場づくりを促します。

◆男女の平等な待遇を促し
ます。

○子育て等を応援する機運の醸成

フォーラムの開催、各種広報手段を活用した広報・啓発

○子育て等を応援する機運の醸成

少子化対策推進県民会議と連携した取り組みの充実（子育て支援やワーク・ライフ・バラ

ンスの推進などの好事例の取組紹介等）

企業・団体の職員に対し、子育てに関する講座講座を随時開催

○子育て出前講座

○子育て等を応援する機運の醸成

子育て支援のための情報を随時発信　市町村による取組情報も反映

年間4回　4万部発行  　H29年度末で廃

止

○プレマnet

○「大きくなあれ」　
▸プレマnet改修　情報内容の充実
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

129
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進

○女性の理想的な働き方実
現に必要なこと（H26 県民意
識調査）

・家庭や地域では
男性の家事・育児等への参
加が第1位
・職場では仕事と家庭の両立
への職場の理解が第1位

○核家族化の進行や働き方
の多様化による子育てへの
不安感・負担感の増大

○高知家の出会い・結婚・子
育て応援団の登録数 256団
体（H29.3.31）

○プレマnet
　父親の育児参加へのア
ドバイス等をメルマガで配
信
○子育て応援広報紙
　「大きくなあれ」
　父親の育児参加をテー
マにした特集記事の掲載
○子育て出前講座　
　3回実施（７╱30 11╱14  
12╱17）
　25名参加（男性４名含
む）

○子育て等を応援する機
運の醸成
・高知家「出会い・結婚・
子育て応援」フォーラムの
開催
・好事例企業表彰

■各種広報手段を活用し
男性の育児参加を促す情
報の提供など
　　・出産・子育て応援
　　　サイト
　　　「こうちプレマnet」
　　・子育て応援情報紙
　　　「大きくなあれ」
■子育て出前講座
■子育て等を応援する機
運の醸成少子化対策推
進県民会議と連携した取
り組みの充実（子育て支
援やワーク・ライフ・バラン
スの推進などの好事例の
取組紹介等）

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加
H31　770団体）
　（H29.3修正）

働きながら子育てし
やすい環境づくり

児童家庭課
少子対策課

130
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進（再掲）

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・ワークライフバランスの
働きかけ

女性活躍推進法に
規定する事業主行
動計画策定企業数
（101人以上300人
以下）：50社

・民間企業等での
女性の登用やワー
クライフバランスの
推進の機運が醸成
されている。

県民生活・男
女共同参画
課

131
労働関係法令等の広報・啓
発・周知（再掲）

企業への男女雇用機会
均等法周知やセクハラ防
止などを目的にセミナーを
実施

企業への男女雇用機会
均等法周知やセクハラ防
止などを目的に、労働局
と連携し、セミナーを継続
実施

セミナー開催や訪問
による企業への啓
発や課のホーム
ページなどを通じた
啓発を行う。

雇用労働政
策課

132
人権啓発に関する企業リー
ダー養成講座の実施（再掲）

　平成29年度は、人権の視
点を持って企業力を高める
人材育成を目的とした
「ヒューマンパワー育成講座」
を年間２回開催しており、参
加者の満足度は、平均
88.7％であった。
　今後は、研修内容を充実さ
せていくことや、参加者の自
社企業への還元などが課題
である。

企業・民間団体研修や一
般県民が対象となる研修
に登録講師や外部講師の
派遣を実施。

【人権啓発研修企業リー
ダー養成講座】
開催事業、所属する企
業、団体内外での人権啓
発活動を通じて、人権尊
重の社会づくりに寄与す
る人材を今後も引き続き
養成する。

　参加者の「個別
の人権課題（女性）
への理解が深まっ
た」の割合：９０％
以上
受講者の「会社で
の啓発実践に取り
組みたい」の割合：
９０％以上

（高知県人権施策
基本方針ー第2次
改定版ーでのR５
の目標）

研修受講者が企業
内の人権リーダー
となり、研修で学ん
だことが社内の職
場や顧客対応など
に生かされるように
なる。

人権課

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

2

)

働
く
場
を
ひ
ろ
げ
る

①
職
場
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
雇
用
機
会
と
待
遇
の
確
保

◆多様な就業形態や休業制
度の拡充等を促すことで、職
域拡大を促し、働くことを希望
する者の雇用の場を広げま
す。

◆女性の活躍を進めることが
業績拡大につながるというこ
とへの理解を深め、女性がそ
の能力を十分発揮できるよう
な職場づくりを促します。

◆男女の平等な待遇を促し
ます。

少子化対策推進県民会議と連携した取り組みの充実（子育て支援やワーク・ライフ・バラン

スの推進などの好事例の取組紹介等）

企業・団体の職員に対し、子育てに関する講座を随時開催

○子育て出前講座

○子育て等を応援する機運の醸成

子育て支援のための情報を随時発信　市町村による取組情報も反映

年間4回　4万部発行

○プレマnet

○「大きくなあれ」　
▸プレマnet改修　情報内容の充実

　　　　　　　　「ヒューマンパワー養成講座」の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

133
就職支援相談センター（ジョブ
カフェ）事業

・平成28年3月末高卒内定率
97.9％、大卒内定率89.6％

・雇用環境は改善傾向にあ
るものの、求人が多い職種と
求職者の希望職種とのミス
マッチがある。

・キャリアコンサルタントに
よる就職困難者に対する
専任制個別指導

・しごと体験講習を受講し
ても就職に至らない女性
の就職活動を支援するセ
ミナーの開催

・オリジナルセミナーの充
実
・広報の強化
・「かかりつけ相談」及び
「オンライン相談」の実施

職場体験講習受講前の
就労支援の充実を図り、ミ
スマッチのない就職と職
場定着につなげていく。ま
た、就職後もアフターフォ
ローとして定着の確認や
在職者相談等への案内を
行う。（｢しごと体験講習｣
を｢職場体験講習｣に名称
変更）

・大学生や保護者を
対象にした新セミ
ナーの実施
・フリーペーパーの
発行回数及び部数
の増

・事業内容の詳細決
定及び事業実施

・来所者の相談割
合70％
・しごと体験講習
（平成３０年度から
職場体験講習）の
正規雇用率50％

・実地訓練生の採
用率60％うち、正
規雇用率75％（事
業中止のため、平
成28年度のみ）

雇用労働政
策課

134
人材の育成（地域産業の担い
手）

平成28年度
・研修コース数：４１科目実施
・受講者数：延べ3,006人が
受講

平成28年度
・産業人材育成プログラ
ムに基づいた研修・土佐
まるごとビジネスアカデ
ミー（土佐ＭＢＡ）を実施

・イントロダクションセミ
ナー&ガイダンス:１科目
・入門編：11科目
・基礎編：13科目
・応用編：２科目　
・実践編：５科目
・エグゼクティブコース：１
科目
・専門知識・技術：８科目

・土佐ＭＢＡを継続実施。

・県内企業の課題とニー
ズに対応したカリキュラム
のバージョンアップ

・地域での学びの場の充
実

土佐MBAの実受講
者数

　　1,000人/年

各産業分野で働く
方々が研修に多数
参加し、学んだこと
を自身の事業に活
用できるようにな
る。

ココプラ

135

人材の育成（地域産業の担い
手）

※事業廃止

（H28.3月末）
・実施校　16校
・参加生徒数　851人
・高校生の県内就職率　
63.9％

事業廃止

（H28.3月末）
・実施校　16校
・参加生徒数　851人
・高校生の県内就職率　
97.9％

・専門科目を有する
高校を対象に、企業
実習や技術指導な
どを行う

 高等学校課
 （雇用労働政
 策課）
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◆若年者（女性・男性）の就
労を支援します。

◆県内企業との連携協力を
推進し地域産業の担い手とな
る人材の育成を支援します。

土佐MBA事業の実施土佐MBA事業の実施

国の中間評価により平成28
年度で事業中止
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）
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136

②
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
就
労
支
援

◆高知家の女性仕事応援室に
おいて、一人ひとりの適性や経
歴に応じたキャリア・コンサルティ
ングや、職業訓練などスキルアッ
プの機会への誘導、多様なニー
ズに応じたマッチングなど、相談
から就職まで、ワンストップでき
め細かな支援を行います。

高知家の女性しごと応援室に
よるきめ細かな就労支援（女
性就労支援事業）

H28.9月末時点
新規相談者数：253人（累計
933人）
新規相談件数：672（累計
2,542件）
就職人数：88人（累計272人）

①キャリアコンサルティン
グ・相談
②情報提供
③職業紹介
④主催研修の実施
⑤広報による潜在的な求
職者の掘り起こし

・きめ細やかな就労支援

・求人情報の充実

・バージョンアップに向け
た検討

・子育て支援センター等へ
のPRや再就職支援イベン
トの開催による求職者の
掘り起こし

・東部、西部地域への出
張相談による相談窓口の
拡大

・働きやすい職場づくりに
向けた企業へのアドバイ
スの実施

・長く働き続けてもらうた
めのアフターフォロー、
キャリア形成支援
（H30.5追加）

高知家の女性しご
と応援室における
就職率（３か月以
内の就職希望）：
60％

・いったん子育てに
専念した女性もこ
れまでのキャリアを
活かして再就職で
きる

・より多くの女性を
多様な二ーズに応
じて確実に就労に
結びつける

県民生活・男
女共同参画
課

137
福祉人材センター運営事業、
福祉研修センター事業

○福祉人材センター
　・平成28年度就職者数　
350名

○福祉研修センター
　・平成28年度受講者数　
6,550名　

○福祉人材センター
　・民間人材の活用による
　　マッチング力の強化

○福祉研修センター
　・体系的・計画的な研修
　　の実施

○福祉人材センター
　・きめ細かな支援差によ
る多様な人材の参入を促
進

○福祉研修センター
　・キャリアアップや人材
の確保定着につながる研
修体制の充実

ふくし就職フェアを
複数回開催

体系的な研修の実
施

求職者と事業所間
のマッチングが進
んでいる

研修によりスキル
アップが図られてい
る。

地域福祉政
策課

138
介護福祉士等修学資金貸付
事業

○平成28年度介護福祉士等
修学資金貸付者　161名

○教育委員会開催の進
路指導主事会での修学資
金貸付制度の周知と協力
依頼を実施

○貸付メニューの活用に
よる資格取得支援を促進

制度要件を満たし
必要とする方に資
金貸付

介護分野を目指す
方が円滑に制度を
利用している

地域福祉政
策課

139 福祉・介護職場体験事業
○平成28年度職場体験者数
45名

○県内高校生や県外大
学生、求職者への職場体
験を周知

○県外大学生に対する職
場体験参加へのアプロー
チ強化（旅費支援の活用）

学生・一般の希望
者に職場体験を実
施

福祉介護分野への
理解が進んでいる

地域福祉政
策課

140
潜在的有資格者等再就職支
援事業

○再就職応援フェアへの参
加者　117名

○福祉人材センターや
福祉研修センターでの
復職希望者向け研修
の実施

○介護福祉士の離職時
届出制度等による掘り起
こしや、ふくし就職フェア
等でのマッチング

介護福祉士の離
職時届出者の増
加

介護職に復職を
希望する方が円
滑に復職できて
いる

地域福祉政
策課
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◆女性の就業割合の多い福祉・
介護職場への就労を支援しま
す。

重点実施期 円滑な貸付

職場体験・職場見学の実施

研修内容の見直し・研修内容の充実・強化

求職者の掘り起こし・ふくし就職フェア等でのマッチング支援

介護福祉士の離職時届出制度等を活用した復職支援

復職希望者の再就業支援 既存事業（ふくし就職フェア）に統合
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141
中山間地域等ホームヘル
パー養成事業

○平成28年度10市町村で開
催　64名受講

○多くの市町村で実施可
能となるよう補助要件を緩
和することで、中山間地域
での人材確保を進める

○市町村の行う研修の補
助対象に生活援助従事者
研修を加え人材確保を支
援する。

中山間地域等の研
修希望市町村の研
修実施支援

中山間地域等での
介護に関する資格
取得者が増加して
いる

地域福祉政
策課

142 職業能力開発訓練の充実

○委託訓練全体の就職率は
下記のとおりであり、80％以
上で推移している。

[近年の就職率]
  ・H27 → 81％
　・H28 → 82％
　・H29 → 82％
　・H30 → 84％
　・R１  → 80％

離転職者等が再就職に
必要な技能及び知識を習
得するために、地域の実
情に応じた職業訓練を実
施。

引き続き、離転職者等
が再就職に必要な技能及
び知 識 を 習得 す る た め
に、地域の実情に応じた
職業訓練を実施。

介護福祉士養成
コースを含む雇用吸
収率の高い介護系
訓練や企業実習を
併用した、より実践
的な訓練などの実
施。

就職率80％
雇用労働政
策課

143
人材の育成（地域産業の担い
手）（再掲）

平成28年度
・研修コース数：４１科目実施
・受講者数：延べ3,006人が
受講

平成28年度
・産業人材育成プログラ
ムに基づいた研修・土佐
まるごとビジネスアカデ
ミー（土佐ＭＢＡ）を実施

・イントロダクションセミ
ナー&ガイダンス:１科目
・入門編：11科目
・基礎編：13科目
・応用編：２科目　
・実践編：５科目
・エグゼクティブコース：１
科目
・専門知識・技術：８科目

・土佐ＭＢＡを継続実施。

・県内企業の課題とニー
ズに対応したカリキュラム
のバージョンアップ

・地域での学びの場の充
実

土佐MBAの実受講
者数

　　1,000人/年

各産業分野で働く
方々が研修に多数
参加し、学んだこと
を自身の事業に活
用できるようにな
る。

ココプラ

144

人材の育成（地域産業の担い
手）（再掲）

※事業廃止

（H28.3月末）
・実施校　16校
・参加生徒数　851人
・高校生の県内就職率　
97.9％

・専門科目を有する高校
を対象に、企業実習や技
術指導などを行う

 高等学校課
 （雇用労働政
 策課）

145
公共職業訓練（委託訓練事
業）

・R1母子家庭の母等優先枠
使用者数　6名

・R1託児サービス利用者数
 7名（児童数　8名）

・託児サービス利用者就職
率　100％

・母子家庭の母等優先枠
の設定。　定員　20名

・県が直接民間託児サー
ビス提供事業者と契約締
結し、託児サービスが利
用できる環境を整備。

・関係機関（職業安定所
等）との連携
・民間託児サービス提供
事業者の確保

・関係機関（職業安
定所等）との連携
・民間託児サービス
提供事業者の確保

サービス利用者就
職率：80％

サービス利用者が
就業に結びついて
いる。

雇用労働政
策課
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◆女性の職業能力を高め、ひろ
げるようスキルアップの機会を充
実するとともに、出産や育児で離
職した女性を積極的に雇用する
企業を支援します。

土佐MBA事業の実施

中山間地域での人材確保
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146
出産後の女性再就職促進事
業

H25県民世論調査
〇女性が働くにあたっての課
題
→第2位：出産等で退職した
女性の再就職希望への支援
制度がない（30.1%）
〇女性が生き生きと働くため
行政が取組んだら良いこと
→第2位：出産等で退職した
女性が再就職する企業への
支援（助成金等）　（36.8%）

平成26年度より、出産後
の女性再就職促進事業
費補助金を創設

出産を機に退職した女性
を正規職員として雇用し
た企業等に対して補助金
を交付し、出産後の女性
の再就職の促進を図る
（平成28年度まで）（H28.9
追加）

制度の周知・広報を
行う

（終了・廃止）

雇用労働政
策課
（子育て女性
～事業は
H30から県民
生活・男女共
同参画課）

147

◆女性の職業能力を高め、ひろ
げるようスキルアップの機会を充
実するとともに、出産や育児で離
職した女性を積極的に雇用する
企業を支援します。

子育て女性再就職支援事業

・子育て中の女性の就労促
進のため、ハローワークマ
ザーズコーナーや高知家の
女性しごと応援室では、きめ
細かいマッチング体制等、手
厚いサポート体制が取られ
ており、来所者の就職率も極
めて高い。
・一方で、就職したいという気
持ちはありながらも、具体的
に求職活動をするまでには
至っていない子育て中の女
性層も一定存在すると考えら
れる。

就職したいという気持ちは
ありながらも、具体的に求
職活動をするまでには
至っていない子育て中の
女性層をターゲットに「働
く」ことに一歩踏み出して
もらうためのイベントを開
催する。（H29.5追加）

就職したいという気
持ちはありながら
も、具体的に求職
活動をするまでに
は至っていない子
育て中の女性層を
ターゲットに「働く」
ことに一歩踏み出
してもらうためのイ
ベントを開催する。

雇用労働政
策課
（子育て女性
～事業は
H30から県民
生活・男女共
同参画課）

148 ひとり親家庭等自立支援事業

（H27年度末）
〇ひとり親家庭自立支援セ
ンターにおいて自立に向けた
支援
・相談件数 1111件
・就職決定者　60人
・移動相談実施数 21回
・求人登録件数 545件
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定就職者数　2人
○ひとり親家庭の親に対し職
業訓練等を受ける際の生活
費等の給付
・給付人数 10件

〇ひとり親家庭自立支援
センターにおいて自立に
向けた支援
○ひとり親家庭の親に対
し職業訓練等を受ける際
の生活費等の給付
○ひとり親家庭の親の学
び直しを支援するため、
高卒認定試験合格のため
の講座の受講費用の一
部を補助
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

○ひとり親家庭等就業・
自立支援センターの体制
強化を行い、就業実績の
向上
○ひとり親家庭の親に対
し職業訓練等を受ける際
の生活費等の給付
○ひとり親家庭の親及び
子の学び直しを支援する
ため、高卒認定試験合格
のための講座の受講費用
の一部を補助
○高等職業促進資金貸
付事業の創設
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

〇ひとり親家庭自立
支援センターにおいて
自立に向けた支援
○ひとり親家庭の親に
対し職業訓練等を受
ける際の生活費等の
給付
・高等職業訓練促進
給付金の支給期間の
上限の延長（２４か月
→３６月）、対象資格
の拡大（歯科衛生士、
美容師、理容師、社会
福祉士、製菓衛生師、
調理師を新たに追加）
・自立支援教育訓練
給付金の支給割合を
２０％から６０％に変
更
○ひとり親家庭の親
及び子の学び直しを
支援するため、高卒認
定試験合格のための
講座の受講費用の一
部を補助
○高等職業促進資金
貸付事業
○母子父子寡婦福祉
のしおりをひとり親家
庭及び関係機関へ配
布

○ひとり親家庭の
親に対し職業訓練
等を受ける際の生
活費等の給付
・高等職業訓練促
進給付金の対象資
格拡大（栄養士、
自動車整備士、臨
床工学技士を新た
に追加）
・自立支援教育訓
練給付金が雇用保
険法の一般教育訓
練給付金との併用
が可能に

・就職率　60.0%
・移動相談回数
　　　　　　　　25回
・求人登録件数　
　　　　　　　　600件
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定によ
　る就職者数　
                   15人

ひとり親家庭等が
自立し、安心して暮
らせる環境づくりが
進んでいる

児童家庭課

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

2

)

働
く
場
を
ひ
ろ
げ
る

②
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
就
労
支
援◆厳しい環境にあるひとり親

家庭の保護者の就業と自立
を支援します。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

149
母子父子寡婦福祉資金貸付
事業

（H27年度末）
○母子家庭の母、父子家庭
の父、寡婦に各種資金を貸
付
・貸付件数　66件
・貸付金額　37,698,860 円
○母子父子寡婦福祉のしお
りをひとり親家庭及び関係機
関へ配布

○要件を満たす貸付申請
者（母子家庭の母、父子
家庭の父、寡婦）から提
出された申請書の審査、
適正な貸付の実施
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

○母子家庭の母、父子家
庭の父、寡婦に各種資金
を貸付
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

○母子家庭の母、
父子家庭の父、寡
婦に各種資金を貸
付
○母子父子寡婦福
祉のしおりをひとり
親家庭及び関係機
関へ配布
○周知方法の拡大
（H29.4追加）

制度の周知度の向
上

ひとり親家庭等が
自立し、安心して暮
らせる環境づくりが
進んでいる

児童家庭課

150 保育士等人材確保事業
(H27)実績　①求人件数　986
件②求職件数834件③紹介
件数10件④就職件数15件

H27年度より国の補助制
度を活用し、実施。

全ての子どもたちが質の
高い保育を受けられる環
境を構築するため、国補
助制度を活用し、保育士
人材確保の増加に努めて
いく。

就職件数20件 就職件数30件/年

慢性的な保育士不
足の解消が見込ま
れ、全ての子どもた
ちが質の高い保育
を受けられる環境
が構築される。

幼保支援課

151 保育士修学資金貸付事業

①貸付：継続15人　新規35
人予定②保育補助者雇上費
貸付：未③未就学児をもつ保
育士に対する保育料の一部
貸付：未④潜在保育士の再
就職支援事業：未
⑤未就学児を持つ保育士の
子どもの預かり支援事業利
用料金の一部貸付
※②～④：H28新規
※⑤：H29新規

H27年度より国の補助制
度を活用し、実施。

全ての子どもたちが質の
高い保育を受けられる環
境を構築するため、国補
助制度を活用し、保育士
人材確保の増加に努めて
いく。

①貸付：継続15人　
新規35人②保育補
助者雇上費貸付
14ヵ所③未就学児
をもつ保育士に対す
る保育料の一部貸
付5人④潜在保育士
の再就職支援事業
11人

※国の補助制度は現時点ではH31年度までは確定。

①貸付：継続30人　
新規30人②保育補
助者雇上費貸付５
か所/年③未就学児
をもつ保育士に対す
る保育料の一部貸付
５人/年④潜在保育
士の再就職支援事
業１９人/年⑤未就学
児を持つ保育士の子
どもの預かり支援事
業利用料金の一部
貸付５人/年

慢性的な保育士不
足の解消が見込ま
れ、全ての子どもた
ちが質の高い保育
を受けられる環境
が構築される。

幼保支援課

152
看護の心普及・ナースセン
ター強化事業

高知県看護協会に委託し、
看護職員を目指す者に対し
て、進学説明会やふれあい
看護体験を通して看護職員
に興味を持ってもらう取組み
の計画策定。看護師等免許
保持者の届出制度が努力義
務化されたことからエリアご
とに普及啓発を進める。

・看護フェア：5月7日開催
・ふれあい看護体験を開
催予定（県内29の高等学
校380名が参加）
・ナースバンク運営事業：
エリア（西部、中部、東部）
ごとに病院を訪問し精度
の説明等普及啓発を進め
る。

・高校生の夏休みを活用し
て、医療機関にて、看護の現
場の見学や患者と看護師の
関わりについて学ぶ機会を
設ける。
・医療機関にパンフレット等
を配布し、退職時には届出
が必要なことについて、看護
部長に働きかける。将来は、
離職者を減らし、就労を継続
できる環境整備に努める。

　高校生及び学校
の進路担当者等の
看護業務について
の知識や理解が深
まっている。
　看護師等有資格
者が働きやすい環
境が整っている。

医療政策課

153 女性医師復職支援事業費

医師国家試験の合格者に占
める女性の割合は約3分の1
となっており、特に産婦人科・
小児科については20代の女
性医師の割合が半数を上
回っている現状もあるため、
出産や育児といったライフス
テージに応じた就労を支援す
るための取組が課題となって
いる。

出産、育児などによって
診療の場から離れている
女性医師が復職するため
の相談窓口を設置し、再
就業医療機関の情報収
集及び情報提供を行うと
共に、復帰に向けた研修
の受入調整、研修支援を
行う。
また、女性医師の勤務環
境を整備するため、病後
児保育を実施する医療機
関の支援を行う。

女性医師復職支援事業を
引き続き実施し、女性医
師の復職支援や勤務環
境の整備を進める。

復職を希望する女
性医師が勤務しや
すい環境が整って
いる。

医療政策課

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

2

)

働
く
場
を
ひ
ろ
げ
る

②
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
就
労
支
援

◆保育士や看護師等有資格者
の復職を支援するとともに、企業
なども含めた多様な働き方がで

きる就業の場をひろげます。

女性医師復職支援事業の実施

必要な保育士の確保、人材育成、就業継続支援、

再就職支援等の取組を実施する。

必要な保育士の確保、人材育成、就業継続支援、

再就職支援等の取組を実施する。

女性医師復職支援事業の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

154 女性のための起業支援講座
女性の働き方の理想と現実
のギャップ

女性のための起業入門セ
ミナーの実施

女性のための起業入門セ
ミナーの実施

他 の 団 体 の 類
似事業との整理
のため廃止

－ － － － ソーレ

155 女性農力向上支援事業

・農村女性リーダーの活動支
援及び新たなリーダー候補
者の育成
・農村漁村における男女共同
参画推進に関する施策や県
内の取組状況等について情
報提供

・農村女性リーダーの活
動支援及び新たなリー
ダー候補者の育成
・女性農業者の経営・栽
培技術力向上を目的に
「はちきん農業大学」を開
催
・農村漁村における男女
共同参画推進に関する施
策や県内の取組状況等に
ついて情報提供

・資質向上や男女共同参
画の意識醸成を目的とし
た県内外先進事例視察研
修、農業委員会と連携し
た研修会や交流会の開催
・農村女性リーダー通信
の発行
・農村女性リーダーと関係
機関の意見交換会

・経営目標を達成
した女性農業者の
割合：100％

農業経営の発展や
農家生活の向上に
向け、地域での活
動に意欲を持ち意
欲を持ち取り組ん
でいける女性農業
者の育成

環境農業推
進課

156

商工団体等（商工会議所・商
工会、農業共同組合、漁業協
同組合）の女性組織の育成と
経営への参加促進

商工会議所・商工会におい
ては、商工会女性部・商工会
議所女性部として組織が別
立てとなっており、基本的に
本体商工会・商工会議所の
役員への女性の参加は、女
性部の会長他若干名となっ
ている。

商工会議所・商工会の各
女性部の活動がより活性
化するよう支援してきた。

小規模事業経営支援事
業等における女性部活動
への支援

小規模事業経営支
援事業等における
女性部活動への支
援

商工会・商工会議
所の組織運営に積
極的に参画

経営支援課

157

商工団体等（商工会議所・商
工会、農業協組合、漁業協同
組合）の女性組織の育成と経
営への参加促進

15農協の役員総数数321人
のうち女性役員総数31人

15農協の正組合員数61,439
人のうち女性正組合員数
18,571人

ＪＡ大会で定められた目標
値である「女性理事の割
合を1農協あたり最低限２
名」に向けて各農協での
取り組みが進められてい
るかどうかなどについて、
指導した。

ＪＡ大会で定められた目標
値である「女性理事の割
合を1農協あたり最低限２
名」に向けて各農協での
取り組みが進められてい
るかどうかなどについて、
指導を継続する。

ＪＡ大会で定められ
た目標値である「女
性理事の割合を1農
協あたり最低限２
名」に向けて各農協
での取り組みが進
められているかどう
かなどについて、指
導を継続していく。

ＪＡ大会で定
められた目標
値である「女
性理事の割合
を15%以上」に
向けて各農協
での取り組み
が進められて
いるかどうか
などについ
て、指導を継
続していく。

①総合的な監督指
針における目標値
・令和2年度までに
女性役員の登用さ
れていない組織を0
にする
・役員に占める女
性の割合を早期に
10%
・令和２年度までに
15%
②JA大会で定めら
れた目標値
・正組合員に占め
る女性の割合が
35％以上

農業経営において
大きな役割を担っ
ている女性が積極
的に農協経営に参
画することにより、
より組合員の生活
と営農に資する農
協となることを目指
す。
農協において、中
核的な組合員組織
である女性部への
加入促進を図り、
活動を活性化させ
ることで、農協の事
業、・組織基盤強化
へとつなげていく。

協同組合指
導課

158

商工団体等（商工会議所・商
工会、農業共同組合、漁業協
同組合）の女性組織の育成と
経営への参加促進

・漁業協同組合（沿海地区出
資）の正組合員に占める女
性の割合（9.1％）

・漁協女性部の育成と活
動支援

女性組合員の加入の啓
発に取り組む。

女性組合員の加入
の啓発に取り組む。

・運営方針決定過
程での女性の参画
の拡大

・女性が意欲を持っ
て地域の水産業発
展のために働くこと
のできる環境づくり

水産政策課

159 創業のための融資制度

中小企業制度金融貸付事業
費（H28.3月末で創業等支援
融資を廃止し、Ｈ28．4月より
創業者等応援融資を創設）

制度の周知に努めてき
た。

創業の資金面からの支援
（高知県信用保証協会に
支払う保証料の一部を補
給する）

創業の資金面から
の支援（高知県信用
保証協会に支払う
保証料の一部を補
給する）

経営支援課

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

2

)

働
く
場
を
ひ
ろ
げ
る

③
農
林
水
産
業
・
商
工
業
、
自
営
業
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆家族労働における就業条件や
環境を整えます。

◆女性の経済的地位の向上と経
営への参画を進めます。

　・各種研修会、先進事例調査等の実施

研修内容、開催方法の検証、見直し

・経営目標作成支援
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

160
女性のための起業支援講座
（再掲）

女性の働き方の理想と現実
のギャップ

女性のための起業入門セ
ミナーの実施

女性のための起業入門セ
ミナーの実施

他 の 団 体 の 類
似事業との整理
のため廃止

－ － － － ソーレ

161

農業女性グル―プ、林業女性
グループ、漁業女性グループ
の自主研修や交流活動の支
援

地域食材を活かした料理や
郷土料理の伝承、地産地
消、食育の推進に係る活動
等に積極的に取り組むととも
に、、地域の女性で組織した
グループによる農家レストラ
ン、農産加工活動など､地域
活性化の取り組みを行って
いる。

郷土料理伝承講座などに
より、郷土料理の技術や、
地域の食文化を伝えるこ
とを通じて、次の担い手育
成に取り組んでいる。さら
に６次産業化セミナー等
により、農産加工や直接
販売、農家レストランなど
に取り組む人材も増えて
きた。

郷土料理伝承講座や、県
農漁村女性グループ研究
会活動を通じて、郷土料
理の伝承や食育活動、地
産地消活動に引き続き取
り組み、食文化の継承が
できるよう支援する。中で
も特徴あるすし文化を県
外･海外の人たちにアピー
ルする機会を増やす。さら
に、これらの取り組みを活
かし、地域活性化や、農
家の所得向上につながる
よう活動を支援する。
（H28.9追加）

農家レストランなど
の活動や農産加工
による販売活動に
取り組むｸﾞﾙｰﾌﾟや
人材の増加

地域における郷土
料理伝承活動の活
性化等による農村
女性の社会参画の
向上

地域農業推
進課

162

農業女性グル―プ、林業女性
グループ、漁業女性グループ
の自主研修や交流活動の支
援

・地域の各種イベントに参加
し、林産物などを販売し地域
と交流

・イベントに参加し地域と
交流
・先進地視察研修

・現状維持
・地域イベントで、地
域の食材を提供す
る。

活動維持
森づくり推進
課

163

農業女性グル―プ、林業女性
グループ、漁業女性グループ
の自主研修や交流活動の支
援

水産物の加工販売に取り組
む漁村女性グループに、経
営的な感覚が乏しく、女性が
経済的に自立できるだけの
取り組みには発展していな
い。また、グループ構成員の
高齢化や固定化がさらに進
んでいる。

農村女性グループ、林業
女性グループ、漁業女性
グループの自主研修や交
流活動の支援

漁村の雇用の場を確
保するため、地域加工
グループの活動の継続
を支援し、女性の活躍
の場づくりを目指しま
す。

○各地域加工グ
ループのフォロー
アップと新たな事業
者の掘り起こし
・現状の把握と課題
の抽出
・催事や商談会等へ
の参加
・新商品の開発
・食育授業の実施

活動している地域
加工グループ:9グ
ループ

・経営感覚を伴った
持続的な取組の定
着
・地域ぐるみの協力
体制による活動の
継続
・漁獲物の付加価
値向上と、漁村女
性の地位向上に資
する取組に成長

漁業振興課

164
女性のチャレンジ・エンパワー
メント支援

・地域活動における男女共同
参画の遅れ

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・「女性リーダー養成講
座」の実施

・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・女性防災プロジェクトの
実施

人材育成プログラ
ム策定

人材育成プログ
ラム実施

キャリアアップや再
就職を目指す女性
の支援のため、講
座や研修を実施す
る。

女性リーダーの増
加による男女共同
参画社会の実現

ソーレ

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

2

)

働
く
場
を
ひ
ろ
げ
る

③
農
林
水
産
業
・
商
工
業
、
自
営
業
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆家族労働における就業条件や
環境を整えます。

◆女性の経済的地位の向上と経
営への参画を進めます。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

165

(

2

)

働
く
場
を
ひ
ろ
げ
る

③
農
林
水
産
業
・
商
工
業
、
自
営
業
に
お
け
る
男
女
共
同
参

画
の
推
進

◆家族労働における就業条件や
環境を整えます。

◆女性の経済的地位の向上と経
営への参画を進めます。

人材の育成（地域産業の担い
手）（再掲）

平成28年度
・研修コース数：４１科目実施
・受講者数：延べ3,006人が
受講

平成28年度
・産業人材育成プログラ
ムに基づいた研修・土佐
まるごとビジネスアカデ
ミー（土佐ＭＢＡ）を実施

・イントロダクションセミ
ナー&ガイダンス:１科目
・入門編：11科目
・基礎編：13科目
・応用編：２科目　
・実践編：５科目
・エグゼクティブコース：１
科目
・専門知識・技術：８科目

・土佐ＭＢＡを継続実施。

・県内企業の課題とニー
ズに対応したカリキュラム
のバージョンアップ

・地域での学びの場の充
実

土佐MBAの実受講
者数

　　1,000人/年

各産業分野で働く
方々が研修に多数
参加し、学んだこと
を自身の事業に活
用できるようにな
る。

ココプラ

166
市町村における男女共同参
画状況の把握及び市町村と
の情報交換

・平成27年度末、34市町村
中、19市町村において計画
策定（55.8％）

市町村における男女共同
参画計画状況の把握及び
市町村との情報交換

市町村における男女共同
参画計画状況の把握及び
市町村との情報交換を行
う。

・市町村における男
女共同参画計画状
況の把握
・市町村との情報交
換

計画策定市町村率
82.4%

(28市町村／34）

県民生活・男
女共同参画
課

167
市町村が行う男女共同参画
の取り組み支援

市町村によって、取組内容や
推進に温度差がある。

市町村が主体的に行う男
女共同参画に関する事業
をサポート。

市町村が主体的に行う男
女共同参画に関する事業
をサポート。

随時対応
各市町村が、単独
で男女共同参画に
関する取組を実施

各市町村が、男女
共同参画に関する
取組を実施できる
体制づくり

県民生活・男
女共同参画
課

168
ＮＰＯやボランティア活動に関
する情報の提供（ピッピネット
/広報誌など）（再掲）

啓発リーフレット、ガイドブッ
クの配布ほか、ピッピネット
や月に1度のメールで情報提
供している。

ＮＰＯの啓発リーフレット、
ガイドブック等の配布など
による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフレット、
ガイドブック等の配布など
による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフ
レット、ガイドブック
等の配布などによる
広報啓発

ＮＰＯ活動基盤整
備、ＮＰＯ相互交流
の促進

県民生活・男
女共同参画
課

169
ＮＰＯやボランティア活動に関
する情報の提供（ピッピネット
/広報誌など）

・バーチャルボランティアセン
ター事業
　平成27年度　登録団体数
646団体

・サーバー更新
・HPのリニューアル（H22.
１月）
・HPの管理運営
・新規登録団体の開拓
・広報グッズの作成

・広報グッズ活用等による
ピッピネットの周知
・新規登録団体の開拓
・アンケートの実施
・利用者ニーズに対応した
持続性のあるシステムの
運営

・ピッピネットの周知
及び内容の充実

　こうちボランティ
ア・ＮＰＯ通信｢てを
つなごう｣等を通し
て、ピッピネットをよ
り多くの県民に活
用していただくとと
もに、ユーザーの
ニーズに応じた情
報提供の工夫に努
める。
　団体情報におけ
る情報発信の質の
向上を行いなが
ら、登録団体の拡
充をめざす。

　多くの県民に活用
されている。また、
ユーザーのニーズ
に応じた情報提供
の工夫が進んでい
る。

地域福祉政
策課

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

3

)

地
域
・
防
災
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

①
地
域
活
動
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆市町村との連携のもと、自
治会、まちづくり推進協議会
など地域における多様な意
思・方針決定過程への男女
の参画状況の把握に努める
とともに、男女共同参画促進
のための啓発を行います。

◆市町村が行う男女共同参
画の取り組みやＮＰＯとの協
働を支援します。

◆さまざまな地域活動やボラ
ンティア、ＮＰＯ等の活動、地
域おこしやまちづくりなどの場
での男女共同参画課が進む
よう、情報提供や意識啓発、
人材育成の支援を行います。

◆こうち男女共同参画セン
ター「ソーレ」を中心に、女性
団体やＮＰＯなどの活動を支
援するとともに、センター利用
者等のネットワーク化を図り
ます。

土佐MBA事業の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

170
ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援

【高知県社会貢献活動支援
推進計画の取組の推進】
（高知県ボランティア・NPOセ
ンター）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ
経営塾、NPO経営研究会、Ｎ
ＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ＮＰＯフォーラム、ボラン
ティアガイダンス、地域づくり
仕掛け人市、ＮＰＯ会議室貸
出

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティ
ア・NPOセンター）
講座等の学習機会
の提供

第４次計画
策定

NPO、ボランティア
団体、地域の自治
会、スポーツ団体、
女性活動団体等の
育成

県民生活・男
女共同参画
課

171

ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援（再
掲）

・福祉教育・ボランティア学習
実践講座の開催
・地域連携による福祉教育・
ボランティア学習ステップアッ
プ事業の実施
・ボランティアコーディネー
ション機能強化モデル事業
の実施
・ボランティアNPO通信「手を
つなごう」の発行（４，０００
部）

・福祉教育推進事業
・養成研修事業
・広報啓発事業

地域のボランティア活動
の活性化に大きな役割を
果たす市町村社協のボラ
ンティアセンター機能強化
を目指す。

・市町村社協のボラ
ンティアセンターの
機能強化を図る。
・地域でボランティア
学習の推進役とな
る人材を育成。

ボランティア活動に
参加する者の増

新たなボランティア
層の活動の促進

学校と地域が連携
した学習プログラム
を展開し、ボラン
ティアに対する興味
や人と人とのつな
がりの大切さを実
感できる。
地域ごとにボラン
ティア活動に参加し
やすい体制整備、
環境整備を図る。

地域福祉政
策課

172

ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援（再
掲）

・成人のスポーツ実施率にお
いて女性は男性より低く、特
に20～40代が他の年代に比
べて低い。
・学校卒業後にスポーツ・運
動離れがみられる。

・各スポーツ団体等がそ
れぞれで大会や教室を開
催している。
・地域の課題やニーズに
応じたスポーツ機会の提
供

・地域のスポーツ大会や
特色あるスポーツ大会や
教室の開催への支援を行
う。(R01.5追加）

地域スポーツハブ展開事
業
・地域のニーズや課題に
基づいた、身近な教室や
気軽に参加できるスポー
ツイベントなど、スポーツ
実施のきっかけづくりとな
る取組の実施する。
・各種イベントを行う際に、
女性に焦点を当てた情報
発信を行う。（R02.5追加）

・検討委員会の開催
（※国の中間評価に
より平成28年度で
事業中止）

・検討委員会委員
長からの報告書提
出

・スポーツ教室・大
会の開催への支援

・地域スポーツ
ハブ展開事業に
おける、女性に
焦点を当てた事
業の開催

特色あるスポーツ
大会や教室などの
取組が増加する

女性のスポーツ活
動が活性化する

スポーツ課

173
企業等への外部講師派遣事
業の実施（出前講座事業等）
（再掲）

・働く場での男女間格差やハ
ラスメントの発生

「出前講座」
各種団体等の依頼に応
じ、サポーター講師やソー
レ職員等が講師として、
ハラスメント等に関する講
座を実施

「出前講座」の実施
出前講座の実施数
の確保

ニーズに応じた講
座の内容の充実

ソーレ

2
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

3

)

地
域
・
防
災
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

①
地
域
活
動
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆市町村との連携のもと、自
治会、まちづくり推進協議会
など地域における多様な意
思・方針決定過程への男女
の参画状況の把握に努める
とともに、男女共同参画促進
のための啓発を行います。

◆市町村が行う男女共同参
画の取り組みやＮＰＯとの協
働を支援します。

◆さまざまな地域活動やボラ
ンティア、ＮＰＯ等の活動、地
域おこしやまちづくりなどの場
での男女共同参画課が進む
よう、情報提供や意識啓発、
人材育成の支援を行います。

◆こうち男女共同参画セン
ター「ソーレ」を中心に、女性
団体やＮＰＯなどの活動を支
援するとともに、センター利用
者等のネットワーク化を図り
ます。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

174
人材の育成（地域産業の担い
手）（再掲）

平成28年度
・研修コース数：４１科目実施
・受講者数：延べ3,006人が
受講

平成28年度
・産業人材育成プログラ
ムに基づいた研修・土佐
まるごとビジネスアカデ
ミー（土佐ＭＢＡ）を実施

・イントロダクションセミ
ナー&ガイダンス:１科目
・入門編：11科目
・基礎編：13科目
・応用編：２科目　
・実践編：５科目
・エグゼクティブコース：１
科目
・専門知識・技術：８科目

・土佐ＭＢＡを継続実施。

・県内企業の課題とニー
ズに対応したカリキュラム
のバージョンアップ

・地域での学びの場の充
実

土佐MBAの実受講
者数

　　1,000人/年

各産業分野で働く
方々が研修に多数
参加し、学んだこと
を自身の事業に活
用できるようにな
る。

ココプラ

175
団体等の自主活動支援及び
相互交流の促進（ソーレえい
ど事業等）

地域にける男女共同参画の
遅れ

「ソーレえいど事業」の実
施

「ソーレえいど事業」の実
施

男女共同参画の推
進に資する事業を
実施する団体等を
支援する。

男女共同参画の推
進に資する事業を
実施する団体等の
拡大

ソーレ

176
観光ガイド育成事業による人
材育成

高知県観光ガイド連絡協議
会加盟団体：30団体

県内各地域の観光ボラン
ティアガイド団体の連携
や、質の高いガイド研修
の習得を目的とする研修
会の開催等
委託先：高知県観光ガイド
連絡協議会

引き続き研修会を開催す
るとともに、市町村など関
係機関とガイド団体との
連携強化や連絡協議会
加盟団体の増加に向けて
取り組む
（委託先：高知県観光ガイ
ド連絡協議会）とともに、
地域との連携強化や外国
人観光客の受入態勢整
備などを目指す観光ガイ
ド団体にアドバイザーを派
遣し、地域事業者と連携
したガイドコースの設定な
どに取り組む（H30.5追加）

観光ボランティアガ
イド団体の連携や、
質の高いガイド研修
の習得を目的とする
研修会の開催や市
町村など関係機関
との連携強化や加
盟団体の増加
委託先：高知県観光
ガイド連絡協議会

観光ボランティアガ
イド団体の連携
や、質の高いガイド
研修の習得を目的
とする研修会の開
催や市町村など関
係機関との連携強
化や加盟団体の増
加
委託先：高知県観
光ガイド連絡協議
会

観光ボランティ
アガイド団体の
連携や、質の高
いガイド技術の
習得を目的とす
る研修会の開催
や市町村など関
係機関との連携
強化や加盟団
体の増加に向け
て取り組む（委
託先：高知県観
光ガイド連絡協
議会）とともに、
アドバイザーを
派遣し、地域事
業者と連携した
ガイドコースの
設定などに取り
組む。

観光ボラン
ティアガイド団
体の連携や、
質の高いガイ
ド技術の習得
を目的とする
研修会の開催
や市町村など
関係機関との
連携強化や加
盟団体の増加
に向けて取り
組む（委託先：
高知県観光ガ
イド連絡協議
会）

県内全観光ボラン
ティアガイド団体を
連絡協議会加盟団
体とする。

観光ボランティアガ
イド団体と市町村な
どの関係機関との
連携体制が整って
いる。

観光ボランティアガ
イドのレベルアップ
が図られる。

連絡協議会の加盟
団体が増加し、連
絡協議会の体制が
強化されている。

おもてなし課

２
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

3

)

地
域
・
防
災
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

①
地
域
活
動
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

◆市町村との連携のもと、自
治会、まちづくり推進協議会
など地域における多様な意
思・方針決定過程への男女
の参画状況の把握に努める
とともに、男女共同参画促進
のための啓発を行います。

◆市町村が行う男女共同参
画の取り組みやＮＰＯとの協
働を支援します。

◆さまざまな地域活動やボラ
ンティア、ＮＰＯ等の活動、地
域おこしやまちづくりなどの場
での男女共同参画課が進む
よう、情報提供や意識啓発、
人材育成の支援を行います。

◆こうち男女共同参画セン
ター「ソーレ」を中心に、女性
団体やＮＰＯなどの活動を支
援するとともに、センター利用
者等のネットワーク化を図り
ます。

土佐MBA事業の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

177
高知県防災会議等への女性
の参画（H28.9変更）

高知県防災会議委員
　 　女性委員数　６名
　　　　　（H28.9変更）

高知県防災会議条例の
改正（平成22年12月）によ
り、女性を長とする指定地
方公共機関を追加

避難生活等に女性の視点
が必要なことから、庁内か
ら女性職員を委員として
指名する。（H28.9変更）

・庁内から女性職員
を委員に指名する。
・新たに機関を指定
し定数を増やした場
合には、できるがぎ
り、女性の委員就任
を依頼する。（H28.9
変更）

・庁内から女性職
員を委員に指名す
る。
・新たに機関を指
定し定数を増やし
た場合には、でき
るがぎり、女性の
委員就任を依頼す
る。

・庁内から女性
職員を委員に指
名する。
・新たに機関を
指定し定数を増
やした場合に
は、できるがぎ
り、女性の委員
就任を依頼す
る。（H30.5追
加）

・庁内から女
性職員を委員
に指名する。
・新たに機関
を指定し定数
を増やした場
合には、でき
るがぎり、女
性の委員就任
を依頼する。

・防災に関する意
思決定の場（防災
会議）に女性の意
見を反映できる体
制を整える。

危機管理・防
災課

178
女性防火クラブなど女性によ
る地域防災活動への支援

女性防火クラブとして、相互
の連絡連携を密にし、クラブ
の健全な発展を図るととも
に、より安全で、よりよい地域
社会の実現に資することを目
的とし、各地域で火災予防思
想の普及等に努めている。

女性による地域防災活動
支援
・防火防災の啓発や災害
時の初期消火や後方支
援など地域に根ざした活
動を行っている女性（婦
人）防火クラブを支援して
いる。

女性による地域防災活動
支援
・女性防火クラブのトップ
リーダーの育成、資質の
向上。
・女性防火クラブ間の連
携の強化
・各女性防火クラブの活
動の活性化のための支
援。

女性による地域防
災活動支援
・高知県女性防火ク
ラブ連絡協議会の
行う研修事業等へ
の助成。
・女性防火クラブの
設立、消火、防災訓
練、研修等への助
成。

女性による地域防
災活動支援
・高知県女性防火
クラブ連絡協議会
の行う研修事業等
への助成。
・女性防火クラブの
設立、消火、防災
訓練、研修等への
助成。

女性による地域
防災活動支援
・高知県女性防
火クラブ連絡協
議会の行う研修
事業等への助
成。
・女性防火クラ
ブの設立、消
火、防災訓練、
研修等への助
成。（H30.5追
加）

女性による地
域防災活動支
援
・高知県女性
防火クラブ連
絡協議会の行
う研修事業等
への助成。
・女性防火ク
ラブの設立、
消火、防災訓
練、研修等へ
の助成。
（R2.5追加）

・女性防火クラブ、
クラブ員数の増加

・各女性防火クラブ
での訓練や研修を
活性化し、消防団
や自主防災組織と
の連携を深め、地
域防災力の向上を
図る。

消防政策課

179
ＮＰＯやボランティア活動に関
する情報の提供（ピッピネット
/広報誌など）（再掲）

啓発リーフレット、ガイドブッ
クの配布ほか、ピッピネット
や月に1度のメールで情報提
供している。

ＮＰＯの啓発リーフレット、
ガイドブック等の配布など
による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフレット、
ガイドブック等の配布など
による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフ
レット、ガイドブック
等の配布などによる
広報啓発

ＮＰＯ活動基盤整
備、ＮＰＯ相互交流
の促進

県民生活・男
女共同参画
課

２
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

3

)

地
域
・
防
災
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

②
防
災
分
野
で
の
男
女
共
同
参
画
の
拡
大

◆防災対策に女性の視点を
反映させ、地域防災の取組を
進めます。

◆地域防災への女性のかか
わりを促進します。

◆災害発生時において援護
が必要な方々への適切な支
援対策を進めます。

◆ＮＰＯや災害ボランティア等
への女性の参画の促進のた
めの情報提供を行います。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

180
ＮＰＯやボランティア活動に関
する情報の提供（ピッピネット
/広報誌など）（再掲）

・バーチャルボランティアセン
ター事業
　平成28年度　登録団体数
649団体

・サーバー更新
・HPのリニューアル（H22.
１月）
・HPの管理運営
・新規登録団体の開拓
・広報グッズの作成

・広報グッズ活用等による
ピッピネットの周知
・新規登録団体の開拓
・アンケートの実施
・利用者ニーズに対応した
持続性のあるシステムの
運営

・ピッピネットの周知
及び内容の充実

　こうちボランティ
ア・ＮＰＯ通信｢てを
つなごう｣等を通し
て、ピッピネットをよ
り多くの県民に活
用していただくとと
もに、ユーザーの
ニーズに応じた情
報提供の工夫に努
める。
　団体情報におけ
る情報発信の質の
向上を行いなが
ら、登録団体の拡
充をめざす。

　多くの県民に活用
されている。また、
ユーザーのニーズ
に応じた情報提供
の工夫が進んでい
る。

地域福祉政
策課

181
ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、女性活動団体等の育
成・支援

【高知県社会貢献活動支援
推進計画の取組の推進】
（高知県ボランティア・NPOセ
ンター）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ
経営塾、NPO経営研究会、Ｎ
ＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ＮＰＯフォーラム、ボラン
ティアガイダンス、地域づくり
仕掛け人市、ＮＰＯ会議室貸
出

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティ
ア・NPOセンター）
講座等の学習機会
の提供

第４次計画
策定

NPO、ボランティア
団体、地域の自治
会、スポーツ団体、
女性活動団体等の
育成

県民生活・男
女共同参画
課

182
ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援

・福祉教育・ボランティア学習
実践講座の開催
・地域連携による福祉教育・
ボランティア学習ステップアッ
プ事業の実施
・ボランティアコーディネー
ション機能強化モデル事業
の実施
・ボランティアNPO通信「手を
つなごう」の発行（４，０００
部）

・福祉教育推進事業
・養成研修事業
・広報啓発事業

地域のボランティア活動
の活性化に大きな役割を
果たす市町村社協のボラ
ンティアセンター機能強化
を目指す。

・市町村社協のボラ
ンティアセンターの
機能強化を図る。
・地域でボランティア
学習の推進役とな
る人材を育成。

ボランティア活動に
参加する者の増

新たなボランティア
層の活動の促進

学校と地域が連携
した学習プログラム
を展開し、ボラン
ティアに対する興味
や人と人とのつな
がりの大切さを実
感できる。
地域ごとにボラン
ティア活動に参加し
やすい体制整備、
環境整備を図る。

地域福祉政
策課

２
　
場
を
ひ
ろ
げ
る

(

3

)

地
域
・
防
災
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

②
防
災
分
野
で
の
男
女
共
同
参
画
の
拡
大

◆防災対策に女性の視点を
反映させ、地域防災の取組を
進めます。

◆地域防災への女性のかか
わりを促進します。

◆災害発生時において援護
が必要な方々への適切な支
援対策を進めます。

◆ＮＰＯや災害ボランティア等
への女性の参画の促進のた
めの情報提供を行います。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

183

民間企業等におけるワーク・
ライフ・バランスの推進（高知
家の出会い・結婚・子育て応
援団の創設・取り組み支援）

高知家の出会い・結婚・子育
て応援団の登録数 256団体
（H29.3.31）

○少子化対策推進県民
会議を中心とした官民協
働の県民運動へと展開
・高知家「出会い・結婚・
子育て応援」フォーラム開
催
○「高知家の出会い・結
婚・子育て応援団」を創設
し、官民協働でライフス
テージに応じた取組みを
推進
 ・毎月の取組依頼で応援
団の取組を推進

■少子化対策推進県民
会議を中心とした官民協
働の県民運動へと展開
■「高知家の出会い・結
婚・子育て応援団」を創設
し、官民協働でライフス
テージに応じた取組みを
推進
 ・定期的な取組依頼で応
援団の取組を推進

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加　
Ｒ２　1,100団体
育児休暇・育児休
業取得促進宣言賛
同数の増加　795
団体）

民間企業等におけ
るワーク・ライフ・バ
ランスの推進企業
をはじめ、社会全
体で子育てにやさ
しい環境づくりが進
む

少子対策課

184
経済団体等と連携した女性の
登用・継続就業の促進（女性
登用等促進事業）（再掲）

・セミナー等の実施により、女
性の活躍に関する意識の醸
成は進みつつある。

・中小企業での意識が遅れ
気味、管理職や働く女性双
方の意識が不十分。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・経営層、管理職層など、
幅広い層への啓発

・女性が働きやすい職場
づくりに向けたニーズ調査

・ワークライフバランスの
働きかけ

・女性がライフス
テージや希望に応
じて働き続けられて
いる。

県民生活・男
女共同参画
課

185
民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施（再掲）

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・イクボスなどをテーマに
したトップセミナー開催

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・女性活躍推進法に定め
る事業主行動計画の策定
支援（H29.5追加）

・民間主導による女
性の活躍推進の動
きが醸成されてい
る。

・女性が働きやす
い職場づくりが進ん
でいる。

県民生活・男
女共同参画
課

186
民間企業等における女性の
活躍を促進するための啓発
や表彰制度の実施

高知家の出会い・結婚・子育
て応援団の登録数 256団体
（H29.3.31）

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・期間、ターゲットを絞っ
たキャンペーンの実施
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ワイフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介や表彰等）

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ワイフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介等）

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加　
Ｒ２　1,100団体
育児休暇・育児休
業取得促進宣言賛
同数の増加　795
団体）

民間企業等におけ
るワーク・ライフ・バ
ランスの推進企業
をはじめ、社会全
体で子育てにやさ
しい環境づくりが進
む

少子対策課

187
イクボスの県内普及による意
識啓発（再掲）

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・イクボスなどをテーマに
したトップセミナー開催

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・民間企業等での
女性の登用やワー
クライフバランスの
推進の機運が醸成
されている。

県民生活・男
女共同参画
課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

①
男
女
が
と
も
に
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り

◆働きやすい職場づくりを進める
ため、経済団体との連携等官民
協働により、仕事と家庭生活を

両立できる職場風土の醸成を進
めます。

少子化対策推進県民会議（総会・４部会）の開催

官民協働でライフステージに応じた取組みを推進

○少子化対策推進県民会議を中心とした官民協働の県民運動へと展開

○「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」の推進

キャンペーンの実施、フォーラムの開催、各種広報手段を活用した広報・啓発

○子育て等を応援する機運の醸成

少子化対策推進県民会議（総会・４部会）の開催

官民協働でライフステージに応じた取組みを推進

○少子化対策推進県民会議を中心とした官民協働の県民運動へと展開

○「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」の推進

フォーラムの開催、各種広報手段を活用した広報・啓発

○子育て等を応援する機運の醸成
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

188

◆子育てしやすい環境づくりに積
極的に取り組み企業を認証し、
広く紹介することにより企業の自
主的な取り組みを促します。

ワークライフバランス推進企
業認証制度（次世代育成支
援企業認証制度をH29.6.1改
正）の広報・普及促進（再掲）

・一般事業主行動計画策定
届出件数：427件（平成28年3
月末）
高知県次世代育成支援企業　
148社（平成27年3月末）

・2,142件以上、企業を訪
問し、次世代育成支援企
業認証制度の広報を実施
（一般事業主行動計画を
含む）

・認証制度の普及

・関係法令の改正に対す
る企業への周知

・訪問企業の拡充に
伴う認証企業の増
加

名称を「高知県
ワークライフバラン
ス推進企業認証制
度」に変更

「次世代育成支
援部門」「女性
の活躍推進部
門」など５部門を
設ける。

・「高知家」健
康経営宣言企
業や育児休
暇・育児休業
取得促進宣言
企業を中心に
訪問
・認証更新の
事務手続きの
簡素化

認証企業数：400社
（H31年３月末）

・認証制度の普及　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・訪問企業の拡充
に伴う認証企業の
増加

雇用労働政
策課

189
労働関係法令等の広報・啓
発・周知（再掲）

企業への男女雇用機会
均等法周知やセクハラ防
止などを目的にセミナーを
実施

企業への男女雇用機会
均等法周知やセクハラ防
止などを目的に、労働局
と連携し、セミナーを継続
実施

セミナー開催や訪問
による企業への啓
発や課のホーム
ページなどを通じた
啓発を行う。

セミナー開催や訪
問による企業への
啓発や課のホーム
ページなどを通じ
た啓発を行う。

セミナー開催や
訪問による企業
への啓発や課
のホームページ
などを通じた啓
発を行う。

セミナー開催や
訪問による企業
への啓発や課の
ホームページな
どを通じた啓発を
行う。

雇用労働政
策課

190
高知県中小企業等融資制度
の周知

中小企業制度金融貸付事業
費（H23.４月より産業活性化
融資として一本化）

制度の周知に努めてき
た。

「高知県次世代育成支援
企業（H２９年６月より高知
県ワークライフバランス推
進企業）」認証企業の取
組の資金面からの支援
（高知県信用保証協会に
支払う保証料の一部を補
給する）

「高知県次世代育成
支援企業（H２９年６
月より高知県ワーク
ライフバランス推進
企業）」認証企業の
取組の資金面から
の支援（高知県信用
保証協会に支払う
保証料の一部を補
給する）

経営支援課

191
県職員の育児休業等の取得

促進

知事部局
育児休業取得率

　　　　女性　　男性
H22　　100%　　6.8%
H23　　100%　　4.6%
H24　　100%　　9.4% 
H25　　100%　　9.8%
H26　　100%　　6.2%
H27　　100%　 10.3%
H28　　100%　 11.1%
H29　　100%　 16.9%
H30　　100%　　9.1%
R元　　100%    18.0%

○県職員の育児休業等
の取得促進
　平成１７年３月に策定し
た「次世代育成支援行動
計画」に基づき、次により
制度等の周知を図ってい
る。
・イントラネット上におい
て､育児休業制度、育児
休業体験談等を掲載
（H25.2）
・特に男性職員に対して、
所属長から制度を直接説
明
・庁内メールで定期的に
制度等を案内（H24.9～）
・意見交換会を開催し、職
員の意見を聞き取り

男性職員の育児休業制
度等に対する認識を高め
るため、さらに周知に努め
る。

○県職員の育児休業
等の取得促進
　「高知県職員子育て
サポートプラン」に基
づき、次のとおり制度
等の周知を図ってい
る。
・イントラネット上にお
いて､育児休業制度、
育児休業体験談等を
掲載（H25.2～）
・特に男性職員に対し
て、所属長から制度を
直接説明
・庁内メールで定期的
に制度等を案内
（H24.9～）
・意見交換会を開催
し、職員の意見を聞き
取り
・結婚や子育てに関す
る意識についてアン
ケート調査を行う。

育児と家庭生活を
両立できる職場環
境づくりに務める。

高知県職員である
と同時に父親や母
親という立場にもあ
る職員が、しっかり
と大切な子どもたち
を育てることができ
ること。

行政管理課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

①
男
女
が
と
も
に
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り

◆子育て・介護による休業など
働きやすい職場づくりに向けた

制度を広く周知します。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

192
県職員の育児休業等の取得

促進

　県職員(教育委員会事務局
　(派遣職員を含む）)

　　　 女性　　 男性
H22　100%　　    0%
H23　100%　　    0%
H24  　50%　  　  0% 
H25　100%　　    0%
H26　100%　   　 0%
H27　　－%　　　 0%
H28　100%　　　  0%
H29　100%　　33.3%
H30　100%　　25.0%
R元　集計中（R2.7月公表）

○県職員の育児休業等
の取得促進
　　平成１７年３月に策定
した「次世代育成支援行
動計画」に基づき、次によ
り制度等の周知を図って
いる。
　・イントラネット上におい
て､育児休業制度、育児
休業体験談等を掲載
（H25.2）
　・特に男性職員に対し
て、所属長から制度を直
接説明
　・27年9月に「子育て休
暇・休業のしおり」を改正
し、職員へ周知。
　・28年２月に知事部局が
開催する「高知県職員サ
ポートプラン」に基づく意
見交換会を案内

男性職員の育児休業制
度等に対する認識を高め
るため、さらに周知に努め
る。

○県職員の育児休業
等の取得促進
　「高知県職員子育て
サポートプラン」に基
づき、次のとおり制度
等の周知を図ってい
る。
・イントラネット上にお
いて､育児休業制度、
育児休業体験談等を
掲載（H25.2～）
・特に男性職員に対し
て、所属長から制度を
直接説明
・知事部局が開催する
意見交換会を案内
（H28.2～）

育児と家庭生活を
両立できる職場環
境づくりに務める。

高知県職員である
と同時に父親や母
親という立場にもあ
る職員が、しっかり
と大切な子どもたち
を育てることができ
ること。

教育政策課

193

・女性教職員が育児休業を
全員取得している一方で、男
性教職員の育児休業取得者
は少数ですが、取得期間は２
か月～１年程度と比較的長
期間取得しています。
・男性教職員の育児のため
の休暇（※）（付与日数：５
日）も取得率が低く、平均取
得日数も付与日数の半数を
やや上回る程度です。

・教職員子育てサポートプ
ランを県立学校及び市町
村教委へも通知。
・取組状況や実績値（育
児休業取得者数等）を把
握し、ＨＰ上で公表

・男性教職員の育児休業
等の取得率が低いのは、
制度の認知度が低いこと
も、要因の一つではない
かと思われるため、制度
の周知を行います。特に
子どもが産まれた時の配
偶者の出産休暇等の取
得を促進します。

・新規採用者研修に
おいて制度の周知
を行います。
・ＨＰに育児休業や
育児短時間勤務を
利用した男性教職
員の体験談等を掲
載し、男性教職員の
育児参加の促進に
努めます。

・H29.4月発行「活
力ある学校づくり
（改訂版）」を活用
した制度の周知を
行います。

・H30.３月発行
「育児・介護の
ための両立支援
ハンドブック」を
活用した制度の
周知を行いま
す。

◯育児休業及び育
児短時間勤務
(H27～R元のプラ
ン）
希望する全員
（R2～R6のプラン）
育児休業取得率
男性：R4年度末ま
でに30％、R6年度
末までに50％
女性：100％（R6年
度末時点）

◯配偶者の出産休
暇及び男性職員の
育児参加休暇
子どもの生まれた
男性教職員全員が
（H27～R元のプラ
ン）
１日以上休暇を取
得（取得率100％）
（R2～R6のプラン）
あわせて5日以上
取得（取得率
100％）

教職員であると同
時に父親や母親と
いう立場にもある教
職員が、公務に精
励しつつ、仕事と生
活の調和を図りな
がら、次代を担う大
切な子どもたちを
健やかに産み育て
ることができる環境
づくりを目指しま
す。

教職員・福利
課

194

「女性警察職員活躍等の推
進のための行動計画」の策
定により、男性警察職員の家
庭生活への参加を促すた
め、各種休暇の取得促進を
図っている。

○子育てに関する休暇制
度等について周知させる
ため、「子育て休暇・休業
のしおり」を作成、配布
○幹部職員及び男性職員
に対し、ワークライフバラ
ンスに関するアンケート調
査を実施

○育児をする職員に対す
る職場の理解を深める施
策の推進
○各種休暇制度の奨励
○育児休業からの職場復
帰支援制度の利用促進を
図る。（H29.5追加）
○「高知県警察における
女性警察職員活躍等の
推進のための行動計画」
を見直し、H29.7月一部改
正
（H29.9追加）

○育児をする職員
に対する職場の理
解を深める施策の
推進
○各種休暇制度の
奨励

○育児をする職員
に対する職場の理
解を深める施策の
推進
○各種休暇制度の
奨励
○育児休業からの
職場復帰支援制度
の利用促進を図
る。（H29.5追加）

○配偶者出産休暇　
取得率100％　取
得日２日以上
○育児参加休暇　
取得率100％　取
得日２日以上

・育児休業等の制
度について、希望
する職員が遠慮す
ることなく、利用で
きる職場環境の構
築
・男性職員の育児
休業取得の促進を
図る。
（R2.05追加）

警務課
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き
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す
い
職
場
づ
く
り

◆子育て・介護による休業など
働きやすい職場づくりに向けた
制度を広く周知します。

県職員の育児休業等の取得
促進

高知県警察における女性警察職員

活躍等の推進のための行動計画に

基づき推進

（H28.3策定、H30.7一部改正）
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目標事業量 目指すべき姿
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マ
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取
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195
県職員への介護休業制度の
周知

知事部局
介護休暇取得数
　　　　女性　　男性
H22　　1名　　　1名
H23　　1名　　　0名
H24　　1名　　　1名
H25　　1名　　　0名
H26　　3名　　　1名
H27　　1名　　　1名
H28　　2名　　　1名
H29　　0名　　　0名

・イントラネット上において
介護休暇制度の周知

・イントラネットによる周知
・イントラネットによ
る周知

介護休暇を取得で
きる職場環境づくり
に努める。

行政管理課

196
県職員への介護休業制度の
周知

　県職員(教育委員会事務局
　(派遣職員を含む）)
　　　　女性　　男性
H22　 0名　　 0名
H23　 0名      0名
H24　 0名      0名　
H25　 0名      0名
H26　 0名      0名
H27　 0名      0名
H28　 0名　　 0名
H29　 0名　　 0名
H30　 1名　　 1名
H31　 0名　　 2名

・イントラネット上において
介護休暇制度の周知

・イントラネットによる周知
・イントラネットによ
る周知

介護休暇を取得で
きる職場環境づくり
に努める。

教育政策課

197
県職員への介護休業制度の
周知

制度の理解は一定進んでお
り、介護休業の取得が必要
な教職員はその都度、取得
できていると思われる。

・教職員・福利課ホーム
ページに次世代育成支援
に関わる制度について掲
載
・管理職からの職員への
制度説明、声掛け。

・管理職や校務分掌の長
の仕事の分掌についての
配慮と、同僚が育児休業
等の取得について十分理
解し、協力する職場環境
の醸成。

・再度の制度周知と
制度利用者への理
解と協力を進める。

・H29.4月発行「活
力ある学校づくり
（改訂版）」を活用
した制度の周知を
行います。

・H30.３月発行
「育児・介護の
ための両立支援
ハンドブック」を
活用した制度の
周知を行いま
す。

希望する教職員全
員が取得できる。

全ての教職員に
とって、仕事と家庭
生活（家事・子育
て・介護等）を両立
しやすい職場環境
づくりを目指しま
す。

教職員・福利
課

198
県職員への介護休業制度の
周知

「女性警察職員活躍等の推
進のための行動計画」の策
定により、介護休業等の制度
を利用する職員への理解を
深め、互いに協力し合える職
場環境づくりに努めている。

○仕事と介護を両立する
ため、介護休暇制度に関
する「介護のしおり」を作
成し、全職員に周知して
いる。
○幹部職員及び男性職員
に対し、ワークライフバラ
ンスに関するアンケート調
査を実施

○全職員に対し、介護休
暇制度に関する警務課レ
ターの配布を行うなど、制
度を利用する職員への理
解を深め、互いに協力し
合える職場環境づくりに
取り組む。
○「高知県警察における
女性警察職員活躍等の
推進のための行動計画」
を見直し、H29.7月一部改
正
（H29.9追加）

全職員に対し、介護
休暇制度に関する
警務課レターの配
布を行うなど、制度
を利用する職員へ
の理解を深め、互い
に協力し合える職場
環境づくりに取り組
む。

・介護面談シートの
導入により、職員
から介護休業等に
ついて申し入れが
あれば、所属の体
制について見直し
を実施し必要な期
間取得させる。
(R2.5追加）

・介護休業等の制
度について、希望
する職員が遠慮す
ることなく、利用で
きる職場環境の構
築

警務課

199 福祉介護就労環境改善事業
○福祉機器の導入支援
　平成28年度34事業所

○福祉機器の導入支援を
行うとともに、活用方法に
ついての研修を実施

○福祉機器の導入支援
及び活用方法の研修を引
き続き実施
○介護ロボットやICTの導
入支援と活用方法の検証
を行う

福祉機器等の導入
増加

就労環境が改善
し、離職率が低下
する。

地域福祉政
策課

３
　
環
境
を
整
え
る

①
男
女
が
と
も
に
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り

◆子育て・介護による休業など
働きやすい職場づくりに向けた
制度を広く周知します。

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

福祉機器等の導入による離職防止

高知県警察における女性警察職員活躍等の推進

のための行動計画に基づき推進

（H28.3策定、H30.7一部改正）
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

200

①
男
女
が
と
も
に

働
き
や
す
い
職
場

づ
く
り

◆子育て・介護による休業など
働きやすい職場づくりに向けた
制度を広く周知します。

人材定着・離職防止支援事
業

○平成27年度離職率15.８%

・職員の定着と他職種へ
の人材流出防止のため、
新任職員合同入職式や
フォローアップ研修等を実
施

・福祉・介護事業所認証
評価制度を通じた魅力あ
る職場作りの推進

参加事業所及び認
証事業所の増加

働きやすい職場が
増え、離職率の低
下、新たな人材の
参入が進む。

地域福祉政
策課

◆生産性を向上させる設備投資
の支援をすることで、子育て・介
護による休業など働きやすい職
場づくりに向けた制度を広く周知
します。

高知県中小企業設備資金利
子補給制度の周知

平成30年度より高知県中小
企業設備資金利子補給制度
を創設

「高知県次世代育成支援
企業（H２９年６月より高知
県ワークライフバランス推
進企業）」認証企業の取
組の資金面からの支援
（高知県信用保証協会に
支払う保証料の一部を補
給する）

「高知県ワーク
ライフバランス
推進企業」認証
企業の取組を資
金面から支援
（設備投資に係
る利子の一部を
補給する）

経営支援課

201

◆子育ての援助を受けたい人と
援助を行いたい人がそれぞれ会
員登録し、会員間で子育ての助
け合いを行う、地域の支え合い
による子育て支援であるファミ
リー・サポート・センターについ
て、県内全域での普及を進めま
す。

地域の支え合いによる子育て
支援の充実（ファミリー・サ
ポート・センター事業）

県内に1市1町での実施
県内全域での普及が進ん
でいない状況

・高知版ファミリー・サポー
ト・センター設置への支援
・会員増に向けた県によ
る制度のＰＲ、提供会員に
なるための研修の実施

・高知版ファミリー・
サポート・センター
設置への支援
・会員増に向けた県
による制度のＰＲ、
提供会員になるた
めの研修の実施

高知市周辺及び県
東西の支部を中心
に県内全域での開
設（13市町）を目指
す

高知市周辺及び県
東西の支部を中心
に県内全域での開
設（13市町）を目指
す

県民生活・男
女共同参画
課

202
保護者ニーズに柔軟に対応
可能な多機能型保育事業を
推進（H29.5修正）

少子化、核家族化等により就
労形態や価値観の多様化な
ど生活習慣が変化する中、
人と人との結びつきや地域で
子どもを育てていくという連
帯意識が希薄になってきて
いる。

（H28年度からの新規事
業）

保育事業を中心に、地域
の高齢者や子育て世代な
どの交流を図りながら、と
もに支えあい、地域ぐるみ
での子育て支援を充実さ
せることが可能な多機能
型の保育事業を推進す
る。（H28.9追加）（H29.5修
正）

・小規模保育事業所
等　２カ所

・小規模保育事業
所等
　10か所
・保育所等
　30か所

　保育所等を中心
に、保育者や高齢
者等の地域の子育
て経験者、子育て
世帯が交流できる
場づくりを推進し、
子育て相談や子育
てに関する教室の
開催など、様々な
交流事業が展開さ
れる。

幼保支援課

203
延長保育、病児保育、一時預
かり事業への支援の充実

・乳児保育実施市町村数
　２９市町村
・延長保育実施か所数
　１４１か所
・休日保育実施か所数
　１１か所
・病児保育実施か所数
　１０か所
・一時預かり実施か所数
　２１市町８５か所

・多様な保育ニーズへの
対応継続

子ども・子育て支援新制
度の施行に向けて市町村
が実施した保育サービス
のニーズ調査の結果に対
応した保育サービスの提
供ができるよう支援してい
く

・乳児保育実施市町
村数
　３０市町村
・延長保育実施か所
数
　１４２か所
・休日保育実施か所
数
　１２か所
・病児保育実施か所
数
　１１か所
・一時預かり実施か
所数
　２３市町村８７か所

・乳児保育実施市
町村数　全市町村
・延長保育実施か
所数　１４９か所
・休日保育実施か
所数　１５か所
・病児保育実施か
所数　１７か所
・一時預かり実施
か所数　３４市町村
１００か所以上

子どもの健やかな
育ちのために、県
内どこにいても質
の高い保育・教育
を受けることができ
るようになってい
る。

幼保支援課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

②
地
域
に
お
け
る
子
育
て
・
介
護
支
援
の
充
実

◆保育所、認定こども園等の
整備を進めるとともに、延長
保育や病児保育、また、保護
者ニーズに柔軟に対応可能
な家庭的保育事業など様々
な保育サービスの充実に取り
組みます。

職場環境の改善による離職率の低下

保育サービスの充実を支援

認定こども園への円滑な移行

多機能型保育事業の推進（H29.5修正）
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

204 院内保育所運営支援事業

医療従事者の離職防止、再
就職の促進及び「病児等保
育」の実施を図るため、医療
法人が運営する院内保育所
24か所及び公的病院が運営
する3か所に対して補助を
行っている。

病院に勤務する医療従事
者及び事務職員等の児を
預かる「病児等保育」の実
施に対して補助を行う。

「病児等保育」の継続的な
実施及び支援の継続

補助交付決定先：
医療法人運営　24か所
公的病院　3か所

補助交付決定先：
医療法人運営　23か所
公的病院　４か所

補助交付決定先：
医療法人運営 23
か所
公的病院　４か所

補 助 交 付 決 定
先：
医 療 法 人 運 営
22か所
公的病院　４か所

補 助 交 付 決 定
先：
医 療 法 人 運 営
21か所
公的病院　３か所

病院に勤務する医
療従事者が子育て
する環境が整って
いる。

医療政策課

205
放課後の子どもの居場所づく
りと学び場の充実（放課後子
ども総合プラン推進事業）

・放課後子ども総合プラン実
施校率（小学校）
 Ｈ２７年度　　93％

・放課後の子どもの居場
所や学びの場の充実

放課後の子どもたちの
安全・安心な居場所づくり
や学びの場の充実を図る
ために、放課後児童クラ
ブや放課後子ども教室の
設置を促進するとともに、
地域の方々の参画を得た
放課後のさまざまな活動
を支援
(H28.9月追加）

・放課後子ども総合
プラン実施校率（小
学校） 93.8％

・放課後子ども総
合プラン実施校率
（小学校） 94.3％

・放課後子ども
総合プラン実施
校率（ 小学校 ）
95.8％

放課後児童クラブ
や放課後子ども教
室の実施校率（小
学校）
95％

放課後児童支援員
の育成
500人

学校と地域の連携
により、放課後にお
いて子どもたちがよ
り安全で健やかに
育まれるとともに、
放課後の学びの場
において、子どもを
たちが学ぶ力を身
につける風土がで
きている。

生涯学習課

206 広報誌による啓発推進

・家庭における現実の夫婦の
役割分担
　夫と妻が共同で家計を支
え、共同で家事・育児を分担
する場合　18.9％
・家事労働時間
　女性の平均　152分
　男性の平均　23分

ソーレを中心に、ソーレ広
報誌（ソーレ・スコープ、メ
ルマガ）、各種講演研修
会の開催。県の広報手段
（広報誌、ラジオ）を活用
しての周知

こうち男女共同参画セン
ターを拠点として、広報誌
作成や講演、研修会の開
催等啓発事業の他、図書
等利用ＰＲ事業を実施。
県広報誌などによる周
知。

ソーレを拠点とした
広報活動、県広報
誌などによる広報活
動

県民意識調査

対前年程度の広報
事業量の確保

男女共同参画平等
意識の向上

県民生活・男
女共同参画
課

207
ひとり親家庭等自立支援事業
（再掲）

（H27年度末）
〇ひとり親家庭自立支援セ
ンターにおいて自立に向けた
支援
・相談件数 1111件
・就職決定者　60人
・移動相談実施数 21回
・求人登録件数 545件
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定就職者数　2人
○ひとり親家庭の親に対し職
業訓練等を受ける際の生活
費等の給付
・給付人数 10件

〇ひとり親家庭自立支援
センターにおいて自立に
向けた支援
○ひとり親家庭の親に対
し職業訓練等を受ける際
の生活費等の給付
○ひとり親家庭の親の学
び直しを支援するため、
高卒認定試験合格のため
の講座の受講費用の一
部を補助
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

○ひとり親家庭等就業・
自立支援センターの体制
強化を行い、就業実績の
向上
○ひとり親家庭の親に対
し職業訓練等を受ける際
の生活費等の給付
○ひとり親家庭の親及び
子の学び直しを支援する
ため、高卒認定試験合格
のための講座の受講費用
の一部を補助
○高等職業促進資金貸
付事業の創設
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

〇ひとり親家庭自立
支援センターにおいて
自立に向けた支援
○ひとり親家庭の親に
対し職業訓練等を受
ける際の生活費等の
給付
・高等職業訓練促進
給付金の支給期間の
上限の延長（２４か月
→３６月）、対象資格
の拡大（歯科衛生士、
美容師、理容師、社会
福祉士、製菓衛生師、
調理師を新たに追加）
・自立支援教育訓練
給付金の支給割合を
２０％から６０％に変
更
○ひとり親家庭の親
及び子の学び直しを
支援するため、高卒認
定試験合格のための
講座の受講費用の一
部を補助
○高等職業促進資金
貸付事業
○母子父子寡婦福祉
のしおりをひとり親家
庭及び関係機関へ配
布

○ひとり親家庭の
親に対し職業訓練
等を受ける際の生
活費等の給付
・高等職業訓練促
進給付金の対象資
格拡大（栄養士、
自動車整備士、臨
床工学技士を新た
に追加）
・自立支援教育訓
練給付金が雇用保
険法の一般教育訓
練給付金との併用
が可能に

・就職率　60.0%
・移動相談回数
　　　　　　　　25回
・求人登録件数　
　　　　　　　　600件
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定によ
　る就職者数　
                   15人

ひとり親家庭等が
自立し、安心して暮
らせる環境づくりが
進んでいる

児童家庭課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

②
地
域
に
お
け
る
子
育
て
・
介
護
支
援
の
充
実

◆子どもが安全で安心して過ご
せる放課後の居場所づくりなど
様々な子育て支援策を充実する
とともに、ひとり親家庭など厳し
い環境にある子ども・保護者へ
の支援を強化します。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

208
母子父子寡婦福祉資金貸付
事業（再掲）

（H27年度末）
○母子家庭の母、父子家庭
の父、寡婦に各種資金を貸
付
・貸付件数　66件
・貸付金額　37,698,860 円
○母子父子寡婦福祉のしお
りをひとり親家庭及び関係機
関へ配布

○要件を満たす貸付申請
者（母子家庭の母、父子
家庭の父、寡婦）から提
出された申請書の審査、
適正な貸付の実施
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

○母子家庭の母、父子家
庭の父、寡婦に各種資金
を貸付
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布
○周知方法の拡大
（H29.4追加）

○母子家庭の母、父
子家庭の父、寡婦に
各種資金を貸付
○母子父子寡婦福祉
のしおりをひとり親家
庭及び関係機関へ配
布

制度の周知度の向
上

ひとり親家庭等が
自立し、安心して暮
らせる環境づくりが
進んでいる

児童家庭課

209
子育て支援に係る広報・啓発
等の推進

・子育て応援の店登録店舗
　553件（H29．3末現在）

・「こうちプレマnet」での情報
発信（イベント情報等への掲
載）アクセス数　99.180件
月平均アクセス数　8,265件
（H29..3月末現在）

・核家族化の進行や働き方
の多様化による子育てへの
不安感・負担感の増大

○高知家の出会い・結婚・子
育て応援団の登録数 256団
体（H29.3.31）

○子育て応援事業
　（H28年度）
　冊子の配布13000部
　店頭ポスター配布4000
部
○プレマnet
　父親の育児参加へのア
ドバイス等をメルマガで配
信
○子育て応援広報紙
　「大きくなあれ」
　父親の育児参加をテー
マにした特集記事の掲載
○子育て出前講座
　　H28年度　３回開催
（７╱30、 11╱14、  12╱
17）
○子育て等を応援する機
運の醸成
・高知家「出会い・結婚・
子育て応援」フォーラムの
開催
・好事例企業表彰

■子育て応援の店
・事例集を活用した店舗
開拓
・HP改修：検索機能の充
実

■各種広報手段を活用し
男性の育児参加を促す情
報の提供など
　　・出産・子育て応援
      サイト
　　　「こうちプレマnet」
　　・子育て応援情報紙
　　　「大きくなあれ」
■子育て出前講座

■子育て等を応援する機
運の醸成
　・少子化対策県民運動
推進フォーラムの開催
　・各種広報手段を活用し
た広報・啓発の充実
　・少子化対策推進県民
会議と連携した取り組み
の充実（子育て支援や
ワーク・ライフ・バランスの
推進などの好事例の取組
紹介等）

子育て応援の店登
録数650店舗

プレマnet月平均ア
クセス数3,000件
(R2.5修正 )

子育て出前講座
年間4ヶ所以上で
開催(R2.5修正 )

子育て支援やワー
ク・ライフ・バランス
の推進に取り組む
企業や団体の増加
（高知家の出会い・
結婚・子育て応援
団の登録数の増加
H31　770団体）
　（H29.3修正）

子育て家庭に子育
て支援や相談窓口
を利用するための
情報が届いている

働きながら子育てし
やすい環境づくり

児童家庭課
少子対策課

210 子育て家庭応援事業の促進
協賛事業所521店舗登録
（H27.3 末現在）

○応援の店冊子配布
　　15,000冊
○事業のPR

■応援の店HP改修
　検索機能の見直し
■協賛店舗店頭ポスター
の　配布と掲示促進
■事業のPR
■協賛事業所登録の呼び
かけ　
■より活用しやすい仕組
みの検討

すべての市町村に協
賛事業所が登録され
ている

どの市町村でも協
賛店からのサービ
スが受けられる

児童家庭課

211

地域における子育て支援の
充実（男女共同参画に関する
講演・講座、地域子育て支援
拠点等運営事業等）

地域における子育て支援策
の不足

・子育て世代対象講座の
開催

・子育て世代対象講座の
開催
　子育て応援講座

　防災教室

子育て世代対象
の講座を実施す
る。

安心して出産・子
育てができる社
会の実現

ソーレ

212

地域における子育て支援の
充実（男女共同参画に関する
講演・講座、地域子育て支援
拠点等運営事業等）

地域子育て支援センターの
設置状況　　２３市町村  ４５
施設

○高知家の出会い・結
婚・子育て応援コーナー
における支援センター機
能のバックアップ
　H28年度
子育て支援センターへの
出張相談件数　
31ヶ所139件

■高知家の出会い・結
婚・子育て応援コーナー
機能を活かした地域子育
て支援センター機能の
バックアップ

応援コーナーにおけ
る妊娠出産子育てに
関する相談件数年間
200件以上

すべての子育て支
援センター等の拠
点ににおいて、子
育てに関する相談
に対応できる体制
が整っている。

児童家庭課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

②
地
域
に
お
け
る
子
育
て
・
介
護
支
援
の
充
実

◆子どもが安全で安心して過ご
せる放課後の居場所づくりなど
様々な子育て支援策を充実する
とともに、ひとり親家庭など厳し
い環境にある子ども・保護者へ

の支援を強化します。

○高知家の出会い・結婚・子育て応援コー

・協賛事業所登録の呼びかけ　　　　　　　　　　　・協賛事業所新規開拓（事例集配布）

・冊子の見直し及び配布　→H30以降廃止　→　・応援の店HP検索機能見直し

・より効果的な仕組みの検討

地域の子育て支援拠点等に出向き、子育て支援の取組を支援・強化

冊子の見直し⇒配布　協賛店舗店頭ポスターの作成・配布・掲示促進

ニーズ調査

事例集作成

店舗開拓

HP改修

○子育て応援事業

取組の周知　及び　広報活動

フォーラムの開催、各種広報手段を活用した広報・啓発

○子育て等を応援する機運の醸成

○プレマnet

子育て支援のための情報を随時発信　市町村による取組情報も反映

▸プレマnet改修　情報内容の充

実
○「大きくなあれ」　

年間4回　4万部発行　H29年度末で廃止

○子育て出前講座

企業・団体の職員に対し、子育てに関する講座を随時開催
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

213 子育て短期支援事業

（H27年度）
9市町村が高知県地域子ど
も・子育て支援事業費補助
金及び子ども子育て支援交
付金（国）を利用して実施

（H26年度）
8市町村が高知県地域子
ども・子育て支援事業費
補助金及び子ども子育て
支援交付金（国）を利用し
て実施

補助金を活用していない
市町村の事業実施状況
の把握を行い、補助金の
有効な活用について周知
を図る

補助金を活用してい
ない市町村の事業
実施状況の把握を
行い、補助金の有
効な活用について
周知を図る

子ども及び子どもを
養育しているものに
必要な支援を行う
ことができている

児童家庭課

214 乳児家庭全戸訪問事業

（H27年度）
19市町村が高知県地域子ど
も・子育て支援事業費補助
金及び子ども子育て支援交
付金（国）を利用して実施

（H26年度）
18市町村が高知県地域
子ども・子育て支援事業
費補助金及び子ども子育
て支援交付金（国）を利用
して実施

補助金を活用していない
市町村の事業実施状況
の把握を行い、補助金の
有効な活用について周知
を図る

補助金を活用してい
ない市町村の事業
実施状況の把握を
行い、補助金の有
効な活用について
周知を図る

子ども及び子どもを
養育しているものに
必要な支援を行う
ことができている

児童家庭課

215 養育支援訪問事業

（H27年度）
14市町村が高知県地域子ど
も・子育て支援事業費補助
金及び子ども子育て支援交
付金（国）を利用して実施

（H26年度）
14市町村が高知県地域
子ども・子育て支援事業
費補助金及び子ども子育
て支援交付金（国）を利用
して実施

補助金を活用していない
市町村の事業実施状況
の把握を行い、補助金の
有効な活用について周知
を図る

補助金を活用してい
ない市町村の事業
実施状況の把握を
行い、補助金の有
効な活用について
周知を図る

子ども及び子どもを
養育しているものに
必要な支援を行う
ことができている

児童家庭課

216
子育て講座（地域子育て支援
事業）

地域子育て支援センターの
設置状況　　２３市町村  ４５
施設

子育てサークル（県登録）数
４７団体

○4団体に委託45ヶ所で
実施（H28年度）
　リトミック、絵本の読み
聞かせ、おもちゃ遊び、幼
児体育などをテーマに、
身近な地域で親支援の機
会を確保

■子育て講座
　地域の子育て支援の拠
点等に に出向いて子育て
に必要な知識を学ぶ機会
を提供

子育て講座
年間30ヶ所以上で実
施(H31.4見直し）
（高知市と認定こども
園を対象外とたため
変更）

アンケート実施が難
し状況となりH29から
アンケート廃止

すべての子育て支
援センター等の拠
点ににおいて、子
育てに必要な知識
を得ることができる
機会が確保されて
いる

児童家庭課

217
地域包括ケアシステムの構
築（介護サービスの充実・確
保）

・半数以上の県民が介護が
必要となっても住み慣れた自
宅や地域での生活を希望
・中山間地域では、訪問等の
効率が悪いため、必要な介
護サービスが十分提供され
ていない。

【在宅で要介護者も家族
も安心して暮らせるしくみ
づくり】
・中山間の介護サービス
確保対策
・市町村が実施する住宅
等改造補助事業への助
成と、適切な改造に向け
た専門知識を持ったアド
バイザーの派遣

【在宅で要介護者も家族
も安心して暮らせるしくみ
づくり】
・中山間の介護サービス
確保対策
・市町村が実施する住宅
等改造補助事業への助
成と、適切な改造に向け
た専門知識を持ったアド
バイザーの派遣

・介護保険事業支援
計画・高齢者保健福
祉計画の実施(29.9
修正）

・地域の実情に応じ
て必要な介護サー
ビスが受けられる

高齢者福祉
課

218 相談体制の充実
・高齢者総合相談センターにお
いて相談に応じている。

・高齢者に関するさまざま
な相談に対し高齢者総合
相談センターを開設し、相
談に応じている。
・認知症コールセンターを
設置し、認知症の方やそ
の家族の相談に応じてい
る。

・高齢者総合相談セン
ター及び認知症コールセ
ンターについて、住民へ
の周知及び相談体制の更
なる充実

・高齢者総合相談窓
口及び認知症コー
ルセンターについ
て、住民への周知
及び相談体制の更
なる充実
(29.9修正）

・地域住民への周
知により相談窓口
の認知度が高ま
り、相談件数が増
加する

高齢者福祉
課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

②
地
域
に
お
け
る
子
育
て
・
介
護
支
援
の
充
実

◆子どもが安全で安心して過ご
せる放課後の居場所づくりなど
様々な子育て支援策を充実する
とともに、ひとり親家庭など厳し
い環境にある子ども・保護者へ

の支援を強化します。

◆介護における男女の共同参画
を促すとともに、介護負担の軽減

に向けた支援策を充実させま
す。

　　　　子育て支援センターや子育てサークルで実施

○子育て講座

●講座のテーマを６

テーマに見直し、地

域の実情に応じた講

師派遣を実施

　　　　子育て支援センターや子育てサークルで実施

○子育て講座

●家庭教育と愛着形

成の大きく２つのテー

マの中で現場の要望

にあった講師を派遣

する形に見直しする。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

219
介護支援情報の提供・広報・
啓発（再掲）

・要支援・要介護認定者、認
知症高齢者は増加しており、
家庭における介護負担が大
きくなっている。

・介護サービス事業者や
高齢者施設に関する情報
を、課のホームページで
公表している。
・高齢者に関するさまざま
な心配ごとに対し、高齢者
総合相談センターを設置
し相談に応じている。
・認知症コールセンターを
設置し、認知症の方やそ
の家族の相談に応じてい
る。

・高齢者総合相談窓口及
び認知症コールセンター
について、住民への周知
及び相談体制の更なる充
実
（29.5修正）

・介護サービスの公
表制度による介護
サービス事業者に
関する情報の提供
・高齢者総合相談窓
口及び認知症コー
ルセンターについ
て、住民への周知
及び相談体制の更
なる充実
（29.5修正）

・介護サービス事業
者に関する情報や
相談窓口の利用に
より、家庭における
介護負担が軽減さ
れている。

高齢者福祉
課

220
介護支援情報の提供・広報・
啓発（再掲）

・介護の基礎講座の開催 ・介護の基礎講座の開催

県民介護講座事業の周
知を図るとともに、講座開
催等により介護に対する
県民の意識啓発を図る。

・介護の基礎講座の
開催

介護に関する知識
を持った方が増え
る

介護に対する県民
の意識啓発が図ら
れる

地域福祉政
策課

221
独居老人等に対するＮＰＯや
ボランティア活動の促進

・福祉教育・ボランティア学習
実践講座の開催
・地域連携による福祉教育・
ボランティア学習ステップアッ
プ事業の実施
・ボランティアコーディネー
ション機能強化モデル事業
の実施
・ボランティアNPO通信「手を
つなごう」の発行（４，０００
部）

・福祉教育推進事業
・養成研修事業
・広報啓発事業

地域のボランティア活動
の活性化に大きな役割を
果たす市町村社協のボラ
ンティアセンター機能強化
を目指す。

・市町村社協のボラ
ンティアセンターの
機能強化を図る。
・地域でボランティア
学習の推進役とな
る人材を育成。

ボランティア活動に
参加する者の増

新たなボランティア
層の活動の促進

学校と地域が連携
した学習プログラム
を展開し、ボラン
ティアに対する興味
や人と人とのつな
がりの大切さを実
感できる。
地域ごとにボラン
ティア活動に参加し
やすい体制整備、
環境整備を図る。

地域福祉政
策課

222
独居老人等に対するＮＰＯや
ボランティア活動の促進

【高知県社会貢献活動支援
推進計画の取組の推進】
（高知県ボランティア・NPOセ
ンター）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ
経営塾、NPO経営研究会、Ｎ
ＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ＮＰＯフォーラム、ボラン
ティアガイダンス、地域づくり
仕掛け人市、ＮＰＯ会議室貸
出

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティ
ア・NPOセンター）
講座等の学習機会
の提供

第４次計画
策定

NPO、ボランティア
団体、地域の自治
会、スポーツ団体、
女性活動団体等の
育成

県民生活・男
女共同参画
課

223
男性対象家事（料理）・介護、
の基礎講座の開催

・介護の基礎講座の開催 ・介護の基礎講座の開催

県民介護講座事業の周
知を図るとともに、講座開
催等により介護に対する
県民の意識啓発を図る。

・介護の基礎講座の
開催

介護に関する知識
を持った方が増え
る

介護に対する県民
の意識啓発が図ら
れる

地域福祉政
策課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

②
地
域
に
お
け
る
子
育
て
・
介
護
支
援
の
充
実

◆介護における男女の共同参画
を促すとともに、介護負担の軽減

に向けた支援策を充実させま
す。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

224

②
地
域
に
お
け
る

子
育
て
・
介
護
支

援
の
充
実

◆介護における男女の共同参画
を促すとともに、介護負担の軽減

に向けた支援策を充実させま
す。

男性対象家事（料理）・介護、
の基礎講座の開催

・家庭での固定的役割分担 ・男性講座の開催 ・男性講座の開催

家庭における夫婦
の役割分担のため
の講座や研修を実
施する。

家庭における夫婦
の役割分担の現実
を理想に近づける。

ソーレ

225
労働関係法令等の広報、啓
発、周知（再掲）

企業への男女雇用機会
均等法周知やセクハラ防
止などを目的にセミナーを
実施

企業への男女雇用機会
均等法周知やセクハラ防
止などを目的に、労働局
と連携し、セミナーを継続
実施

セミナー開催や訪問
による企業への啓
発や課のホーム
ページなどを通じた
啓発を行う。

セミナー開催や訪
問による企業への
啓発や課のホーム
ページなどを通じ
た啓発を行う。

セミナー開催や
訪問による企業
への啓発や課
のホームページ
などを通じた啓
発を行う。

セミナー開催
や訪問による
企業への啓発
や課のホーム
ページなどを
通じた啓発を
行う。

雇用労働政
策課

226
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進（再掲）

・男女間の賃金格差（きまっ
て支給する現金給与額：男
性を１００とした場合の賃金
の割合）　７４．７％

・募集・採用における均等
な取扱いについての事業
主に対する啓発
・男女雇用均等法をふま
えた女性の職域拡大に対
する事業主への啓発
・労働相談の充実
・男女の均等な処遇に向
けた企業の取り組みの奨
励・支援
・企業への男女雇用機会
均等法周知を目的とする
セミナー開催
・国等の助成金制度を企
業へ広報

・ワーク・ライフ・バランス
推進セミナー、啓発パンフ
レットの配布や課のホー
ムページなどを通じた啓
発

セミナー開催や訪問
による企業への啓
発や課のホーム
ページなどを通じた
啓発を行う。

セミナー開催や訪
問による企業への
啓発や課のホーム
ページなどを通じ
た啓発を行う。

セミナー開催や
訪問による企業
への啓発や課
のホームページ
などを通じた啓
発を行う。

セミナー開催
や訪問による
企業への啓発
や課のホーム
ページなどを
通じた啓発を
行う。

雇用労働政
策課

227
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進

○女性の理想的な働き方実
現に必要なこと（H26 県民意
識調査）

・家庭や地域では
男性の家事・育児等への参
加が第1位
・職場では仕事と家庭の両立
への職場の理解が第1位

○核家族化の進行や働き方
の多様化による子育てへの
不安感・負担感の増大

○高知家の出会い・結婚・子
育て応援団の登録数 256団
体（H29.3.31）

○プレマnet
　父親の育児参加へのア
ドバイス等をメルマガで配
信
○子育て応援広報紙
　「大きくなあれ」
　父親の育児参加をテー
マにした特集記事の掲載
○子育て出前講座
　　H28年度　3回開催
（７╱30、 11╱14、  12╱
17）

○子育て等を応援する機
運の醸成
・高知家「出会い・結婚・
子育て応援」フォーラムの
開催
・好事例企業表彰

■各種広報手段を活用し
男性の育児参加を促す情
報の提供など
　　・出産・子育て応援
　　　サイト
　　　「こうちプレマnet」
　　・子育て応援情報紙
　　　「大きくなあれ」
■子育て出前講座
■子育て等を応援する機
運の醸成少子化対策推
進県民会議と連携した取
り組みの充実（子育て支
援やワーク・ライフ・バラン
スの推進などの好事例の
取組紹介等）

ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り
組む企業や団体の
増加（高知家の出
会い・結婚・子育て
応援団の登録数の
増加
H31　770団体）
　（H29.3修正）

働きながら子育てし
やすい環境づくり

児童家庭課
少子対策課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

③
女
性
も
男
性
も
地
域
活
動
に
参
画
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

◆ライフステージに応じた仕
事と生活の調和を促します。

◆家庭生活や地域活動に男
女の参画を促す環境づくりを
進めます。

少子化対策推進県民会議と連携した取り組みの充実（子育て支援やワーク・ライフ・バラン

スの推進などの好事例の取組紹介等）

子育て支援のための情報を随時発信　市町村による取組情報も反映

企業・団体の職員に対し、子育てに関する講座を随時開催

○プレマnet

○「大きくなあれ」　

○子育て出前講

○子育て等を応援する機運の醸成

子育て支援のための情報を随時発信　市町村による取組情報も反映

○「大きくなあれ」　 ▸プレマnet改修　情報内容の充実

年間4回　4万部発行

H29年度末で廃止
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

228
仕事と家庭の両立のための
広報・啓発促進

・中小企業での意識が遅れ
気味。

・経済団体、大学等とのタ
イアップによるセミナー等
の開催。

・女性の活躍を経営戦略
の視点で理解・行動しても
らうための啓発リーフレッ
トの作成、配布

・ワークライフバランスの
働きかけ

女性活躍推進法に
規定する事業主行
動計画策定企業数
（101人以上300人
以下）：50社

・民間企業等での
女性の登用やワー
クライフバランスの
推進の機運が醸成
されている。

県民生活・男
女共同参画
課

229
女性のチャレンジ・エンパワー
メント支援

女性の働き方の理想と現実
のギャップ

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・「女性リーダー養成講
座」の実施

・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・女性防災プロジェクトの
実施

人材育成プログラ
ム策定

人材育成プログ
ラム実施

キャリアアップや再
就職を目指す女性
の支援のため、講
座や研修を実施す
る。

女性リーダーの増
加による男女共同
参画社会の実現

ソーレ

230
団体等の自主活動支援及び
相互交流の促進（ソーレえい
ど事業等）

地域にける男女共同参画の
遅れ

「ソーレえいど事業」の実
施

「ソーレえいど事業」の実
施

男女共同参画の推
進に資する事業を
実施する団体等を
支援する。

男女共同参画の推
進に資する事業を
実施する団体等の
拡大

ソーレ

231
ＮＰＯやボランティア活動に関
する情報の提供（ピッピネット
/広報誌など）（再掲）

・バーチャルボランティアセン
ター事業
　平成27年度　登録団体数
646団体

・サーバー更新
・HPのリニューアル（H22.
１月）
・HPの管理運営
・新規登録団体の開拓
・広報グッズの作成

・広報グッズ活用等による
ピッピネットの周知
・新規登録団体の開拓
・アンケートの実施
・利用者ニーズに対応した
持続性のあるシステムの
運営

・ピッピネットの周知
及び内容の充実

　こうちボランティ
ア・ＮＰＯ通信｢てを
つなごう｣等を通し
て、ピッピネットをよ
り多くの県民に活
用していただくとと
もに、ユーザーの
ニーズに応じた情
報提供の工夫に努
める。
　団体情報におけ
る情報発信の質の
向上を行いなが
ら、登録団体の拡
充をめざす。

　多くの県民に活用
されている。また、
ユーザーのニーズ
に応じた情報提供
の工夫が進んでい
る。

地域福祉政
策課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

1

)

仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

）

③
女
性
も
男
性
も
地
域
活
動
に
参
画
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

◆ライフステージに応じた仕
事と生活の調和を促します。

◆家庭生活や地域活動に男
女の参画を促す環境づくりを
進めます。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

232
ＮＰＯやボランティア活動に関
する情報の提供（ピッピネット
/広報誌など）（再掲）

啓発リーフレット、ガイドブッ
クの配布ほか、ピッピネット
や月に1度のメールで情報提
供している。

ＮＰＯの啓発リーフレット、
ガイドブック等の配布など
による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフレット、
ガイドブック等の配布など
による広報啓発

ＮＰＯの啓発リーフ
レット、ガイドブック
等の配布などによる
広報啓発

ＮＰＯ活動基盤整
備、ＮＰＯ相互交流
の促進

県民生活・男
女共同参画
課

233

ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援（再
掲）

【高知県社会貢献活動支援
推進計画の取組の推進】
（高知県ボランティア・NPOセ
ンター）
学習機会の提供
内容：ＮＰＯ基礎講座、ＮＰＯ
経営塾、NPO経営研究会、Ｎ
ＰＯ実務講座、ＮＰＯ実務相
談、ＮＰＯフォーラム、ボラン
ティアガイダンス、地域づくり
仕掛け人市、ＮＰＯ会議室貸
出

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティア・
NPOセンター）
講座等の学習機会の提
供

（高知県ボランティ
ア・NPOセンター）
講座等の学習機会
の提供

第４次計画
策定

NPO、ボランティア
団体、地域の自治
会、スポーツ団体、
女性活動団体等の
育成

県民生活・男
女共同参画
課

234

ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援（再
掲）

・福祉教育・ボランティア学習
実践講座の開催
・地域連携による福祉教育・
ボランティア学習ステップアッ
プ事業の実施
・ボランティアコーディネー
ション機能強化モデル事業
の実施
・ボランティアNPO通信「手を
つなごう」の発行（４，０００
部）

・福祉教育推進事業
・養成研修事業
・広報啓発事業

地域のボランティア活動
の活性化に大きな役割を
果たす市町村社協のボラ
ンティアセンター機能強化
を目指す。

・市町村社協のボラ
ンティアセンターの
機能強化を図る。
・地域でボランティア
学習の推進役とな
る人材を育成。

ボランティア活動に
参加する者の増

新たなボランティア
層の活動の促進

学校と地域が連携
した学習プログラム
を展開し、ボラン
ティアに対する興味
や人と人とのつな
がりの大切さを実
感できる。
地域ごとにボラン
ティア活動に参加し
やすい体制整備、
環境整備を図る。

地域福祉政
策課

235

ＮＰＯ、ボランティア団体、自
治会、スポーツ団体、女性活
動団体等の育成・支援（再
掲）

・成人のスポーツ実施率にお
いて女性は男性より低く、特
に20～40代が他の年代に比
べて低い。
・学校卒業後にスポーツ・運
動離れがみられる。

・各スポーツ団体等がそ
れぞれで大会や教室を開
催している。
・地域の課題やニーズに
応じたスポーツ機会の提
供

・地域のスポーツ大会や
特色あるスポーツ大会や
教室の開催への支援を行
う。

地域スポーツハブ展開事
業
・地域のニーズや課題に
基づいた、身近な教室や
気軽に参加できるスポー
ツイベントなど、スポーツ
実施のきっかけづくりとな
る取組の実施する。
・各種イベントを行う際に、
女性に焦点を当てた情報
発信を行う。（R02.5追加）

・検討委員会の開催
（※国の中間評価に
より平成28年度で
事業中止）

・検討委員会委員
長からの報告書提
出

・女性に焦点を当
てた取組や情報発
信等

・地域スポーツハ
ブ展開事業にお
ける、女性に焦点
を当てた事業の開
催

特色あるスポーツ
大会や教室などの
取組が増加する

女性のスポーツ活
動が活性化する

スポーツ課

３
　
環
境
を
整
え
る

(
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)
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事
と
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の
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③
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画
し
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す
い
環
境
づ
く
り

◆ライフステージに応じた仕
事と生活の調和を促します。

◆家庭生活や地域活動に男
女の参画を促す環境づくりを
進めます。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

236

介護予防と生きがいづくりの
推進
・市町村が行う介護予防事業
への支援
・高知県社会福祉協議会が
行う生きがいづくりへの支援
・老人クラブが行う社会参加
活動への支援

・新たなサービスの担い手と
して高齢者の社会参加を促
すことで、高齢者自身の介護
予防につなげることが必要。

・高齢者の価値観の多様化
に見合う事業展開及び情報
提供が必要。

・老人クラブ組織数
（Ｈ24年度→Ｈ27年度）
加入率…17.6％→10.5％
クラブ数…718→823
会員数…26,727→30,985
※Ｈ27年度より、高知市及び
大月町の県老人クラブ連合
会への再加入したため、クラ
ブ数・加入数は増加となって
いるが、加入率は減少傾向
にある。

【高齢者の生きがい・健康
づくり】
・従事者養成研修の実施
・県社協が行う健康と生き
がいづくりへの支援
（こうちシニアスポーツ交
流大会の開催／ねんりん
ピックへの選手派遣／
オールドパワー文化展の
開催／高齢者情報誌「玉
手箱」の発行／ホーム
ページ「高知いきがいネッ
ト」による情報発信／退職
準備支援やスパーシニア
事業等の生きがい活動
マッチング事業

【老人クラブの活動助成】
・地域老人クラブ活動助
成
・高知県老人クラブ連合
会活動への助成

【高齢者の生きがい・健康
づくり】
・高齢者の社会参加を促
すことで、高齢者自身の
介護予防につなげる
・事業の活性化、効率化
・情報発信の強化
・介護予防につなげ、地域
の活性化、健康長寿を目
指す。

【老人クラブの活動助成】
・会員の拡大と事業の活
性化
・地域の介護予防・認知
症対策につなげる
・県内最大の高齢者組織
力を活かした事業の実施

【高齢者の生きがい・
健康づくり】
・従事者養成研修の
実施（※H31からは、
各保険者での取組と
なる）
・情報誌やＨＰによる
情報提供による情報
発信力の強化
・シニアスポーツ交流
大会等既存イベント
 や、退職準備支援に
 おける関係団体等へ
の働きかけ
※Ｈ30からの事業見
直しにより対象事業か
ら削除した部分です

【老人クラブの活動助
成】
・若手高齢者や女性
高齢者による自主企
画イベントやリーダー
育成による組織の強
化と事業の活性化
・健康づくりリーダー等
による認知症対策
・モデル事業による介
護予防や地域支え合
いの成果の共有・広
報

・高齢者が、それぞ
れの地域で活躍
し、地域での見守り
やボランティア活動
などを通じた支え
合う地域づくりに繋
げていく

・介護予防事業の
観点も踏まえた生
きがいづくりの構築

・高齢者が生きが
いを持って暮らし、
住み慣れた地域で
活躍する社会の構
築

高齢者福祉
課

237
地域包括ケアシステムの構
築（介護サービスの充実・確
保）（再掲）

・半数以上の県民が介護が
必要となっても住み慣れた自
宅や地域での生活を希望
・中山間地域では、訪問等の
効率が悪いため、必要な介
護サービスが十分提供され
ていない。

【在宅で要介護者も家族
も安心して暮らせるしくみ
づくり】
・中山間の介護サービス
確保対策
・市町村が実施する住宅
等改造補助事業への助
成と、適切な改造に向け
た専門知識を持ったアド
バイザーの派遣

【在宅で要介護者も家族
も安心して暮らせるしくみ
づくり】
・中山間の介護サービス
確保対策
・市町村が実施する住宅
等改造補助事業への助
成と、適切な改造に向け
た専門知識を持ったアド
バイザーの派遣

介護保険事業支援
計画・高齢者保健福
祉計画の実施(29.9
修正 ）

・在宅でも要介護者
も家族も安心して
暮らせるしくみづく
りの構築

高齢者福祉
課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

2

)

高
齢
者
等
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整

①
高
齢
者
等
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

◆介護予防や生きがいづくりの
推進に取り組みます。

◆地域包括ケアシステムの構築
や認知症高齢者対策を進めるこ
とにより、家庭における家庭等の
介護負担の軽減に取り組みま
す。
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238

認知症高齢者対策の推進
・認知症に関する正しい知識
の普及啓発
・介護者への支援と相談体制
の確立

・県内の認知症高齢者
H27：37,860人
H32：42,375人
※いずれも推計

【認知症に関する正しい
知識の普及・啓発】
・啓発パンフレットの作
成、配布
・認知症キャラバン・メイト
の養成研修を福祉保健所
単位で開催
・キャラバンメイトフォロー
アップ研修会の開催
・企業向け認知症サポー
ター養成講座を開催
・アルツハイマーデー記念
講演会の開催
・アルツハイマーデー街頭
活動
【介護者への支援と相談
体制の確立】
・認知症コールセンターの
開設
・電話相談員に対する研
修会の開催
・専門家を交えた事例検
討会

・講座の講師役である
キャラバンメイトの資質向
上により、幅広い人材を
活用した講座を展開
・将来的には各市町村が
主体となって講座を展開
し、地域での支援体制に
つなげる。

・県内企業への講座開催
の働きかけ

・認知症コールセンターの
住民への周知及び相談体
制のさらなる充実

・市町村が主体と
なった県全域への
サポーター養成の
普及
・コールセンターの
相談機能の充実

・認知症に対する
正しい知識の普及・
啓発活動の充実・
拡大
・各市町村主体で
の認知症サポー
ター養成講座の展
開
・キャラバンメイトが
地域支援の核と
なって活動できる体
制づくり
・電話相談員の対
応技術の強化
・地域住民への周
知によりコールセン
ターの認知度を高
め、相談件数の増
加につなげる。

高齢者福祉
課

・平成27年末の交通事故状
況
件数2,391件(うち高齢者980
件)
負傷者数2,732人(うち高齢者　
641人)
死者数30人(うち高齢者19人)
死者全体に占める高齢者の
割合は6割を超える

・平成27年末の県内特殊詐
欺
　被害
件数及び被害額
　53件　127,578,438円
うち高齢者の被害
　47件　100,205,762円
被害全体に占める高齢者の
割合は約9割

○高齢者交通事故防止
キャンペーン（9～12月）で
の啓発の実施

○安全安心まちづくりイベ
ントの開催

○高齢者及び高齢者周辺
者対象の出前講座の実
施

○高齢者交通事故防止
キャンペーン（9～12月）で
の啓発の実施
　・チラシの作成と配布
　・RKCラジオでの広報
　・啓発物の配布

○安全安心まちづくりイベ
ントの開催
　・防犯などに関する啓発
　活動の実施

○高齢者及び高齢者周辺
者対象の出前講座の実
施

高齢者の交通事故
被害や特殊詐欺被
害の撲滅

県民生活・男
女共同参画
課

平成27年度
・消費生活出前講座　52回実
施
・地域見守り情報　21回配信
・くらしのサポーター養成講
座　4回実施、フォローアップ
研修　3回実施

・出前講座の実施
・地域見守り情報の配信
・くらしのｻﾎﾟｰﾀｰの養成、
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修の実施

・出前講座の実施
・地域見守り情報の配信
・くらしのｻﾎﾟｰﾀｰの養成、
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修の実施

出前講座の実施

地域見守り情報の
発信

くらしのサポーター
の養成
フォローアップ研修
の実施

高齢者が消費者被
害に遭わないよう
に、高齢者や高齢
者を見守る方々に
必要な情報が行き
わたる。

県民生活・男
女共同参画
課

整
備

備

239

(

2

)

①
高

◆高齢者が交通事故や消費者
被害などに合わないように、地域

での見守りを進めます。

交通安全、消費生活等に関
する情報提供と意識啓発
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240
地域における相談支援体制
の充実強化と社会参加の推
進

・障害者等用駐車区画に利
用の対象とならない人が駐
車をしている。
・駐車場管理者は、駐車して
いる車両を見ただけで適正
な利用をしているかどうかを
判断することは困難（注意で
きない）
・障害のある方や高齢の方な
ど移動に配慮が必要な方等
に必要な駐車スペースを確
保することが必要

・こうちあったかパーキン
グ（高知県障害者等用駐
車場利用証交付制度の
導入

H23.2　利用制度開始、中
国四国各県との相互利用
協定締結

H27.11　要項改正（一部
利用者の有効期限撤廃）

R2.4～全国39府県1市と
の相互利用協定に拡大

・民間事業者等の訪問を
継続し、とくにプラスワン
駐車場の拡充を図る。
・広報紙やテレビ、ラジオ
など、様々な広報手段を
通じて、制度が県民に正
しく認知され、障害者等用
駐車場の適正利用が徹
底されるよう、制度の普及
啓発を図る。

・事業所等への電話
連絡や訪問による
協力施設としての登
録依頼を引き続き
実施していく。
また、協力施設向け
の「対応マニュア
ル」を配布し、制度
が円滑に運用され
るよう取り組んでい
く。
・テレビCMやラジオ
での広報、各種イベ
ントでの資料の配布
など、様々な機会を
とらえて今後も情報
発信を行い、周知を
図っていく。

・協力施設、対象
駐車場、利用証交
付者数の増加

・障害者等用駐車
場の適正な利用が
図られる。
・障害のある人もな
い人も安心して暮
らせる「ひとにやさ
しいまちづくり」の
実現

障害福祉課

241
障害の特性に応じて安心して
働ける体制の整備

・障害者の就職率は50.8％
（598件/1,177件）と低迷。

・施設利用から一般就労へ
の移行促進（近年はほぼ横
ばいで推移している）

・障害者雇用義務のある
企業（539社）への訪問

・働く障害者の離職防止と
職場定着に向けた支援

・即戦力になり得る職業訓
練の充実

引き続き障害者の雇用義
務のある企業への全社訪
問による啓発活動を行
い、雇用の理解の促進に
努めるとともに、働いてい
る障害者に対しての相談
支援や地域との交流の場
を確保し、孤立させないな
どの職場定着に取り組
む。
　また、企業の雇用ニー
ズの高い清掃業務分野や
介護補助分野への就職を
促進するため、必要な職
業訓練を行い雇用側が求
める人材を育成する。
・障害者等と労働力が不
足している農業分野等と
連携し、農福連携による
身近な地域での就労を支
援する。（H30.5追加）
・テレワークによる在宅就
業を希望する障害者が、
就職に必要なスキルを習
得する場の確保や就職後
の定着等を支援する。
（H30.5追加）

・求人ニーズの高い
「清掃技術」をもった
人材を育成する拠
点を整備し、一般就
労への移行機会を
拡大する。

・障害者職業訓練
コーディネーターを
配置した「仕事体験
拠点施設」を設置
し、在宅障害者等の
一般就労に向けた
ステップアップを支
援する。

・実践的な職場実習
を組み合わせた職
業訓練を実施し、一
般就労を加速化す
る。

・ハローワークを通
じた就職者数
（年間540人以上）

・福祉施設から一
般就労へ移行する
人
360人以上（H28～
31年度累計）

障害のある人の一
般就労への移行が
促進されている。

障害保健支
援課

３
　
環
境
を
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る
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◆障害者が生き生きと暮らせる
地域づくりを進めます。
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242
◆障害者が生き生きと暮らせる
地域づくりを進めます。

発達障害の早期発見・早期
療育支援体制づくり

・早期発見・早期療育の体制
整備は不十分
・発達障害を診断できる専門
医師不足

・H19～発達障害者支援
開発事業
・H22～発達障害者支援
体制推進事業
・H27～子育て支援におけ
る家族支援の推進

・早期発見・早期療育の
支援体制づくり
・発達障害専門医師等の
養成
・地域の療育機関の整備
促進
(H２９．９追加）

・早期発見・早期療
育に取り組む市町
村への支援
・早期発見に関する
研修会の開催
・ペアレント・トレー
ニング及びペアレン
ト・プログラム（H29
～）の推進
・ペアレントメンター
養成研修
・発達障害に関する
専門医の養成
・地域療育機関への
支援
・療育に携わる専門
職を対象とした研修
会
・発達障害者支援セ
ンターの地域支援
機能の充実

・すべての市町村
で早期発見・早期
療育の支援体制づ
くりができる
・発達障害専門医
が増加する
・地域の療育機関
が整備される

県内どこに住んで
いても必要な時に
必要な支援が提供
できる体制の確立

障害福祉課

243
外国人への日本語講座の開
催（高知県国際交流協会）

日本語が不自由な外国人を
対象に、日常生活に適応で
きるよう基礎的な日本語講座
を開設している。

初級Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの各コー
スと漢字読み書きコース
を設け、年間計３０回講座
を開設した。

講座の継続及び質の高い
講座の開催、また家庭や
仕事の事情で夜の教室や
土曜日の講座に参加でき
ない外国人のための講座
を平日昼間に開催する。
これらの講座の存在を広
くＰＲする。

○高知県外国人生
活相談センター等と
連携を図り、より多く
の外国人が、必要
最低限の日本語を
学べる機会を得ら
れるよう、講座の周
知を図る。

講座の継続、ＰＲ
により講座の受
講生を増やし、
在住外国人が日
本での日常生活
に困らないよう努
める。

継続した講座の
開設やＰＲにより
受講者を増やし、
また多種多様な
外国人の生活ス
タイルに対応でき
るようにし、日本
での日常生活に
困らないようにす
る。

国際交流課

244
日本語ボランティア講師の
養成（高知県国際交流協
会）

日本語の不自由な県内在
住外国人に日本語を教え
るボランティア講師を養成
するため講座を開設して
いる。能力別にコースを設
け、一定期間受講しても
らっている。

初級コース、スキルアッ
プコース、日本語ボラン
ティア研修とそれぞれ
受講し、ボランティア講
師となる。
登録者数：約２１０名

講座を継続し、引き続
きボランティアの養成
に努める。

ボランティアを養
成するための講
座を開催し、ボラ
ンティアの増加に
向けたＰＲを行う。

○H31年2月よ
り土佐市にお
いて日本語教
室の運営を開
始した。（週２
回開催）

○R2年1月
より須崎市
において日
本語教室の
運営を開始
した。（週3回
開催）

○日本語ボラン
ティア研修を多く
の方に受講して
もらい、ボラン
ティア講師の質
の確保に努め
る。
○西部地域1カ
所で新たに日本
語教室の立ち上
げを支援する。

○日本語ボラン
ティア講師の質
の向上と認知度
を高めることによ
り、県内在住の
外国人が日本語
を覚え、不自由な
く暮らせる環境整
備に努める。
○高知市以外で
の日本語ボラン
ティア養成

国際交流課

245
外国人が安心して相談できる
体制の充実（国際交流協会）

県内在住の外国人や留学生
などの人権・生活相談の窓
口を開設している。

毎年度継続して窓口を開
設してきた。

人権・生活相談窓口の継
続、窓口のＰＲ、多言語に
対応できるようにする。

窓口の継続やＰＲ、
拡充に向け取り組
みを進める。（Ｈ３０
まで）

高知県外国人
生活相談セン
ターを新たに
開設（雇用労
働政策課主
管）し、月～土
まで、多言語
で外国人の生
活相談等に対
応、生活支援
を行う。

○日本語が喋れな
い外国人も気軽に
生活相談に来れる
よう、多言語対応
可能なことの周知
○対応言語：英
語、中国語、韓国
語、ベトナム語、タ
ガログ語等

個々の相談内容に
対して、適切な関
係機関への紹介・
多言語対応

国際交流課
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◆外国人と共に生きる地域づくり
を進めます。
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246
ホームページやブログ、生活
情報誌などによる情報提供
（高知県国際交流協会）

国際交流協会の活動や県内
の民間国際関係団体の紹
介、海外在住の県出身者か
らの近況報告などを掲載した
情報誌を年２回発行している
ほか、外国人のための生活
情報冊子を日本語ルビ付き
の英語版、中国語版を発行
している。また、ホームペー
ジや携帯サイト、インターネッ
トにより内外の国際交流情報
などを広く県民や県内在住
外国人に提供する。

国際交流協会の活動など
を掲載した機関誌「ＷＩＮＤ
ＯＷ」を年２回、各２３００
部発行しているほか、３カ
月に１回、高知の文化や
歴史、生活等に関する情
報をルビ付きの日本語と
英語版・中国語版を各１０
００部発行し、市町村や英
会話教室、外国人の集ま
るレストランなどに配布し
ている。また、ホームペー
ジや携帯サイトから協会
の活動や民間国際交流
活動の情報を提供した。

機関誌や生活情報冊子
の発行やホームページ、
携帯サイトからの情報提
供の継続に加え、外国語
ホームページの充実を図
り、県内在住外国人や外
国人観光客への情報提
供の強化を図る。また、南
海トラフ地震対策につい
てや緊急時などの生活に
密着した情報や高知の文
化などを生活情報冊子で
紹介すると同時にブログ
でも英語で発信し、更なる
情報発信の強化に努め
る。

年２回の機関誌発
行や３カ月に１回の
生活情報冊子発
行、ブログでの情報
発信、ホームペー
ジ、携帯サイトの内
容を充実させる。

機関誌発行部数：
２３００部
発行頻度：年２回
以上
生活情報冊子発行
部数：各１０００部
発行頻度：半年に
１回
ブログ更新：週１回
以上
ホームページ更
新：月１回以上
メルマガ配信：月１
回以上

機関誌や生活情報
冊子、ホームペー
ジ、ブログによる情
報提供の継続、拡
充を行い、県民や
県内在住外国人へ
の情報発信を強化
する。

国際交流課

247
在住外国人への防災・災害
情報提供（高知県国際交流
協会）

防災・災害情報の提供につ
いては、日本人向けの情報
に比べ、外国人向けの情報
が少ないのが現状である。
国際交流協会では災害時に
活動する語学ボランティアの
支援や在住外国人への防災
情報の周知を行ってきた。

南海トラフ地震対策パンフ
レット改訂版を英語、中国
語、韓国語、インドネシア
語、ベトナム語に翻訳した
パンフレットを発行すると
ともに、各言語の災害用
携帯カードの印刷、語学
サポーターのボランティア
活動保険への加入、大学
での南海トラフ地震対策
講座への講師派遣などを
実施した。

在住外国人を南海トラフ
地震から守ると共に、外
国人の自助・共助の取り
組みを支援する仕組みを
構築するための取り組み
を実施する。

○引き続き、災害時
語学サポーターの
ボランティア活動保
険への加入促進や
大学等での外国人
向け南海トラフ地震
対策講座への職員
派遣、外国語のパ
ンフレットや災害用
携帯カードの活用の
推進などを実施す
る。
○在住外国人と語
学ボランティア、地
域住民が参加する
防災交流会の開催

○多くの災害時語
学サポーターのボ
ランティア活動保
険への加入や在住
外国人が防災情報
に触れる機会を持
てるよう努める。
○新たに、在住外
国人と語学ボラン
ティア、地域住民
が参加する防災交
流会の開催

○災害時に在住外
国人が不自由なく
避難できるよう、災
害時語学サポー
ターの活動環境が
整備される。また、
外国人に防災情報
が周知される。
○災害時に外国人
が孤立しないよう、
自助・共助の取組
を支援。

国際交流課

248
語学ボランティアを対象とした
通訳・翻訳講座の開催（高知
県国際交流協会）

県内の語学ボランティアのス
キルアップを図るための講座
を開催している。登録者は２
８０名。

語学ボランティア登録者を
対象に、防災・観光・生活
情報など在住外国人が本
県で生活する上で役に立
つ情報を正確かつ誠実に
翻訳するための講座を開
催し、語学ボランティアの
スキルアップを図った。受
講者は３３名。

講座を継続し、引き続き
語学ボランティアのスキル
アップに努める。

語学ボランティア登
録者を対象に、スキ
ルアップのための講
座を開催する。

多くの語学ボラン
ティアが講座を受
講し、スキルアップ
できるように努め
る。

在住外国人が本県
で生活するうえで役
に立つ情報を正確
かつ誠実に翻訳で
きる。

国際交流課

249
高知家の女性しごと応援室に
よるきめ細かな就労支援（女
性就労支援事業）

H28.9月末時点
新規相談者数：253人（累計
933人）
新規相談件数：672（累計
2,542件）
就職人数：88人（累計272人）

①キャリアコンサルティン
グ・相談
②情報提供
③職業紹介
④主催研修の実施
⑤広報による潜在的な求
職者の掘り起こし

・きめ細やかな就労支援

・求人情報の充実

・バージョンアップに向け
た検討

・子育て支援センター等へ
のPRや再就職支援イベン
トの開催による求職者の
掘り起こし

・東部、西部地域への出
張相談による相談窓口の
拡大

・働きやすい職場づくりに
向けた企業へのアドバイ
スの実施

・長く働き続けてもらうた
めのアフターフォロー、
キャリア形成支援
（H30.5追加）

高知家の女性しご
と応援室における
就職率（３か月以
内の就職希望）：
65％

・いったん子育てに
専念した女性もこ
れまでのキャリアを
活かして再就職で
きる

・より多くの女性を
多様な二ーズに応
じて確実に就労に
結びつける

県民生活・男
女共同参画
課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

2

)

高
齢
者
等
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

①
高
齢
者
等
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

◆外国人と共に生きる地域づくり
を進めます。

②
貧
困
な
ど
様
々
な
生
活
上
の
困
難
に
直
面
す
る

◆雇用・就業の安定に取り組み
ます。

◆ひとり親の家庭が安心して生
活できる環境づくりに取り組みま
す。

◆自立に向けた力を高めるよう
支援します。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

250
職業能力開発訓練の充実
（再掲）

○委託訓練全体の就職率は
下記のとおりであり、80％以
上で推移している。

[近年の就職率]
  ・H27 → 81％
　・H28 → 82％
　・H29 → 82％
　・H30 → 84％
　・R１  → 80％

離転職者等が再就職に
必要な技能及び知識を習
得するために、地域の実
情に応じた職業訓練を実
施。

引き続き、離転職者等
が再就職に必要な技能及
び知 識 を 習得 す る た め
に、地域の実情に応じた
職業訓練を実施。

介護福祉士養成
コースを含む雇用吸
収率の高い介護系
訓練や企業実習を
併用した、より実践
的な訓練などの実
施。

就職率80％
雇用労働政
策課

男
女
へ
の
支
援
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

251
就職支援相談センター（ジョブ
カフェ）事業（再掲）

・平成28年3月末高卒内定率
97.9％、大卒内定率89.6％

・雇用環境は改善傾向にあ
るものの、求人が多い職種と
求職者の希望職種とのミス
マッチがある。

・キャリアコンサルタントに
よる就職困難者に対する
専任制個別指導

・しごと体験講習を受講し
ても就職に至らない女性
の就職活動を支援するセ
ミナーの開催

・オリジナルセミナーの充
実
・広報の強化
・「かかりつけ相談」及び
「オンライン相談」の実施

職場体験講習受講前の
就労支援の充実を図り、ミ
スマッチのない就職と職
場定着につなげていく。ま
た、就職後もアフターフォ
ローとして定着の確認や
在職者相談等への案内を
行う。（｢しごと体験講習｣
を｢職場体験講習｣に名称
変更）

・大学生や保護者を
対象にした新セミ
ナーの実施
・フリーペーパーの
発行回数及び部数
の増

・事業内容の詳細決
定及び事業実施

・来所者の相談割
合70％
・しごと体験講習
（平成３０年度から
職場体験講習）の
正規雇用率50％

・実地訓練生の採
用率60％うち、正
規雇用率75％（事
業中止のため、平
成28年度のみ）

雇用労働政
策課

252 生活・就労相談の実施
・平成27年度ジョブカフェ相
談者6,391名中、仕事に関す
る悩み相談：791名(12.4％)

・キャリアコンサルタントに
よる就職困難者に対する
専任制個別指導

・キャリアコンサルタントに
よるきめ細やかな相談対
応

・国の人材育成事業
を活用したキャリア
コンサルタントの配
置及び相談対応

・専任のキャリ
アコンサルタント
を配置し、きめ
細やかな相談対
応を行う ・就労相談の充実

により、男女共に安
心して就職活動に
臨める

雇用労働政
策課

253
女性のチャレンジ・エンパワー
メント支援

女性の働き方の理想と現実
のギャップ

・「女性リーダー養成講
座」の実施
・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・「女性リーダー養成講
座」の実施

・女性のチャレンジ・ｴﾝﾊﾟ
ﾜﾒﾝﾄ支援事業の実施

・女性防災プロジェクトの
実施

人材育成プログラ
ム策定

人材育成プログ
ラム実施

キャリアアップや再
就職を目指す女性
の支援のため、講
座や研修を実施す
る。

女性リーダーの増
加による男女共同
参画社会の実現

ソーレ

254
ひとり親家庭等自立支援事業
（再掲）

（H27年度末）
〇ひとり親家庭自立支援セ
ンターにおいて自立に向けた
支援
・相談件数 1111件
・就職決定者　60人
・移動相談実施数 21回
・求人登録件数 545件
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定就職者数　2人
○ひとり親家庭の親に対し職
業訓練等を受ける際の生活
費等の給付
・給付人数 10件

〇ひとり親家庭自立支援
センターにおいて自立に
向けた支援
○ひとり親家庭の親に対
し職業訓練等を受ける際
の生活費等の給付
○ひとり親家庭の親の学
び直しを支援するため、
高卒認定試験合格のため
の講座の受講費用の一
部を補助
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

○ひとり親家庭等就業・
自立支援センターの体制
強化を行い、就業実績の
向上
○ひとり親家庭の親に対
し職業訓練等を受ける際
の生活費等の給付
○ひとり親家庭の親及び
子の学び直しを支援する
ため、高卒認定試験合格
のための講座の受講費用
の一部を補助
○高等職業促進資金貸
付事業の創設
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

〇ひとり親家庭自立
支援センターにおいて
自立に向けた支援
○ひとり親家庭の親に
対し職業訓練等を受
ける際の生活費等の
給付
・高等職業訓練促進
給付金の支給期間の
上限の延長（２４か月
→３６月）、対象資格
の拡大（歯科衛生士、
美容師、理容師、社会
福祉士、製菓衛生師、
調理師を新たに追加）
・自立支援教育訓練
給付金の支給割合を
２０％から６０％に変
更
○ひとり親家庭の親
及び子の学び直しを
支援するため、高卒認
定試験合格のための
講座の受講費用の一
部を補助
○高等職業促進資金
貸付事業
○母子父子寡婦福祉
のしおりをひとり親家
庭及び関係機関へ配
布

○ひとり親家庭の
親に対し職業訓練
等を受ける際の生
活費等の給付
・高等職業訓練促
進給付金の対象資
格拡大（栄養士、
自動車整備士、臨
床工学技士を新た
に追加）
・自立支援教育訓
練給付金が雇用保
険法の一般教育訓
練給付金との併用
が可能に

・就職率　60.0%
・移動相談回数
　　　　　　　　25回
・求人登録件数　
　　　　　　　　600件
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定によ
　る就職者数　
                   15人

ひとり親家庭等が
自立し、安心して暮
らせる環境づくりが
進んでいる

児童家庭課

３
　
環
境
を
整
え
る

(
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)

高
齢
者
等
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

②
貧
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様
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な
生
活
上
の
困
難
に
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面
す
る
男
女
へ
の
支
援

◆雇用・就業の安定に取り組み
ます。

◆ひとり親の家庭が安心して生
活できる環境づくりに取り組みま
す。

◆自立に向けた力を高めるよう
支援します。

国の中間評価により平成28年度で事業中

止

国の中間評価により平成28年度

で事業中止
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

255
母子父子寡婦福祉資金貸付
事業（再掲）

（H27年度末）
○母子家庭の母、父子家庭
の父、寡婦に各種資金を貸
付
・貸付件数　66件
・貸付金額　37,698,860 円
○母子父子寡婦福祉のしお
りをひとり親家庭及び関係機
関へ配布

○要件を満たす貸付申請
者（母子家庭の母、父子
家庭の父、寡婦）から提
出された申請書の審査、
適正な貸付の実施
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布

○母子家庭の母、父子家
庭の父、寡婦に各種資金
を貸付
○母子父子寡婦福祉のし
おりをひとり親家庭及び
関係機関へ配布
○周知方法の拡大
（H29.4追加）

○母子家庭の母、
父子家庭の父、寡
婦に各種資金を貸
付
○母子父子寡婦福
祉のしおりをひとり
親家庭及び関係機
関へ配布

制度の周知度の向
上

ひとり親家庭等が
自立し、安心して暮
らせる環境づくりが
進んでいる

児童家庭課

256 子育て短期支援事業（再掲）

（H27年度）
9市町村が高知県地域子ど
も・子育て支援事業費補助
金及び子ども子育て支援交
付金（国）を利用して実施

（H26年度）
8市町村が高知県地域子
ども・子育て支援事業費
補助金及び子ども子育て
支援交付金（国）を利用し
て実施

補助金を活用していない
市町村の事業実施状況
の把握を行い、補助金の
有効な活用について周知
を図る

補助金を活用してい
ない市町村の事業
実施状況の把握を
行い、補助金の有
効な活用について
周知を図る

子ども及び子どもを
養育しているものに
必要な支援を行う
ことができている

児童家庭課

257
乳児家庭全戸訪問事業（再
掲）

（H27年度）
19市町村が高知県地域子ど
も・子育て支援事業費補助
金及び子ども子育て支援交
付金（国）を利用して実施

（H26年度）
18市町村が高知県地域
子ども・子育て支援事業
費補助金及び子ども子育
て支援交付金（国）を利用
して実施

補助金を活用していない
市町村の事業実施状況
の把握を行い、補助金の
有効な活用について周知
を図る

補助金を活用してい
ない市町村の事業
実施状況の把握を
行い、補助金の有
効な活用について
周知を図る

子ども及び子どもを
養育しているものに
必要な支援を行う
ことができている

児童家庭課

258 養育支援訪問事業（再掲）

（H27年度）
14市町村が高知県地域子ど
も・子育て支援事業費補助
金及び子ども子育て支援交
付金（国）を利用して実施

（H26年度）
14市町村が高知県地域
子ども・子育て支援事業
費補助金及び子ども子育
て支援交付金（国）を利用
して実施

補助金を活用していない
市町村の事業実施状況
の把握を行い、補助金の
有効な活用について周知
を図る

補助金を活用してい
ない市町村の事業
実施状況の把握を
行い、補助金の有
効な活用について
周知を図る

子ども及び子どもを
養育しているものに
必要な支援を行う
ことができている

児童家庭課

259

生活困窮家庭などで非行歴
や非行傾向のある子どもを対
象とした見守りしごと体験講
習

（H27年度）
見守りしごと体験講習受講実
績：4名
見守り雇用主事業所への雇
用実績：1名

見守り雇用主登録数：16市
町村42社79店舗（H28.3.31現
在）

・見守り雇用主登録制度
要綱の制定
・見守り雇用主認証企業
制度の創設
・見守り見舞金制度及び
見守り身元保証制度の創
設
・見守り雇用主の開拓
・見守り雇用主制度の周
知
・見守り就労支援連絡会
の開催

・見守り雇用主の登録拡
大（市町村及び業種の拡
大）

・見守りしごと体験講習の
受講者増

・進学を希望しない
現役中学生へのし
ごと体験活用の検
討

・モデル市における
教育と福祉の情報
連携の仕組みづく
り

・生活困窮者自
立相談支援機
関（主に市町村
社協）、若者サ
ポートステーショ
ン等との連携に
よる希望が丘学
園退園児のアフ
ターケアの強化

・若者サポー
トステーション
と連携し、見
守りしごと体
験受講希望者
が受講体験を
最後までやり
きれる力を身
につけられる
よう、希望者
に応じた支援
を実施（R01.5
追加）

【子ども見守りプラ
ン成果目標】
［予防対策］
・不良行為による
補導人数（前年比
▲2％を目指す）
→　2,950人以下
［入口対策］
・入口型非行人数
（H24（445人）の
90％以下に抑制す
る）
→　180人以下
［立直り対策］
・再非行者数（前年
比▲5％を目指す）
→　100人

無職の非行少年等
の自立と就労支援
に向けた取組が進
んでいる

児童家庭課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

2

)

高
齢
者
等
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

②
貧
困
な
ど
様
々
な
生
活
上
の
困
難
に
直
面
す
る
男
女
へ
の
支
援

◆雇用・就業の安定に取り組み
ます。
◆ひとり親の家庭が安心して生
活できる環境づくりに取り組みま
す。
◆自立に向けた力を高めるよう
支援します。

・見守り雇用主の開拓

・見守り雇用主制度の周知

・見守り就労支援連絡会の開催
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260

父子家庭の孤立、固定的性
別役割分担意識の解消に向
けた広報、啓発（情報誌、
ホームページ、メールマガジ
ン等による広報）

貧困など困難な状況におか
れた家庭の増加

広報誌（ソーレ・スコープ、
メルマガ）、各種講演会・
研修会の開催

広報誌作成や講演、研修
会の開催等啓発事業の
他、図書等利用PR事業を
実施。

広報事業量の確保
男女共同参画平等
意識の向上

ソーレ

261

社会的自立に困難を抱える
若者への支援
・若者サポートステーションに
よる修学や就労に向けた支
援

◯若者サポートステーション
の実績

(Ｈ28年度）
・来所延べ人数：8,636人

・来所相談のべ件数：7038件
・登録者数：195人

・進路決定者数：157人

◯若者サポートステーショ
ンの実績(H19～Ｈ28累

積）
・来所延べ人数：62,139人

・来所相談のべ件数：
38,877件

・登録者数：2,029人
・進路決定者数：1,155人

・進路決定率：56.9％

○若者サポートステーショ
ンの支援の充実（委託）
（就労・修学支援等）（Ｒ
2.5修正）

○関係機関との連携強化
のための連絡会の開催
（ 県連絡会　地区別連絡
会　高校担当者会）（R2.5
削除）

○アウトリーチ型の支援
の充実（出張相談　訪問・
送迎支援等）

○学校と連携した在校生
への早期支援（個別相談　
各種セミナー等）

○支援員の資質向上のた
めの「若者はばたけプロ
グラム」活用研修会の開
催（ 初級講座　指導者養
 成講座）（R2.5削除）

○支援体制の強化（拠点
の増設2か所→3か所　2
サテライトの常設化）

○中学校卒業時進路未
定者の支援状況の確認
（H30.5追加）

若 者 サ ポ ー ト ス
テーションの実績
・新規登録者
　　380人/年
・累積進路決定率
　　55％以上
・単年度進路決定
率
　　40％

○ニートや引きこも
り等で社会的自立
に困難を抱える若
者を1人でも多く支
援機関につなぐこと
により、修学・就労
などによる社期的
自立が実現してい
る。

○学校と連携した
早期支援により、高
等学校在学中から
の切れ目のない支
援体制が構築され
ている。

○若者支援関係者
の資質向上により、
各市町村における
関係機関の若者支
援の充実が図られ
ている。

生涯学習課

262
民生委員・児童委員活動の
充実

・活動しやすい環境づくり
・研修の実施
・地域見守り協定の締結と活
動のPR（１０事業者と協定締
結）

・活動費の助成
・民生委員・児童委員の
活動をサポートする仕組
みづくり（市町村社協のス
キルアップへの支援等）
・見守り協定の締結
・地域の実情に合わせた
ブロック別研修の開催
・活動ハンドブックの作成
・活動ジャンパーの作成
・県広報番組での活動紹
介

・複雑化する地域ニーズ
に対応できるよう研修の
充実を図る
・活動ハンドブックの活用
・協定事業者の拡充
・県広報等を活用した住
民への活動の周知・理解
の促進

・活動しやすい環境
づくり
・必要な知識技術の
取得

民生委員・児童委
員と行政等関係機
関との密な連携と
ともに、地域住民
からの理解・周知
が進み、民生委
員・児童委員が活
動しやすい環境を
実現する。また、研
修等の充実により
民生委員・児童委
員に必要な知識、
技術の習得を目指
す。

民生委員・児童委
員の活動の理解・
周知が進み、地域
の住民の協力も得
られ、民生委員・児
童委員が活動しや
すくなっている。

地域福祉政
策課

263 ＤＶ被害者の保護と自立支援

【女性相談支援センター
（27年度実績）】
・相談件数　1,209件
　うち暴力485件
　（うちDV411件）
・一時保護（同伴児者含む）
　42世帯73人（延べ879人
日）
　うちＤＶ31世帯60人
・自立支援施設入所
　2世帯3人

・一時保護した暴力被害
女性の自立に向けた取組
の実施
・自立支援施設の運営
・民間シェルターへの運営
費補助の実施

・一時保護したDV被害者
等の自立に向けた取組の
実施（男性被害者やLGBT
への配慮）
・自立支援施設の運営
・民間シェルターへの運営
費補助のさらなる充実

・一時保護したDV被
害者等の自立に向
けた取組の実施（男
性被害者やLGBTへ
の配慮）
・自立支援施設の運
営
・民間シェルターへ
の運営費補助の充
実

DV被害者の安全
が確保された上
で、DV被害者の生
活が再建され、自
立して地域で生活
出来ている。

県民生活・男
女共同参画
課
（女性相談支
援センター）

３
　
環
境
を
整
え
る

(
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)

高
齢
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等
が
安
心
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て
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ら
せ
る
環
境
の
整
備

②
貧
困
な
ど
様
々
な
生
活
上
の
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難
に
直
面
す
る
男
女
へ
の
支
援

◆雇用・就業の安定に取り組み
ます。
◆ひとり親の家庭が安心して生
活できる環境づくりに取り組みま
す。
◆自立に向けた力を高めるよう
支援します。
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264
子どもの発達段階に応じた性
に関する教育の実施（再掲）

・26年度十代の人工妊娠中
絶実施率：6.9（女子千対）
人工妊娠中絶実施件数：118
件

･高校等で性に関する講
話を実施
・思春期ハンドブック配布
・性に関する専門講師派
遣事業

健全な心と体を維持する
ための教育を行う。
・思春期ハンドブック配布
・性の出前講話
・性に関する専門講師派
遣事業
・思春期相談センター
PRINKの相談事業 平成30
 年度、県立塩見記念少年
 プラザ新館に移転予定。
 移転の周知、また、来所
者（面接相談含む）への
機会を捉えたの性情報の
提供・相談、館内関係団
体との連携強化を図る。

・性に関する専門講
師派遣事業
・性の出前講話実施
・思春期ハンドブック
配布・活用

・10代の人工妊娠
中絶件数・実施率：
減少

・児童生徒が十分
な性教育を受ける
機会を得て、適切
な保健行動がとれ
る若者が増えること
によって、望まない
妊娠が少なくなり、
１０代の人工妊娠
中絶件数が減少す
る。

健康対策課

265
子どもの発達段階に応じた性
に関する教育の実施（再掲）

児童生徒の身体的、生理的
発達が早まっており、性に関
する意識や価値観が多様化
するとともに、児童生徒を取
り巻く家庭環境や社会環境も
大きく変化している。

・子どもの発達段階に応じ
た性教育の実施。

・性教育用教材の作成
○指導者用資料「いきい
き心と体の性教育」（改訂
版）を作成し、県内の公立
学校へ１冊ずつ配付
○「みんなで取り組もう!!
『性に関する教育』」と題し
た指導啓発用リーフレット
を全教職員及び学校医・
学校歯科医・学校薬剤師
に配付

各学校で、学習指導要領
に則り、児童生徒の発達
段階に応じた性に関する
教育を実施する。

学校の教育活動全体で組
織的・効果的に性に関す
る教育を実施できるよう取
組を推進する。

児童生徒の意識・行動変
容につながる｢性に関する
教育｣の普及を図る。

人間関係づくりを基盤とし
た性に関する教育を実施
する。

（R01.5追加）

・学校における「性
に関する教育」の
実施率の向上

・「性に関する指導
の年間計画」（学校
保健計画への位置
付けも含む）の作
成率の向上

・地域の課題に応
じた「性に関する指
導の推進計画」の
作成

心身の発育・発達
や健康について基
礎的な知識を確実
に身に付けた子ど
も、また性感染症
等の予防などに関
する基礎的な知識
を確実に身に付け
た子ども、生命の
尊重や自己及び他
者の個性を尊重
し、相手を思いやり
望ましい人間関係
を構築することがで
きる子ども、自分の
将来の夢を実現す
るための自己選択
ができる子どもを育
成する。

保健体育課

266
高知県思春期相談センター
「PRINK」における性に関する
相談・啓発の実施（再掲）

・27年度十代の人工妊娠中
絶実施率：7.6（女子千対）
人工妊娠中絶実施件数：120
件

・電話、面接、メール相談
実施

・電話、面接、メール相談
実施
・思春期相談センター広
報用カードの配布
・思春期相談センター
PRINKの相談事業の周
知、また、来所者（面接相
談含む）への機会を捉え
たの性情報の提供・相
談、館内関係団体との連
携強化を図る。

・電話、面接、メー
ル相談実施(メール
相談はH30.5まで）
・思春期相談セン
ター広報用カードの
配布
・ホームページでの
情報発信（H28.9追
記）

・10代の人工妊娠
中絶件数・実施率：
減少

・児童生徒が十分
な性教育を受ける
機会を得て、適切
な保健行動がとれ
る若者が増えること
によって、望まない
妊娠が少なくなり、
１０代の人工妊娠
中絶件数が減少す
る。

健康対策課

267

こころの相談、法律相談、男
性相談等（女性問題解決・男
女共同参画推進に向けた相
談事業）

からだとこころとの健康の問
題

・相談の実施
一般相談、法律相談、ここ
ろの相談、男性相談

・相談の実施
一般相談、法律相談、ここ
ろの相談、男性相談

相談員のスキル
アップによる効果
的な支援の実施

男女共同参画への
理解の浸透と女性
問題の解決

ソーレ

268 人権相談業務の実施

生活のさまざまな場面で人
権に関わる問題が発生して
いる現状に対応するため、人
権全般にわたって相談を受
け付けている。
今後は、更に相談対応のス
キルや関係機関との連携を
密にしていく必要がある。

ホームページ等で広報
し、電話や来所による相
談に対し、関係機関との
連携も図りながら対応を
行っている。

今後もホームページ等で
広報し、来所や電話等に
よる人権相談に対し、関
係機関との連携を図りな
がら対応していく必要があ
る。

ー

県民から頼られ信
頼される相談機関
としての窓口とな
る。

人権課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

3

)

生
涯
を
通
じ
た
か
ら
だ
と
こ
こ
ろ
の
健
康
支
援

①
自
己
決
定
の
尊
重

◆女性の身体・健康に関する
自己決定が尊重される社会

づくりを進めます。

②
生
涯
を
通
じ
た
健
康
支
援

◆女性と男性が生涯を通じて
健康に生きることのできる環

境を整えます。

　人権相談の実施

WYSH教育全国研修

会（性教育に関する指

導者研修会）に現場

の教員を派遣（H29.9

性に関する教育の実施状況調査の実施

学校保健推進研修会の開催

（養護教諭悉皆研修）

・中芸広域連合に『いのちの教育推進事業』を委託し、

性に関する指導の取組の充実を図るとともに、各地域

の課題解決に向けた地域連携体制を構築する

・「いきいき心と体の性教育」の改定

移転周知
来所者への情報

提供・相談の強化

移転周知
来所者への情報

提供・相談の強化
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269 人権相談業務の実施

生活のさまざまな場面で人
権に関わる問題が発生して
いる現状に対応するため、人
権全般にわたって相談を受
け付けている。
今後は、更に相談対応のス
キルや関係機関との連携を
密にしていく必要がある。

ホームページ等で広報
し、電話や来所による相
談に対し、関係機関との
連携も図りながら対応を
行っている。

【人権相談事業】
今後もホームページ等で
広報し、来所や電話等に
よる人権相談に対し、関
係機関との連携を図りな
がら対応していく必要があ
る。

人権相談に対し、
関係機関との連携
を図り、助言等対
応していく。

県民から頼られ信
頼される相談機関
としての窓口とな
る。

人権課

270
薬物乱用防止に関する普及・
啓発の促進

全国的に覚醒剤や大麻など
の乱用が高い水準で推移し
ており、本県でも乱用が憂慮
される。（R01.5追加）

薬物乱用防止教室やキャ
ンペーンの実施等による
薬物乱用防止対策の推
進（R01.5追加）

・若年層を中心に薬物乱
用防止教室やキャンペー
ンの実施等による薬物乱
用防止対策の推進
･大麻に関する正しい知識
の普及・啓発の強化
（H30.5追加）
・薬物乱用防止教育に関
する関係機関（県教育委
員会、県警、県等）の連携
による効果的な指導方法
や内容、啓発の充実策の
構築と実践（R01.5追加）
・イベント等の機会を捉え
た啓発資材の配布（R02.5
追加）

県内すべての中
学、高校で薬物乱
用防止教室を実施
する。

若者が薬物に対す
る正しい知識を修
得し、薬物乱用の
ない地域社会
（R01.5追加）

医事薬務課

271
薬物乱用防止に関する普及・
啓発の促進

・危険ドラッグによる薬物乱
用については、全国的に減
少傾向にあるが、それに代
わりインターネットの普及等
による大麻や覚せい剤によ
る事件の低年齢化
・県内の学校における薬物乱
用防止教室の開催率の低下

危険ドラッグだけでなく、
薬物乱用への正しい理解
を含め、薬物へのゲート
ウェイであるたばこやアル
コールなども含めて、薬物
乱用防止に向けた研修会
の開催や、広報・啓発に
取り組んできている。

薬物乱用防止教育を進め
るために、全ての学校に
おける薬物乱用防止教室
の開催と学校保健計画へ
の薬物乱用防止教室の
実施の位置づけを促して
いくとともに、各種研修会
の開催や広報・啓発に取
り組んでいく。

(R01.5追加）

①薬物乱用防止教
育研修会の開催
②体育・健康アドバ
イザーによる学校訪
問における薬物乱
用防止教室実施の
啓発
③薬物乱用防止教
育の充実のための
広報・啓発・実施状
況調査（中間・最
終）

①薬物乱用防
止教育研修会
の開催
②薬物乱用防
止教育の充実
のための広報・
啓発・実施状況
調査（中間・最
終）（H29.9追
加）

全ての学校におけ
る薬物乱用防止教
室の開催と学校保
健計画への位置づ
け

・各学校での薬物
乱用防止教室開催
１００％
・関係課と連携した
薬物乱用防止教室
の広報・啓発及び
推進
（R2.5追加）

保健体育課

272
薬物乱用防止に関する普及・
啓発の促進

・危険ドラッグによる薬物乱
用については、全国的に減
少傾向にあるが、それに代
わりインターネットの普及等
による大麻や覚せい剤によ
る事件の低年齢化
・県内の学校における薬物乱
用防止教室の開催率の低下

危険ドラッグだけでなく、
薬物乱用への正しい理解
を含め、薬物へのゲート
ウェイであるたばこやアル
コールなども含めて、薬物
乱用防止に向けた研修会
の開催や、広報・啓発に
取り組んできている。

薬物乱用防止教育を進め
るために、全ての学校に
おける薬物乱用防止教室
の開催と学校保健計画へ
の薬物乱用防止教室の
実施の位置づけを促して
いくとともに、各種研修会
の開催や広報・啓発に取
り組んでいく。

(R01.5追加）

①薬物乱用防止教
育研修会の開催
②体育・健康アドバ
イザーによる学校訪
問における薬物乱
用防止教室実施の
啓発
③薬物乱用防止教
育の充実のための
広報・啓発・実施状
況調査（中間・最
終）

①薬物乱用防
止教育研修会
の開催
②薬物乱用防
止教育の充実
のための広報・
啓発・実施状況
調査（中間・最
終）（H29.9追
加）

全ての学校におけ
る薬物乱用防止教
室の開催と学校保
健計画への位置づ
け

・各学校での薬物
乱用防止教室開催
１００％
・関係課と連携した
薬物乱用防止教室
の広報・啓発及び
推進
（R2.5追加）

保健体育課

273
薬物乱用に関する相談・カウ
ンセリングの充実

＜相談件数＞
・H28年度0件
・H29年度（９月末）0件
・H30年度25件
・R元年度84件（R02.5追加）

相談専用電話を設置し、
乱用者及び乱用に悩む家
族に適切な措置を講じ、
保健医療、福祉関係機関
や自助グループと連携
し、乱用者及び家族への
ケアができる体制づくりを
推進

・薬物乱用者及びその家
族へのケアができる体制
づくりの推進
・継続的な相談業務の実
施
（H29.９追加）

（設定困難）
薬物乱用者及び乱
用に悩む家族が存
在しない地域社会

医事薬務課
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を
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康
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援

◆女性と男性が生涯を通じて
健康に生きることのできる環

境を整えます。

継続的な相談窓口の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　人権相談の実施

薬物乱用防止教室、キャンペーンの実施

薬物乱用防止ポスター・標語コンテストの実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

274
薬物乱用に関する相談・カウ
ンセリングの充実

精神保健福祉センターや福
祉保健所での相談支援や、
一般に向けた講演会・研修
会の実施、関係機関との連
携体制の強化に向けて研修
会等を実施。

・アディクション・フォーラ
ムの開催　
・面接相談、電話相談　
・家族会の開催　
・薬物問題指導者研修の
開催

・薬物依存症についての
普及、啓発
・相談体制の充実、強化

・アディクション・
フォーラムの開催　
1回
・面接相談、電話相
談　
・家族会の開催　12
回
・薬物問題指導者研
修の開催　1回

・依存症相談拠
点（精神保健福
祉センター内）1
か所設置
・医療等従事者
向け、民生・児
童委員等生活
支援者向け研
修の実施

（設定困難）

・相談体制の構築、
関係機関との連携
により、薬物依存症
の方が早期に治療
につながる。

障害保健支
援課

275
薬物乱用に関する相談・カウ
ンセリングの充実

薬物相談電話（088-822-
1074）を設置して24時間体制
で相談受理体制を確立

匿名、又は実名により相
談を受理し、助言指導、
又は関係機関の紹介

薬物相談電話の周知を図
るために広報活動を強化

薬物相談電話の周
知を図るために広
報活動を強化

事案に応じて漏れ
のない的確な対応
に努める。

相談者のニーズに
応じた相談・カウン
セリング体制の確
立

組織犯罪対
策課

276
妊産婦に対する禁煙、受動喫
煙の害の啓発

・喫煙率
男性
（H23）32.1%→（H28）28.6％
女性
（H23)9.2%→（H28)7.4％
（23.28年度県民健康栄養調
査）
・妊婦の喫煙率　2.3%
（27年度歯と口の健康づくり
実態調査）

・赤ちゃん会等での禁煙
相談及び受動喫煙防止普
及啓発
・妊産婦向けの禁煙、受
動喫煙防止リーフレットの
作成

・赤ちゃん会等イベントで
の禁煙相談及び受動喫煙
防止普及啓発
・禁煙分煙実態調査を実
施し、受動喫煙の実態把
握
・法規制の対象外である
家庭内における喫煙・受
動喫煙の実態調査の実
施

喫煙率の改善

・妊産婦の喫煙率
の改善
・受動喫煙を受ける
機会の減少

健康長寿政
策課

277
禁煙治療につなぐ支援体制
の充実

禁煙治療に保険が使える医
療機関数：106機関（H29.３月
末）

・とさ禁煙サポーターズ等
の禁煙をサポートする人
材の養成

・禁煙支援・治療の指導
者養成及びフォローアップ

禁煙治療に保険が
使える医療機関数
の増加

喫煙をやめたい人
がやめられるよう禁
煙治療につなぐ支
援体制が強化され
る

健康対策課

278
学校におけるＨＩＶ（エイズ）、
性感染症に関する教育の推
進

・６月のHIV検査普及週間、
12月の世界エイズデー等に
おいて、ポスターやパンフ
レット等を各高等学校、大
学、専修学校等に配布。（平
成28～令和元年度）

・１保健所が管内の小学
校で、小学６年生を対象
に、HIV及び性感染症に
関する出前講座を実施。
・大学祭で、HIV予防啓発
パンフレット・HIV検査周
知チラシを配布。

HIV感染症等のまん延防
止のための予防啓発
・小学校への出前講座及
び学校主体で実施する性
教育の支援。
・大学祭等でのエイズ予
防キャンペーンの実施。

・小学校への出前講
座及び学校主体で
実施する性教育の
支援。
・大学祭等でのエイ
ズ予防キャンペーン
の実施。

（設定困難）

HIV感染症等への
感染及びまん延を
防止することができ
る。

健康対策課

279
学校におけるＨＩＶ（エイズ）、
性感染症に関する教育の推
進

・学校におけるＨＩＶ（エイ
ズ）、性感染症に関する教育
も含め「性に関する指導」に
ついて指導計画の作成や検
討委員会の設置は向上して
いる。

保健体育科の授業及び、
産婦人科医や助産師等
の専門家等を学校に招聘
し、研修会等を開催した。

引き続き、保健体育科の
授業での学習に加え、産
婦人科医や助産師等の
専門家等を学校に招聘
し、研修会等を開催する
など、学校におけるHIV
（エイズ）、性感染症に関
する教育の推進に取り組
んでいく。

中・高等学校に
おけるHIV（エイ
ズ）、性感染症に
関する教育の推

進

・学校における
「性に関する教
育」の実施率の

向上

・「性に関する指
導の年間計画」
（学校保健計画
への位置付けも
含む）の作成率

の向上

中・高等学校にお
けるHIV（エイズ）、
性感染症に関する
教育の内容が充実
する

保健体育課
（スポーツ健
康教育課）
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◆女性と男性が生涯を通じて
健康に生きることのできる環

境を整えます。

高知県禁煙分煙実態

調査による現状把握

リーフレット等を用いた禁煙・受動喫煙防止の普及啓発

赤ちゃん会等イベントでの禁煙相談及び受動喫煙防止普及啓発

調査結果より、県内官公庁、学校、事業所、観光地等への

受動喫煙防止対策の推進

赤ちゃん会等イベントでの禁煙相談及び受動喫煙防止普及啓発

リーフレット等を用いた禁煙・受動喫煙防止の普及啓発

赤ちゃん会等イベントでの禁煙相談及び受動喫煙防止普及啓発

禁煙支援・治療の指導者等の養成及びフォローアップ

赤ちゃん会等イベントでの禁煙相談及び受動喫煙防止普及啓発

WYSH教育全国研修会

（性教育に関する指導

者研修会）に現場の教

員を派遣（H29.9変更）

性に関する教育の実施状況調査の実施H29.9変更）
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

280
HIV（エイズ）に関する相談、
検査の実施

令和元年度
・HIV相談件数：109件（内福
祉保健所：62件）
・HIV検査：353件（内福祉保
健所：51件）

・電話または面談による
相談の実施
・福祉保健所における検
査の実施

HIV感染症等の早期発
見・早期治療及び検査・
相談体制の充実
・電話または面談による
相談の実施
・福祉保健所における検
査の実施

・電話または面談に
よる相談の実施
・福祉保健所におけ
る検査の実施

（設定困難）

・身近な福祉保健
所において、HIVや
性感染症等に関す
る相談への対応及
び検査を実施する
ことにより、不安軽
減及びHIV感染症
等の早期発見・早
期治療ができる。

健康対策課

281 自殺対策の推進

県内の自殺者数は、平成１０
年以降２００人を超えて推移
していたが、その後、徐々に
減少、平成２７年は１１４人と
大幅な改善みられた。自殺
死亡率（人口１０万対）は１

５．７（全国第４６位）であり全
国の自殺死亡率１８，４を下
回った。自殺対策行動計画
に基づく各取組の成果がみ
られているが、年齢別では６
５歳以上が毎年最も多いこと
や若年者の増加、原因・動機
別では、うつ病などの健康問
題が最も多いことなど課題が

みられる。

平成２１年に自殺対策行
動計画を策定し、平成２５
年度に改定、総合的な自
殺対策の推進を図ってい
る。特に中山間地域を中
心とした地域ぐるみの自
殺防止対策の推進や、年
代に応じた支援に向けて
の人材育成、うつ病・アル
コール健康問題への対応
力の強化を中心に取組を

進めている。

・自殺対策行動計画に基
づく取組

・地域における関係機関
の連携強化

・自殺未遂者支援に関す
るネットワークの構築

・多重債務の関係機関と
の連携した取組

・市町村・民間団体への
支援

・高齢者、若年者の自殺
防止に向けたゲートキー
パー、傾聴ボランティアの

養成
・いのちの電話の相談支

援体制の強化
・うつ病対策

・アルコール健康問題対
策

・自死遺族に対する支援
・普及啓発の促進

・自殺対策行動計画の改
定

・自殺予防情報センター
や福祉保健所を中心とし
た相談支援体制の強化・

連携
・自殺未遂者支援の体制

づくり
・多重債務相談等との合

同説明会
・市町村や民間団体が実
施する自殺対策事業へ

の支援
・高齢者こころのケアサ

ポーター養成研修
・若者向けゲートキー

パー研修
・行政機関担当者や民生
委員等相談に従事する
人に対する養成研修

・いのちの電話の相談環
境整備や相談員養成へ

の支援
・かかりつけ医等うつ病

対応力向上研修
・かかりつけ医・精神科

医ネットワークづくり事業
・かかりつけ医等依存症
（アルコール等）対応力

向上研修
・自死遺族の分かち合い
の会や遺族のための講

演会開催
・自殺予防週間等を活用
したキャンペーンによる

普及啓発

・産後うつ対策
として、妊産婦メ
ンタルヘルス対
策検討委員会
設置
・高齢者向け心
の健康出前講
座

(設定困難)

・自殺死亡率の高
い中山間地域等で
自殺者数が減少し
ている：高知市外

80人以下
・悩みを抱える人に
寄り添う人材の育
成・確保が進んで
いる：高齢者こころ
のケアサポーター

養成人数300人、若
者向けゲートキー
パー養成人数：120

人
・うつ病やアルコー
ル健康障害の悩み
などへの相談支援
体制が整っている：
うつ病対応力向上
研修200人、アル

コール依存症等対
応力向上研修200

人

障害保健支
援課

282 多重債務者対策の推進 多重債務者対策の推進

平成27年度
・多重債務者無料相談会　
19回実施
・多重債務者対策出前講
座　2回実施

・多重債務者無料相談会
の実施
・多重債務者対策出前講
座講座の実施

・多重債務者無料相
談会の実施
・多重債務者対策出
前講座講座の実施

多重債務者無料相
談会の実施

多重債務者対策出
前講座講座の実施 関係機関との連携

が強化されている。

県民生活・男
女共同参画
課
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◆女性と男性が生涯を通じて健
康に生きることのできる環境を整

えます。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

283
ひきこもりの相談支援体制の

充実・強化

ひきこもり地域支援センター
（平成20年度までは精神保

健福祉センター）への相談件
数の大幅増

平成19年度： 14件
平成20年度： 19件
平成21年度：250件

（電話149件、来所101件）
平成22年度：484件

（電話189件、来所295件）
平成23年度：615件

（電話187件、来所428件）
平成24年度：672件

（電話 91件、来所581件）
平成25年度：822件

（電話 68件、来所754件）
平成26年度：847件

（電話 95件、来所752件）
平成27年度：998件

（電話 59件、来所939件）
平成28年度：938件

（電話63件、来所875件）
平成29年度：900件

（電68件、来所832件）
平成30年度：1073件
（電話119件、来所954

件）

【相談機関等のネットワークの
構築・強化】ひきこもり地域支援
センターの開設（平成21年５月
～）、ひきこもり支援者連絡会議
の開催（平成21年６月～）、若者
サポートステーション、市町村と
のケース会議、情報交換会の開

催

【人材育成】市町村の保健師や
地域活動支援センター職員等を
対象とした人材養成研修等を実

施

【居場所づくり】家族サロン（平
成21年４月～）及び青年期の集
い（平成21年12月～）の開催

【個別支援】長期間ひきこもり状
態にある人に対し、多職種チー
ムによるアウトリーチ（訪問）型
支援、SSTの実施、WRAPクラス
の開催、社会体験事業の実施

【普及啓発の促進】相談機関
リーフレットや支援ガイドブック
の作成・配布による啓発を実

施、ひきこもり普及啓発地域研
修会の開催

【ひきこもり専門外来の確保】医
療センター精神科病棟の児童思

春期の検討会での検討。

【相談機関等のネットワーク
の構築・強化】関係機関との
情報交換会や学習会を定期

的に実施する。

【人材育成】市町村の保健師
をはじめ各種相談機関の職
員を対象に相談機能を向上
させるための研修会や講座
を実施し、人材養成を行う。

【居場所づくり】圏域ごとに本
人や家族の居場所づくりを行
う。民間団体が行う「居場所

づくり」への補助

【個別支援の充実】長期間ひ
きこもり状態にある人に対

し、多職種チームによるアウ
トリーチ（訪問）型支援、

WRAPクラスの開催、社会体
験事業の実施

【普及啓発の促進】ひきこも
りに関する正しい知識の普

及啓発や相談機関の周知を
図る。ひきこもり普及啓発地

域研修会の開催

【相談機関等のネット
ワークの構築・強化】
ひきこもり支援者連絡
会議の開催（年３回）、
若者サポートステー
ションとのケース会

議、情報交換会の開
催（年５回）、市町村と

のケース会（随時）

【人材育成】ひきこもり
支援担当者人材養成

研修会の開催

【居場所づくり】家族サ
ロンや青年期の集い
の開催、各圏域にお
ける居場所づくりへの

支援

【個別支援の充実】
WRAPクラスの開催、
社会体験事業の実施

【普及啓発の促進】支
援ガイドブック、社会

資源集の配布、ひきこ
もり普及啓発地域研

修会の開催

・全ての市町村の
保健師、PSW、地
域活動支援セン

ター等に対する人
材養成研修の実施

・各圏域における
ひきこもり本人及び
家族の「居場所づく

り」

①ひきこもり地域支
援センターを中心と
する、ひきこもり本
人及び家族を支援
する体制の構築

②ひきこもり本人及
び家族に対する社
会参加、自立に向
けた支援システム

の確立　　

③ひきこもりに関す
る正しい知識の普

及

障害保健支
援課

284
性差に応じた健康支援（がん
検診）

27年度
40～59歳のがん検診受診率
・乳がん：48.8%
・子宮頸がん：44.9%

・個別通知、住民組織に
よる受診勧奨
・未受診理由の把握と原
因解消
・事業主を通じた受診勧
奨

・個別勧奨、再勧奨の徹
底
・利便性を考慮した検診
体制の構築

・個別勧奨、再勧奨
の徹底
・市町村検診のセッ
ト化の促進
・土曜日検診の周知

40～50歳代のが
ん検診受診率

50%以上

・がん検診の意義・
重要性が浸透する
とともに、利便性の
向上により受診行
動に結びついてい
る。

健康対策課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

3

)

生
涯
を
通
じ
た
か
ら
だ
と
こ
こ
ろ
の
健
康
支
援

②
生
涯
を
通
じ
た
健
康
支
援

◆女性と男性が生涯を通じて健
康に生きることのできる環境を整

えます。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

285
生涯にわたるスポーツ活動の
推進

○総合型地域スポーツクラブ
育成状況（会員数に対する
女性の割合）クラブ数23市町
村31クラブ（52.9％）
・活動が停滞気味のクラブが
出てきており、クラブ数が減
少しつつある。

巡回指導により、総合型
地域スポーツクラブの育
成、及び運営支援を行っ
た。
指導者派遣事業等により
地域スポーツの活性化を
行った。

地域スポーツハブ展開事
業
・既存の総合型地域ス
ポーツクラブ等を核として
行われる地域のスポーツ
活動を活性化する取組に
対して補助する。（Ｒ01.5
追加）
・「地域スポーツコーディ
ネーター等育成塾事業」
において、より実践的なカ
リキュラムを導入したり、
公認資格取得者の拡大を
図ることで、スポーツを支
える人材の育成および発
掘につなげる。（R02.5追
加）

・クラブ研修会の開
催
・スポーツ指導者の
派遣

・地域のスポーツ
活動への支援

・地域スポーツハ
ブ展開事業にお
ける、女性に焦点
を当てた事業の開
催

会員数：9,000人
女性会員の割合：
55％

総合型クラブの自
立及び安定的な運
営

スポーツ課

286

DVや性暴力、売買春の拒絶
啓発、配偶者等に対する暴力
に関する相談・カウンセリング
対策の充実

(平成26年度男女共同参画
社会に関する県民意識調
査）
・身体的暴力に比べて、精神
的暴力等の他の暴力に対す
る意識が低い。
・配偶者暴力相談支援セン
ター等の公的相談窓口の認
知度が低く、相談に至ってい
ないケースがある。
・民間団体と連携した啓発広
報や被害者の支援が行われ
ている。

「女性に対する暴力をなく
す運動期間（11月12日～
26日）」を中心とした啓発
の実施
・各種広報媒体を活用し
た広報の実施
・公共交通機関を活用し
た広報活動の実施
・民間支援団体と協働し
た広報・啓発活動
・市町村広報紙掲載に向
けた広報文案の送付

・DV防止に係る広報、啓
発
・女性相談員による相談
及び指導の実施
・訪問相談及び法律相談
の実施

・DV防止に係る広
報、啓発
・女性相談員による
相談及び指導の実
施
・訪問相談及び法律
相談の実施

ＤＶ防止に関する県
民の意識が高まる
と共に、相談窓口
の周知が図られ、
必要に応じた支援
が受けられている。

県民生活・男
女共同参画
課
（女性相談支
援センター）

287

DVや性暴力、売買春の拒絶
啓発
配偶者等に対する暴力に関
する相談・カウンセリング対策
の充実

平成28年４月より、男女間ト
ラブル等人身安全関連事案
について少年女性安全対策
課を担当部署とし、体制を強
化。高知県女性相談支援セ
ンター等関係団体との情報
共有を行い、DV被害者支援
連絡会議に出席する等して
連携を強化

関係機関、団体等との連
携、協力体制の確保。男
女間トラブル等人身安全
関連事案への組織的な対
応と関係機関との連携に
よる保護対策の推進

・各警察署との情報共有
を徹底し、連携を強化す
る。
・職員の能力向上のため
の研修を充実させる。
（H29.9追加）
・学生等の若者への被害
防止の啓発を行う。（R1.5
追加）

高知県女性相談支
援センター開催の
DV被害者支援連絡
協議会への参加。
各警察署等で発行
する各種広報紙を
利用した広報啓発
活動を実施予定。こ
れまでの取り組みを
継続し、職員の能力
向上のための研修
等を充実させる。

・関係機関、団体
等との連携、協力
体制の確保。
・10月より、人身安
全対処の専門当直
を開始し、男女間ト
ラブル等人身安全
関連事案へのさら
なる組織的な対応
と関係機関との連
携による保護対策
の推進を図る。

・各署への巡回
指導や人身安
全関連事案担
当者研修会、人
身安全関連事
案対策専科を行
い、担当者へ指
導教養を実施す
る。

・学生等の若
者への被害防
止の啓発を行
う。
・各署への巡
回指導や人身
安全関連事案
担当者研修
会、人身安全
関連事案対策
専科を行い、
担当者へ指導
教養を実施す
る。

・あらゆる機会を通
じて、学生等の若
者に対する被害防
止の啓発を行う。
・巡回指導等にお
いて、全職員への
指導教養を行う。

・学生等の若者に
よるDV等の被害未
然防止を図る。
・警察官、警察職員
の能力充実を図
る。

少年女性安
全対策課

288

こころの相談、法律相談、男
性相談等（女性問題解決・男
女共同参画推進に向けた相
談事業）

からだとこころとの健康の問
題

・相談の実施
一般相談、法律相談、ここ
ろの相談、男性相談

・相談の実施
一般相談、法律相談、ここ
ろの相談、男性相談

相談員のスキル
アップによる効果
的な支援の実施

あらゆる暴力のな
い社会の実現

ソーレ

289 人権相談業務の実施（再掲）

生活のさまざまな場面で人
権に関わる問題が発生して
いる現状に対応するため、人
権全般にわたって相談を受
け付けている。
今後は、更に相談対応のス
キルや関係機関との連携を
密にしていく必要がある。

ホームページ等で広報
し、電話や来所による相
談に対し、関係機関との
連携も図りながら対応を
行っている。

【人権相談事業】
今後もホームページ等で
広報し、来所や電話等に
よる人権相談に対し、関
係機関との連携を図りな
がら対応していく必要があ
る。

人権相談に対し、
関係機関との連携
を図り、助言等対
応していく。

県民から頼られ信
頼される相談機関
としての窓口とな
る。

人権課

３
　
環
境
を
整
え
る

(

4

)

女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

①
女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

◆あらゆる暴力を許さない社会
づくりを進めます。

◆市町村や児童相談所、警察民
間団体等との連携を強化し、相
談窓口の周知や相談機能の充

実を図ります。

◆配偶者からの暴力を未然に防
止するため、予防教育に力を入
れ、若者を対象とした交際相手

間の暴力（デートＤＶ）に関する啓
発を行います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人権相談の実施
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組

取組の方向 取組の内容 現状 これまでの取組 これからの対策 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 担当課室

290
ＤＶ被害者の保護と自立支援
（再掲）

【女性相談支援センター
（27年度実績）】
・相談件数　1,209件
　うち暴力485件
　（うちDV411件）
・一時保護（同伴児者含む）
　42世帯73人（延べ879人
日）
　うちＤＶ31世帯60人
・自立支援施設入所
　2世帯3人

・一時保護した暴力被害
女性の自立に向けた取組
の実施
・自立支援施設の運営
・民間シェルターへの運営
費補助の実施

・一時保護したDV被害者
等の自立に向けた取組の
実施（男性被害者やLGBT
への配慮）
・自立支援施設の運営
・民間シェルターへの運営
費補助のさらなる充実

・一時保護したDV被
害者等の自立に向
けた取組の実施（男
性被害者やLGBTへ
の配慮）
・自立支援施設の運
営
・民間シェルターへ
の運営費補助の充
実

DV被害者の安全
が確保された上
で、DV被害者の生
活が再建され、自
立して地域で生活
出来ている。

県民生活・男
女共同参画
課
（女性相談支
援センター）

291
配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護のための基
本計画の推進

・現行の第2次計画（実施期
間24年度～28年度）
・28年度中に第3時計画を策
定

第2次高知県DV被害者支
援計画の推進

第２次高知県DV被害者支
援計画の推進・進捗管理
及び第３次計画の策定

第３次高知県DV被
害者支援計画の策
定

計画に基づき、ＤＶ
被害者支援のため
の施策が実施さ
れ、ＤＶ被害者の自
立につながってい
る。

県民生活・男
女共同参画
課

292
配偶者暴力相談支援センター
（女性相談支援センター）の
機能の充実

(H27年度　女性相談支援セ
ンター）
・ＤＶ相談件数　411件
・ＤＶ一時保護（同伴児者含
む）　31世帯60人（延べ入所
日数　807日）

・休日、夜間電話相談の
実施
・来所、出張相談の実施
・相談員のスキルアップ

・休日、夜間電話相談の
実施
・来所、出張相談の実施
・無料法律相談の実施
・ＤＶ被害者へのカウンセ
リングの実施
・相談員等の専門研修へ
の参加
・講師を招いての所内研
修の実施

・休日、夜間電話相
談の実施
・来所、出張相談の
実施
・無料法律相談の実
施
・ＤＶ被害者へのカ
ウンセリングの実施
・相談員等の専門研
修への参加
・講師を招いての所
内研修の実施

ＤＶ被害者の様々
な相談に対応でき
るようになる

県民生活・男
女共同参画
課(女性相談
支援セン
ター）

293
女性に対する暴力防止ネット
ワークの構築、連携の推進

（H27年度実績）
・DV対策連携支援ネットワー
ク会議・研修会の開催
　参加：23機関34名
・DV関係機関連絡会議を５ブ
ロックで開催（H24～）
　参加：67機関（うち市町村
28）、86名

「ＤＶ対策連携支援ネット
ワーク及び専門研修」、
「DV関係機関連絡会議（5
ブロック）」の開催による
ネットワークの構築・強化
と担当者のスキルアップ

・参加機関の拡充と参加
率のアップに向けた内容
の見直し

「ＤＶ対策連携支援
ネットワーク及び専
門研修」、「DV関係
機関連絡会議（5ブ
ロック）」の開催

関係機関のネット
ワーク強化、職員
のスキルアップによ
り、DV被害者が必
要な支援を地域で
受けることができる
ようになっている。

県民生活・男
女共同参画
課
（女性相談支
援センター）

３
　
環
境
を
整
え
る

(

4

)

女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

①
女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

◆あらゆる暴力を許さない社会
づくりを進めます。

◆市町村や児童相談所、警察民
間団体等との連携を強化し、相
談窓口の周知や相談機能の充

実を図ります。

◆配偶者からの暴力を未然に防
止するため、予防教育に力を入
れ、若者を対象とした交際相手

間の暴力（デートＤＶ）に関する啓
発を行います。
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【様式２】　【こうち男女共同参画プラン事業計画線表】（28～32年度）

目標事業量 目指すべき姿

目指すべき姿・目標事業量（H32)管理
番号

テ
ー
マ

課
題

取
組
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294

295

296

(平成26年度男女共同参画
社会に関する県民意識調
査）
・身体的暴力に比べて、精神
的暴力等の他の暴力に対す
る意識が低い。
・配偶者暴力相談支援セン
ター等の公的相談窓口の認
知度が低く、相談に至ってい
ないケースがある。
・民間団体と連携した啓発広
報や被害者の支援が行われ
ている。

「女性に対する暴力をなく
す運動期間（11月12日～
26日）」を中心とした啓発
の実施
・各種広報媒体を活用し
た広報の実施
・公共交通機関を活用し
た広報活動の実施
・民間支援団体と協働し
た広報・啓発活動
・市町村広報紙掲載に向
けた広報文案の送付

・DV防止に係る広報、啓
発
・女性相談員による相談
及び指導の実施
・訪問相談及び法律相談
の実施

・DV防止に係る広
報、啓発
・女性相談員による
相談及び指導の実
施
・訪問相談及び法律
相談の実施

ＤＶ防止に関する県
民の意識が高まる
と共に、相談窓口
の周知が図られ、
必要に応じた支援
が受けられている。

県民生活・男
女共同参画
課
（女性相談支
援センター）

297 DV被害の潜在化 DV防止講座事業の実施 DV防止講座事業の実施
ＤＶ防止のための
講演会の開催と情
報発信

あらゆる暴力のな
い社会の実現

ソーレ

298
ＤＶ被害者を支援するＮＰＯの
育成・協働の推進

・民間シェルターの活動規模
が拡大し、活動費・運営費が
増加したことから、28年度補
助分からは補助金の上限額
を増額した。
・男性被害者など、一時保護
所で保護できない要保護者
の保護を民間団体に委託。

・平成19年度から民間
シェルターに対する運営
費補助を実施（H19～：
532千円、H20～：721千
円、H28～1,000千円）
・随時、一時保護委託を
実施。

引き続き支援を行うととも
に、役割分担や支援の在
り方等を検討

・民間シェルターに
対する運営費補助
の継続的な実施及
び交付金の増額。
　・1ヶ所、1,000千円
以内

・民間シェルターに
対する今後の補助
の在り方を検討（第
3次DV被害者支援
計画の策定を検討
する中で実施）

DV被害者等がそれ
ぞれの状況等に応
じた居場所を確保
でき、自立に向けた
支援を受けることが
出来ている。

県民生活・男
女共同参画
課
（女性相談支
援センター）

299
被害者の心情等に配慮した
捜査活動の推進

DV・ストーカーを含む恋愛感
情等のもつれに起因する暴
力的事案への対応専科を開
催し、こうち被害者支援セン
ター職員等を講師に招き、被
害者の心情等に配慮した捜
査活動の推進について教養
を実施

被害者の心情等に配慮し
た捜査活動の推進につい
ての理解を深めるため、
専科教養、各警察署担当
者への巡回指導、研修会
等における教養を実施

担当者のみならず、全警
察官、職員に対し、人身
安全関連事案への理解と
意識付けを徹底させるた
め、今後とも各種機会を
捉え、指導教養を繰り返し
実施することが必要
（H29.9追加）

平成28年６月、DV・
ストーカーを含む恋
愛感情等のもつれ
に起因する暴力的
事案への対応専科
を開催し、指導教養
を実施

平成29年６月、恋
愛感情等のもつれ
に起因する暴力的
事案、児童虐待事
案、高齢者虐待事
案等の人身安全関
連事案対策専科を
開催し、指導教養
を実施

・各署への巡回
指導や人身安
全関連事案担
当者研修会、人
身安全関連事
案対策専科を行
い、担当者へ指
導教養を実施す
る。

・各署への巡
回指導や人身
安全関連事案
担当者研修
会、人身安全
関連事案対策
専科を行い、
担当者へ指導
教養を実施す
る。

・巡回指導等にお
いて、全職員への
指導教養を行う。

被害者の意思に
沿った総合的かつ
継続的な被害者支
援の推進

少年女性安
全対策課

300
被害者の心情等に配慮した
捜査活動の推進

・女性被害相談電話「レ
ディースダイヤル110番」にお
いて相談を受理
・性犯罪捜査の際には、女性
捜査員を活用しつつ迅速、適
正な捜査を実施
・被害者の精神的負担を軽
減するため、性犯罪捜査用
ダミー人形を活用するととも
に、各種公費負担制度を運
用

・性犯罪捜査用ダミー人
形の活用
・指定性犯罪捜査員制度
の継続的実施
・専用相談電話による相
談受理体制の確立
・被害者支援に関する意
識の醸成
・各種公費負担制度の充
実

被害者のニーズを的確に
把握するとともに、各種支
援制度、相談窓口等に関
する積極的な広報啓発活
動を実施し、周知徹底を
図る。

・被害者の精神的・
経済的負担の軽減
・被害者のニーズの
的確な把握
・講演会の開催や各
種媒体を活用した
積極的な広報啓発
活動を実施

事案に応じて漏れ
なく的確に対応す
る。

被害者のニーズに
応じた途切れのな
い総合的な被害者
支援の推進

県民支援相
談課

相談関係者に対する研修・啓
発

相談の多様化
・相談員スキルアップ（職

員）研修の実施
・相談員スキルアップ（職

員）研修の実施

相談員のスキル
アップによる効果
的な支援の実施

あらゆる暴力のな
い社会の実現

県民生活・男
女共同参画

課

ソーレ

ＤＶ及びデートＤＶに関する啓
発及び情報提供

３
　
環
境
を
整
え
る

(
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)
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女
性
に
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す
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あ
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ゆ
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暴
力
の
根
絶

◆あらゆる暴力を許さない社会
づくりを進めます。

◆市町村や児童相談所、警察民
間団体等との連携を強化し、相
談窓口の周知や相談機能の充
実を図ります。

◆配偶者からの暴力を未然に防
止するため、予防教育に力を入
れ、若者を対象とした交際相手
間の暴力（デートＤＶ）に関する啓
発を行います。

高知県警察犯罪被害者支援基本計画に基づき推進

68


